
                                                         ISSN  0385-2148 
 
 

研究所報 
 

 

 

 

 

No.45 

 

 

フィンランドのビジネスレジスター 

 

 

 

 

２０１５年３月 

 

 

 

 

     法政大学 

日 本 統 計 研 究 所 



i 
 

 
はじめに 
 
 法政大学日本統計研究所では、現在、研究所助成による研究プロジェクトとして、「ビジ

ネス・レジスターの国際比較研究」を遂行している。また、この間本研究所員ならびに客

員研究員をコアメンバーとして科学研究費補助金による研究事業「政府統計データのアー

カイビングシステムの構造と機能に関する国際比較研究」（基盤研究 B：代表者森博美）、

「ビジネスレジスターによる企業動態統計の展開」（基盤研究 C:代表者菅幹雄）等を遂行

してきた。本書は、このうちの酢が研究プロジェクトの研究成果を取りまとめたものであ

る。 
 本研究所の所員である森と菅は、2011 年 9 月にフィンランド統計局を訪問し、同局経済

動向部が、当時ビジネス・レジスターの構築を計画していたモンゴル統計局職員を対象に

開催したセミナーに参加させてもらう機会を得た。その際に、レジスターベースの統計シ

ステムとしてわが国にも広く知られている北欧諸国におけるビジネス・レジスターに関し

て初めて体系的な情報提供を受けることができた。 
その後本研究所では、ビジネス・レジスターをテーマにした国際ワークショップを開催

することになり、これまでに７回のセミナーを開催している。このうち 2012 年には第１

回目のワークショップとして「ビジネス・レジスターの新たな挑戦－北欧諸国の事例」（１

月 31 日）を、また 2014 年には第６回として「ビジネス・レジスターデータの応用例：フ

ィンランド統計局のビジネス・レジスターデータを用いた分析」（11 月 19 日）と二度にわ

たりフィンランド統計局職員を招聘しわが国における事業所母集団データベース（日本版

ビジネス・レジスター）の整備担当者と理論面、実務面の討議を行っている。本書の森論

文は、現地調査とこの間のワークショップによって得た同国のビジネス・レジスターに関

する情報に基づき、その概要を解説したものである。 
また、菅を代表者とする研究プロジェクトではフィンランド統計局から 2002 年のビジ

ネス・レジスターのミクロデータの提供を受け、それに基づき研究を進めてきている。本

書に収録されている菅論文、宮内論文、宮川論文は、いずれも同局から提供を受けたミク

ロデータによる分析結果である。 
ところで、わが国では、2009 年 4 月に施行された改正統計法（平成 19 年法律第 53 号）

に事業所母集団データベースの整備条項（第 27 条第 1 項）が盛り込まれたのを契機にそ

の整備に向けての取り組みがようやく開始された。4 年近い準備期間を経て 2013 年 1 月

にはシステムの開発が完了し、同年 6 月から政府の統計作成のための年次フレームの提供

が開始されている。 
フィンランドでは欧州統計局（Eurostat）頭とも連携しつつ、LKAU と呼ばれる場所と

事業内容をベースにした統計単位を基礎としたレジスター、さらには企業、企業グループ

レジスターの構築を既に完了しており、2013 年からは YTY と呼ばれるビジネス・レジス

ターの次世代型展開としてビジネス統計のデータ統合（data integration）に向けた取り

組みを開始しており、この分野での欧州各国での取り組みを牽引する役割を果たしている。

ちなみに、ここでいうビジネス統計データの統合とは、レジスターを骨格情報（コアシス
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テム）として公的統計をミクロベースで相互にリンクするものである。その他にも同国の

ビジネス・レジスターでは、経緯度情報がすでに標準装備され、建築着工申請フォームに

その情報の記載が義務づけられ、ビジネス・レジスターに自動的に搭載される仕組みにな

っている。さらにはビジネス・レジスター収録情報に基づくビジネス統計データの補完に

関しても意欲的な取り組みが行われている。 
このような意味でフィンランドのビジネス・レジスターに関して本書で取り上げられて

いる諸話題は、わが国における経済時計の今後の展開方向を考える上で多くの示唆的な内

容を持っていると考えられる。 
本書がわが国の公的統計のこれからの展開にとっていくらかでも寄与できれば幸いであ

る。 
 

                                 2015 年 3 月 
                            法政大学日本統計研究所 
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フィンランドのビジネス・レジスター 

森 博美(法政大学経済学部) 

 

 

はじめに 

 1980 年代から 2000 年代初頭にかけて、海外の政府統計機関ではビジネス・レジスターが、セン

サスに代わって、企業や事業所といった経済単位を調査対象とする統計調査のための母集団情

報を提供する調査基盤情報として整備される。現在ではビジネス･レジスターは、多くの途上国も含

めて、標本抽出のためのフレームとして本格稼働している。一方、わが国では、2007 年の改正統

計法（法律第 53 号）の第 27 条に「事業所母集団データベースの整備」が盛り込まれたことを契機

に、ビジネス・レジスターの整備に向けての取り組みがようやく開始されたところである。 

 筆者がビジネス･レジスターの研究に取り組むようになったのは、イギリスの国家統計局（ONS）が

その整備に取り組んできた IDBR（Inter-departmental Business Register）の存在を 2000 年代初頭

に知ったことがその契機となっている。なお、IDBR の構造や機能については、法政大学日本統計

研究所の『統計研究参考資料』No.86、2004年 10月で詳しく紹介した。イギリスの IDBRを皮切りに、

フランスの SIRENE（Les sources statistiques sur les entreprises）、オランダのビジネス・レジスター

などいくつかの国について、ビジネス・レジスターの整備状況、その構造や機能に関する文献研究

や各国政府統計機関での担当者から直接聞き取りによる調査を実施してきた。 

その過程でまず明らかになったことは、各国のビジネス･レジスターが共通して、(a)行政情報を主

たる情報源としてビジネス･レジスターが整備されており、(b)それから得られる企業や事業所といっ

た統計単位について、独自調査あるいは電話照会、ウエブや新聞等のメディア閲覧という手段に

よってその現状確認（これはプロファイリング（profiling）と呼ばれている）が行われ、（ｃ）このような作

業を経て母集団情報が経常的に更新され、（ｄ）構築されたデータベースが標本調査のフレーム情

報として活用されているという事実であった。これらはいずれも、統計調査に基づく統計作成といっ

たこれまでの政府統計の在り方から捉えた場合、従来は見られなかった全く新たなタイプの統計業

務である。 

その一方で、各国のビジネス・レジスターの多様性もまた明らかになった。それは、各国の統計

をとりまく実情の相違の反映でもある。それには、集中型・分散型といった国の統計機構の在り方

だけでなく、その国の経済規模の大小、政府統計の作成にあたっての統計調査への依存度の違

いなど様々な要因が関係している。好むと好まざるとにかかわらず、統計制度の存在形態がその

国のいわば統計的風土によって制約される。その意味では、これからわが国で構築されることにな

るビジネス・レジスターも、自ずと日本型ビジネス・レジスターとならざるを得ないであろう。 

わが国において持続可能な形でのビジネス・レジスターのシステム設計を行う場合、利用可能な

行政情報とその情報特性、調査環境、秘密保護に対する国民の意識など、それはわが国固有の

統計を取り巻く諸条件を踏まえたものでなければならない。そこでは、海外の事例はあくまでも参考

情報に過ぎない。とはいえ、各国でどのような背景の下に特徴的なシステム設計が行われているか

といった点に関する多様な知見は、これから具体的にシステム設計に取り組む際の有益な参考情

報としての意義を持っている。 
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 筆者は、2011 年 9 月にフィンランド統計局において、同国のビジネス・レジスターに関するインタ

ビュー調査を実施した。周知のように、フィンランドは、レジスター･ベースの統計システムを持つ北

欧諸国に属する。その点では、今日なお統計調査が政府統計作成における主要な情報源となっ

ているわが国とはいわば対極に位置する。また、人口約 540 万人、法人数も約 32 万と経済規模も

わが国とは大きく異なる。 

 今回、フィンランドを調査の対象国として選定したのは、次のような事情からである。これまで筆者

自ら行った調査から、イギリス、フランス、それにオランダのビジネス･レジスターの相互の位置関係

がおぼろげながら浮かび上がってきた。そこでは、イギリスと比較すればフランスが、さらにこれら 3

か国のビジネス・レジスターの中ではオランダのそれが、行政情報の統計への活用という点で最も

環境が法制度的に整備されているように思われる。オランダ人がバイキングを祖先に持つこととこ

のようなビジネス・レジスターの特性とを直結させるのはいかにも短絡であろう。しかし、多様な各国

のビジネス・レジスターの全体的位置づけを与えるためには、オランダのビジネス・レジスターの構

造や機能の中に垣間見ることのできるレジスターを基礎にした統計システムにおけるその特徴を、

一方の典型としておさえておくことが、その全体像を描く際に重要であると思われる。 

 北欧諸国は、今日、レジスター･ベースの統計システムを持つ国として、統計の世界の中で独特

な位置を占めている。そのような国でビジネス・レジスターがどのように整備され、維持更新され、利

用されているかは、他の諸国におけるビジネス・レジスターの特徴を読み取るうえで、有益な比較

材料、すなわち、統計調査への依存度が相対的に大きい諸国におけるビジネス・レジスターとの対

比的な意味を持つ。今回、フィンランドのビジネス・レジスターを取り上げたのは、このような問題意

識からである。もちろん、レジスター･ベースの統計システムとして一括されている北欧諸国におい

ても、それぞれの国情を反映して政府統計は多様な展開をしているものと推察される。この点の検

討は今後の課題としたい。 

  以下本稿では、まず同国におけるビジネス・レジスター整備に至る経緯を紹介し、その作成機

構、ビジネス・レジスターの構成と機能、所収の統計単位、維持更新のための情報源とその特徴、

収録変数、ビジネス・レジスターの利活用等について述べてみたい。 

 

 

１．ビジネス･レジスターの整備 

  本節ではまず、フィンランドにおけるビジネス・レジスターの今日に至る歩みを概観しておく。 

フィンランドでは、1952 年に最初の経済センサスが実施された。しかし、同国における経済セン

サスは、1964年を最後にその後実施されていない。また、1960年代には、税務当局が取引税登録

（Turnover Tax Register: TTR）の整備に着手し、1968 年にはすでにビジネス・レジスターが作成さ

れている。なお、当初のビジネス・レジスターの更新は、2年周期とされていた。なお、このビジネス・

レジスターでは、取引税の徴収単位としての企業あるいは事業所に近い概念とされる地域活動単

位（Local Kind of Activity Units： LKAU）が収録の統計単位として用いられていた。 

1970 年代には、新たに税務当局が提供する月次の賃金登録が、当初、年 2 回の頻度でビジネ

ス・レジスターの更新に利用できるようになった。さらに、税務当局では、1980 年代には、企業の損

益勘定の登録を開始した。1984 年からは全ての雇用企業が、また 1989 年からは、経済活動を営

む全企業が、ビジネス・レジスターに収録され、更新も年次更新へと改められた。なお、1980 年代

後半にはビジネス・レジスターの対象範囲が公的部門にも拡張され、1985 年からは中央政府の諸
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機関が、また 1990 年からは地方政府の各組織が新たに単位として収録されることになった。また、

1995年には新たに企業集団（Enterprise Group :EG）がビジネス・レジスターの収録単位として追加

された。なお 1991 年には、税務当局によるビジネス ID 法が成立し、それ以降、フィンランド統計局

がこの ID 発行の責任を負うこととなった。 

 フィンランドでは 1995年に税制が改正され、それまでの取引税（Turnover Tax）が廃止され、付加

価値税（VAT）が新たに導入された。この税制改正はビジネス・レジスターの作成にも影響を及ぼ

すことになった。すなわち、最終消費だけでなく企業間で行われる個々の経済取引がインボイスに

よって把握されることになり、新たに VAT データに基づき月次での取引額を統計的に把握すること

が可能となった。 

 2001 年に税務当局のビジネス ID と特許登記庁（National Board of Patents and Registration: 

NBPR）は、企業情報システム（Business Information System: BIS）と呼ばれる共同管理のデータベ

ースを立ち上げ、それまで別々に付与していた ID を統合することによって統一ビジネス番号が導

入された。  

 

２．ビジネス･レジスターの作成機構 

 フィンランドでは現在 18の政府機関や組織が政府統計を作成している。政府統計作成の中心機

関が、フィンランド統計局（Statistics Finland）である。フィンランド統計局そのものは常勤職員数が

840人（調査員を除く）と、わが国の政府統計組織規模と較べれば比較的小規模である。しかし、同

国の人口が 500 万人である点を考慮すれば、その相対的な規模は大きいといえる。 

  図１に示したように、フィンランド統計局は、６つの分野別統計部門と情報サービス、研究部門、

それに管理部門等からなっている。 

 

図１ フィンランド統計局の組織構成 
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〔出所〕Tuula Viitaharju (2011b) p.7 
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 このうち、ビジネス・レジスターは、製造業、建設業、貿易、サービス、運輸業、観光業関係の統計

を所管する経済動向部に属するビジネス・レジスター課（business register unit: BRU）が、その整備

や維持更新の任務を遂行している。（図２参照） 

 

図２ 各統計部門が所管する統計 
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 〔出所〕Tuula Viitaharju (2011b) p.8 
        

ビジネス・レジスター課には現在 30 人の常勤職員が配置されている。そのうちの約半数にあたる

10-20 人は、ビジネス・レジスターのために提供あるいは独自に収集したデータのチェック、更新

（調査・行政情報のミス等のチェック）業務に従事している。また、5 人の職員が大企業からの情報

収集を担当している。企業内の構造把握などビジネス・レジスターに収録される統計単位の現状確

認を行うプロファイラーは、現在 3 人に過ぎない。この他にビジネス・レジスター課には、3 人の情報

サービス担当官が配置されている。 

フィンランド統計局では、ビジネス・レジスターに提供される行政情報の品質は高いという認識が

これまで支配的であったことから、行政情報を含めたプロファイリングの必要性が自覚されるように

なったのは比較的最近のことである。このため、数年前から試験的にプロファイリングが行われてお

り、今後その体制が強化される見通しとのことである。なお、各業務への配置人員数は固定的では

なく、業務の閑繁を勘案して弾力的に運用されている。 

 

 
３．ビジネス･レジスターの概念図 

 フィンランドのビジネス・レジスターでは、行政機関から提供される行政情報、統計調査を実施す

ることによって得られる調査結果データ、その他民間データプロバイダー事業者等から購入するデ

ータを用いることによって、企業や事業所等の新規開業や廃業、移転などを把握し、その結果がビ

ジネス・レジスターに格納される。このようにして経常的に維持更新されるデータベースは、ビジネ

ス・レジスター作成データベース（Business Register Production Database、以下 PRoDB と略称）と
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呼ばれている。 

 PRoDB には、法人や事業所などビジネス・レジスターに収録されている統計単位の ID や所在地

情報だけでなく、従業者や売上高規模など種々の変数が格納されている。このため、日常的に維

持、更新されるビジネス・レジスターは、様々に利用されている。その詳細については後述するが、

その機能は大きく次の二種類に区分される。(a)年次フレームとして統計調査実施のための基盤情

報の提供を行う機能、(b)ビジネス・レジスター統計作成機能、がそれである。 

このうち(a)調査実施のための基盤情報の提供に関してビジネス・レジスターは、サンプルフレー

ムとしての機能を持つ。このためにフィンランド統計局では、PRoDBから月次でデータを移管するこ

とによって、ビジネス・レジスター・サービス・データベース（Business Register Service Database、以

下 SeDB と略称）を作成している。 

調査環境の悪化に伴う統計調査による客体把握度の低下は、長期にわたって母集団情報の提

供機能を担ってきたセンサスの意義を次第に浸食することになる。このようなセンサスに代わって調

査客体となる統計単位をプロファイリングという存否確認によって経常的にその把握を行うビジネ

ス・レジスターは、資本金や従業員さらには売上高規模という統計単位の基本的な属性情報を持

つことによって、標本抽出にとって必要な情報を提供することができる。 

SeDB は、標本抽出に際しての標本の層別や抽出標本のローテーションといった標本の抽出方

法や調査結果の母集団への復元のための乗率といった標本調査に関係する種々の情報だけでな

く、絶対尺度としての母集団情報を保有することによって、欠損値や欠損レコードそのものの補定

（補完）をも可能にする。またビジネス・レジスターに調査履歴情報を持たせることによって、調査が

特定の客体に過度に集中しないように、いわゆる survey holiday 制度の導入によって回答負担を

平準化することもできる。 

ビジネス・レジスターは、種々の調査データ、行政データを個体（ミクロ）ベースでデータ統合した

データベースでもある。それは、企業や事業所といった経済単位の活動を捉える構造統計や速報

統計作成のための情報源としても有効である。かつてのような周期的に実施されるセンサス結果に

基づく母集団名簿の整備と異なり、ビジネス・レジスターは、日常的に維持更新される。さらにそれ

はいわゆる縦断型の母集団情報を提供することから、企業の新規開業や企業分割・統合、あるい

は休廃業といったビジネスの動態面の把握に有効である。 

ビジネス・レジスターが保有する情報に基づいて作成される統計は一般にビジネス・レジスター統

計と呼ばれるが、ビジネス・レジスター統計の作成のためにフィンランド統計局では、PRoDB から年

次ファイルを作成している。なお、財務諸表情報の提供に時間を要することから、ビジネス・レジス

ターの年次更新は 10 月末現在で行われている。 

ビジネス・レジスターの年次ファイルは『統計年鑑（Suomen yritykset）』の編纂に用いられている。

また、この他にも、ビジネス・レジスターが保有するデータに基づいて、四半期、さらには月次の速

報統計が作成され、提供されている。 

近年、EU 域内の厳しい雇用情勢の中で、雇用創出という実践的政策課題を受けて、OECD を

中心に”Entrepreneurship Indicator Programme” という国際プロジェクトが進行中である。このよう

なプロジェクトを含め、企業の動態面に着目した企業動態分析（business demography）は、縦断面

のデータベース機能をも持つビジネス・レジスターの整備、更新をその情報的基盤とすることによっ

てはじめて成立するものである。 

 図３は、フィンランドにおけるビジネス・レジスター作成の情報的根拠とその機能について、
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PRoDB、SeDB、それに年次ファイルの関係を含めて要約的に示したものである。 

 

図３ フィンランドのビジネス・レジスターの情報源と機能 

 

収録情報      〔行政データ〕              〔調査データ〕      〔その他のデータ〕 

         税務当局、特許登記庁、中央銀行    フィンランド統計局    民間データサービス 

 

          プロファイリング 

          （開業、廃業等）            BR 作成 DB 

作成・更新                        (PRoDB) 

          １９９３ 

                           ２０１１      

BR 年次ファイル（＊）                BR サービス DB 

                                                                      (SeDB) 

 

               BR 統計                      調査支援サービス 

提供サービス   ・報告書 Suomen yritykset                ・サンプルフレーム  

                  ・統計のネット提供 PXWeb files            ・所在地等の情報提供 

                  ・“KunTo”                         ・他の登録情報の補足・更新 

                  ・オーダーメイド統計サービス             ・他の登録のプロファイリング 

  （＊）対象事業所・企業：6 か月以上活動し 1.5 人以上の雇用又は売上高 9636EUR/年以上 

 〔出所〕Tuula Viitaharju (2011b) p.13、Jukka Pakola (2011b) p.7 （一部、加筆等の修正） 

  

 

４．ビジネス･レジスターの収録単位 

 欧州連合の規則（REGULATION (EC) No 177/2008）は、その付録資料に法人（legal unit: LeU）、

企業（enterprise: ENT）、地域単位（local unit: LU）、企業集団（enterprise group: EG）をビジネス・

レジスターが持つべき統計単位として、各単位が持つべき変数名とともに掲げている 1。なお、フィ

ンランドのビジネス・レジスターでは、この他に地域活動単位（the local kind-of-activity unit: 

LKAU）が、統計単位として追加されている 2。 

                                                   
1 EU 規則第［C］177 号：“REGULATION (EC) No 177/2008 OF THE EUROPEAN 
PARLAMENT AND OF THE COUNCIL of 20 February 2008”は、統計目的のためのビジ

ネス・レジスターの共通枠組みを規定している。同規則の付属文書には、ビジネス・レジ

スターに収録される統計単位とそれが持つべき変数一覧を掲げている。〔本稿巻末の付属資

料を参照〕 
2 「共同体の生産システムの観察と分析のための統計単位に関する 1993 年 3 月 15 日付の

EU理事会規則（”Council Regulation (EEC) No 696/93 of 15 March 1993 on the statistical 
units for the observation and analysis of the production system in the Community”）に

は、これ以外にも、制度単位（the institutional unit）、活動単位（the kind-of-activity unit: 
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（１）ビジネス・レジスターが保有する統計単位 

（ⅰ）法人(LeU) 

 フィンランドのビジネス・レジスターにおいて中心的統計単位となっているのは法人（LeU）である。

同国で経済活動を行っている原則として全ての事業体は付加価値税登録（VAT Register）が義務

付けられており、付加価値税登録番号（VAT ID）を持っている 3。単独事業所で事業活動を行う企

業の場合、通例、法人と企業は一致するが、法人と企業とで登録の場所が異なるケースもある。ま

た法人には公的組織やNPOなども含まれる。このため、法人は企業とは、統計単位としては、必ず

しも同一ではない。 

フィンランドでは毎年 3 万件前後の新規登録が税務当局に対して行われているが、これは同国

における登録法人数の約 0.5%に相当する。なお、税務当局は、月次で新規登録情報をフィンラン

ド統計局に提供している。 

（ⅱ）企業(ENT) 

 企業は最小の法人であり、資本、労働力、技術等の配置についての意思決定自主権を持ち、財

貨・サービスの生産や取引を行う単位である。それは単一あるいは複数の場所で、単一あるいは複

数の種類の事業活動を遂行する。多くの場合、法人と企業とは、組織単位としては同一である。他

の多くのEU諸国と同様 4に、フィンランドでは、企業は現在のところまだビジネス・レジスターにおけ

る正式の統計単位とはなっておらず、目下その整備に向けての作業が進行中とのことである。 

（ⅲ）地域単位(LU) 

 特定の場所（所在地）に存在し、企業ないしはその一部を構成する統計単位が、地域単位（LU）

である。作業場、工場、店舗、倉庫、事務所、鉱山、貯蔵所といったものがそれに該当する。特定

の場所あるいはそこを基点として経済活動が営まれ、パート就業者も含め、当該の場所において 1

人以上の者が就労することが、地域単位の条件となる。 

 法人の新規登録は、最低 1つ以上の地域単位の創設を伴う。なお、一つの法人が事業活動を行

う全ての場所において地域単位は所在する。 

（ⅳ）企業集団(EG) 

 株式保有あるいは財務的結びつきによる企業の連合体は、企業集団（EG）と呼ばれる。企業集

団は、複数の法人間の支配＝被支配関係構造を持つ。 

 企業集団の場合、生産、販売、収益に関する政策について、2 つ以上の意思決定センター

（decision centers）を持つもの、財務管理や課税といった経営の特定の側面だけを集中するものな

どその形態は多様である。企業集団は、グループ構成企業に関する選択権限を有する経済単位

（economic entity）である。 

                                                                                                                                                     
KAU）、同種生産単位（the unit of homogeneous production: UHP）地域活動単位（the local 
kind-of-activity unit: LKAU）、同種生産地域単位（the local unit of homogeneous 
production: local UHP）が掲げられていた。 
3 行政組織には、これとは別に固有の識別番号が付与されている。 
4  EU 諸国のうち現時点で企業をビジネス・レジスターの統計単位としているのは、イギ

リスとオランダだけである。 
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 企業集団の構成にあたっては、海外の Dan & Bradstreet 社や Bureau Van Daiik 社の他、フィン

ランド国内の信用調査会社 Suomen Asiakastieto といった内外の民間データプロバイダーが保有

する情報も活用している。しかし、こういった民間のデータプロバイダーが提供する企業集団に関

する情報は一般に高価であり、しかも必ずしもお互いに整合的ではない。 

（ⅴ）地域活動単位(LKAU) 

 地域活動単位は、法人を産業活動の種類（NACE5 桁レベル）という観点から区分することによっ

て構成される統計単位である。このうち、ある特定の場所で特定のカテゴリーに属する種類の活動

を行うものが地域活動単位（LKAU）である。活動中の法人は、必ず一つ以上の地域活動単位を持

つ。 

ところで、LKAU と同様に、事業主体の活動の種類に注目した類似概念に活動単位（a kind of 

activity unit: KAU）がある。なお、フィンランド統計局では、複数の場所で同一の活動を行っている

経済単位を、LKAUよりは統合度の高い活動分類区分によって活動単位（KAU）に編成し、統計単

位化することを検討中である。 

 図４は、法人、企業、地域単位、企業集団、活動単位、地域活動単位の関係を図示したものであ

る。 

 

図４ 統計単位間の関係 

単独企業 休眠企業 企業集団

LeU

ENT

LeU(a） LeU(b) PLeU SLeU

LeU
（＝ENT)

LeU
（＝ENT)

ENT ENT

LeU
（＝ENT)

合同企業 複合企業

LeU
（＝ENT)

EGLeU

ENT

 

ENT、KAU、LKAU

単一事業所企業 複数事業所企業

ENT

LU

KAU1 KAU2

KAU1（＝LKAU1) （＝LKAU2)

ENT

（＝LKAU3)（＝LKAU1) （＝LKAU2-1)

LU LU

KAU3

（＝LKAU2-2)

ENT

LU

（＝
KAU
LKAU)

KAU2
 

 

 EU 加盟各国は、それぞれ歴史・文化的背景、取引商慣行、法制度、さらには大企業と中小企業

の比重の違いといった社会経済的背景を異にする。このため、ビジネス・レジスターに収録すべき

統計単位についても、EU規則によって一応規定はされているものの、そのいずれを中心的に整備

する統計単位とするかは、国によって一様ではない。ちなみに、加盟国の大半では法人がビジネ
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ス・レジスターの中心的な統計単位とされている。近年、企業さらには域内外に本部を持つ多国籍

企業を含む企業集団についてもビジネス・レジスターにおける統計単位として把握することが重要

な課題となっている。なお、フィンランドも含め北欧各国のビジネス・レジスターに共通する特徴とし

て、地域活動単位（LKAU）もビジネス・レジスターに収録すべき統計単位の一つとしている点を挙

げることができる。 

 

（２）統計単位間の照合表 

 法人（LeU）と地域単位（LU）、地域単位（LU）と地域活動単位（LKAU）など、フィンランドのビジネ

ス・レジスターで統計単位として採用されている単位については、単位相互間の照合表（relation 

table）が作成されている。照合表の記載は次のようなものである。例えばある法人が複数の地域単

位を持つ場合、当該法人の識別番号（識別コード）に複数の地域単位番号（識別コード）が対応付

けられており、各レコードは、法人と地域単位との関係の開始時点と解消時点情報を変数として持

つ。なお、地域単位が当該法人との関係を維持していれば、解消時点記載カラムには NULL と表

示されている。また、企業再編によってある地域単位が法人Aから分離され別の法人Bに移籍する

ケースも発生しうる。このような場合、法人と地域単位の照合表には、法人Aと当該地域単位のレコ

ードには関係解消時点情報が記載され、また新たに法人 B と関連付けられた地域単位レコードが

新設され、関係の開始時点情報と、関係の継続を示す NULL がそれぞれ記載されることになる。 

 現時点では照合表は二種類の統計単位間で作成、維持されている。この点についてフィンランド

統計局では、企業集団（EG）、企業（ENT）、法人（LeU）、地域単位（LU）、地域活動単位（LKAU）

にそれぞれつけた識別 ID コード間の統一的な照合表の編成を今後の課題としている。 

 

（３）識別コード情報付与機関 

 上述したように、フィンランドのビジネス・レジスターは、法人、地域単位、企業集団、それに地域

活動単位を統計単位に持つ。このうち法人については、企業情報機構（BIS）が共通識別番号を付

与している。なお、この共通識別番号は税務情報に基づいていることから、法人だけでなく自営事

業者に対しても発行される。 

フィンランドでは、銀行口座の開設を初めとして様々な様式にこの共通識別番号の記載が求め

られる。事業活動展開の様々な局面で共通識別番号の提示が求められることから、そのカバレッジ

の精度は高いと考えられる。なお、法人の合併等については特許登記庁が管理する商業登記へ

の報告が義務付けられており、BIS は法人の動態情報も把握している。 

地域単位、企業集団、それに地域活動単位については、フィンランド統計局が識別番号の付与

機関となっている。 

 

 

５．ビジネス･レジスターの収録変数 

ビジネス・レジスターには、収録される統計単位別に、識別番号を含む名簿情報、活動区分情

報、規模情報、企業等の動態情報、その他が収録されている。表１は企業、事業所（地域単位）、

企業集団レコードに収録されている主な変数を例示したものである。 
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表 1 ビジネス・レジスター収録変数例 

企業レコード （記入） 地域単位レコード （記入） 企業集団レコード （記入）
企業コード *******-* 事業所コード ********* 企業コード *******-*
名称 ○○ 名称 ○○ 名称 ○○
所在地 ○○ 所在地 ○○ 企業集団コード *******
郵便番号 ***** 郵便番号 ***** 企業集団名 ○○
所在地の郵便局 ○○ 所在地の郵便局 ○○ 企業集団のタイプ ○○
市町村コード *** 電話局番 **等 企業集団の国籍 フィンランド等
市町村名 ヘルシンキ等 電話番号 ***** 企業集団のタイプ２ ○○
産業コード ***** 所在市町村コード *** 親子等の別 親/子/孫・・
産業名 ホテル等 所在市町村名 ヘルシンキ等
法的形態コード ** 産業コード *****
法的形態 有限会社等 産業名 ホテル等
言語コード * 従業員規模コード *
言語名 ○○ 従業員規模 階級区分表示
電話番号 ********** 当該市区町村内の従業員数実数
所有者タイプコード * 位置座標情報 **************
所有者タイプ名 外資等
従業員規模コード *
従業員規模 階級区分表示
売上高規模コード *
売上高規模 階級区分表示（€）
輸出・入者コード *
輸出・入業者の別 輸出者／輸入者
従業員数 人数
傘下事業所数 事業所数   

 〔出所〕Päivi Kizywacki (2011) pp.6-7 より作成 

 

 これらの諸変数の他にもビジネス・レジスターには、統計単位によって、名簿情報としては、Fax、

メールアドレスが、また規模情報としては、給与・報酬支払額が収録される。一方、動態情報として

は、事業の開始/閉鎖年月日、事業の開始/閉鎖の形態、吸収/合併年月日、手放した企業/引受

企業等の情報が収録される。なお、企業集団レコードには、海外子会社（FAFｓ）も含め、親企業と

のリンク情報、株式保有率(%)も格納されている。またこれら以外にも、ビジネス・レジスターの各レコ

ードは、ビジネス・レジスター調査の管理用変数、雇用主識別番号、VAT 登録番号、納税支払登

録番号、輸出入業者番号、貿易統計申告コード等の情報を持つ。 

 

 

６．ビジネス･レジスターの情報源 

 他の諸国と同様に、フィンランドのビジネス・レジスターにおいても、行政情報、調査情報、それに

民間事業者が保有する情報が、その維持更新の情報源となっている。以下に、情報源のタイプ別

に情報の主な特徴を紹介する。 

 

（１）行政情報 

（ⅰ）税務情報 

 フィンランドのビジネス・レジスターに収録される主要な行政情報は、税務当局から提供される税

務記録情報である。すでに述べたように、税務当局は、ビジネス・レジスターのデータベース骨格

情報である事業体そのものの把握 5に関して、事業税登録、付加価値税（VAT）登録に係る新規事

                                                   
5 税務当局から提供される企業の名簿情報とは次のようなものである。 
   企業識別番号、所在地（郵送住所）、産業部門コード、法人の開始/停止、法的形態、法人

間の関係、名称・所在地・活動開始年月日 
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業体情報を月次 6でフィンランド統計局に提供している。この他にも税務当局は、ビジネス・レジスタ

ーのデータベース上に格納される変数データについても、事業税、源泉徴収（Pay-as-you earn: 

PAYE）、VAT、その他の徴税関連情報を提供している。 

 税務当局が管理する事業税登録は、企業の経理データを年単位で保有しており、これからは損

益勘定、B/S、さらには企業間の株式所有関係といった一連の情報が得られる。また、賃金・報酬

を支払う雇用主は、社会保障納付金の給与等からの天引き義務を持つ。これを制度的根拠とする

源泉徴収登録は支払賃金・報酬額および雇用者数に関する包括的な所得申告データを保有して

おり、これらはフィンランド統計局に対して月次で提供されている。さらに、財貨・サービスを販売し

た事業体は、VATの支払いが義務づけられている 7。VATの税額は取引のインボイス記載情報に

従って算定される。このため、徴税業務のためのVAT登録は、事業体による取引額（売上高）情報

を保有することになる。フィンランドのビジネス・レジスターは、税務当局が管理するVAT登録から月

次で売上高情報の提供を受けている。 

 これらの他にも税務当局はフィンランド統計局に対して、年間賃金データや農林事業税データを

提供している。このうち前者の情報ファイルからは個人の賃金報酬額や雇用主と雇用者の関係に

関する情報が得られ、後者からは農林業における年間所得額に関する情報が得られる。 

 税務情報は、第一回目の提供で売上高と賃金･報酬額全体の約 9 割をカバーしている。しかし、

税務情報には、情報の把握時点とフィンランド統計局にそれが提供されるまでの間に、少なからず

タイムラグが存在する。例えば源泉徴収登録データは、最長で把握時点から 3 週間の、また VAT

登録データは、一般に 50 日前後、最長 75 日の遅れを伴う。 

 この他にも税務データには、納税下限額や免税に伴うカバレッジの問題も存在する。例えば、年

間売上高€8500 未満の小企業は免税扱いとなっており、保健、社会保障、宝くじや出演料なども

把握対象外である。 

 人的記入ミスや光学読取りミスなどもあるが、概して、税務当局から提供される情報の品質は良好

であるといわれている。 

（ⅱ）その他の行政情報 

 税務情報以外の行政情報としては、中央銀行が外国資本による株式の保有状況を、税関が輸

出入業者登録番号と貿易申告コード情報を、また特許登記庁は、企業の合併や休業、企業集団

の連結財務諸表データをフィンランド統計局に提供している。なお中央と地方政府に関しては、財

務省が中央政府とその職員情報を、また地方政府年金機関は、地方政府に関するそれらの情報

を提供する。 

 フィンランドのビジネス・レジスターでは、地域単位（LU）や地域活動単位（LKAU）に関する各レコ

ードは、該当する統計単位の所在地の緯度・経度情報を保有している。この情報は、建物・住宅登

録（Buildings and Dwellings Register）からビジネス・レジスターに供給される 8。なお、地域単位の敷

                                                   
6 それまで四半期で提供されていたが、2005 年からは月次で提供されるようになった。 
7 2010 年 7 月から標準税率が 23%に引き上げられた。なお、食料品については 13%、交通

費については 9%の特例税率が適用されている。 
8 フィンランドでは、事業用や居住用の建物の建設に際して提出が義務付けられている建築

着工申請様式に所在地の緯度・経度情報の記載欄が設けられている。 
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地内に複数の建物が存在する場合には、位置情報は建物ごとにではなく、単一の緯度・経度情報

がその地域単位に割り当てられている。 

（ⅲ）行政情報に固有の問題 

 行政情報は行政上の業務の遂行のために収集あるいはその遂行過程で作成されるものである。

従って、そのような行政情報を統計目的に使用する場合、行政情報に固有な様々な問題が存在

する。 

 レジスター･ベースの統計システムを持つフィンランドでは、行政情報の統計への活用がすでに

制度化されている。このため、行政機関側で行政情報の収集に際して、ビジネス・レジスターに配

慮した報告様式の修正を行うケースもないわけではない。しかし、一般にはあくまでも行政利用を

主目的に行政情報は収集・作成される。このようなことから、行政事由で把握される単位（行政上の

単位）と統計単位とは必ずしも一致しない。 

また、概念の定義も統計基準とは非整合的である場合もありうる。行政データの場合、行政上の

制度変更が概念定義の変更に直結し、頻繁な制度改正はデータの連続性を大いに損なうことにな

る。更に、上にも指摘したように、行政情報の場合、把握時点と実際に統計局のビジネス・レジスタ

ー課に報告が寄せられるまでの間に、少なからずタイムラグがある。これらの事情もあり、行政情報

を統計目的で使用するためには、データの調整が必要な場合が少なくない。なお、行政データは

フィンランド統計局に対して有料で提供される。しかし、実際に提供機関側から請求されるのは提

供ファイルの編成に関する提供機関側での作業量を反映した経費であることから、必ずしも高額で

はない。 

 

（２）ビジネス・レジスター調査情報 

  フィンランドは、レジスター･ベースの統計システムを持つ国のひとつとして知られている。しかし

このことは、この国の政府統計が全面的に行政情報に基づいて作成されていることを意味しない。

〔森(2012)〕でもすでに紹介したように、同国では、大方の予想とは異なり、ビジネス・レジスターの

更新のための調査を含め、多数の統計調査を実施している。 

上にも述べたように、行政情報は一般に、各行政機関で計数をとりまとめ、その結果がフィンラン

ド統計局に報告されるまでに多少の時間を必要とする。速報統計（short term statistics: STS）の作

成にタイムリーな行政情報入手できない場合、統計調査を実施することによって直接データの収集

を行う必要がある。 

 フィンランドには約 32 万の法人がある。フィンランド統計局では、このうち毎年 25000～30000 法

人に対してビジネス・レジスターの情報更新のための調査（ビジネス・レジスター調査）を実施して

いる。ビジネス・レジスター調査では、全国のトップ 2,000 社の企業内取引を、また賃金・報酬支払

額についても、約 80 の活動種類別にそれを調査している。なお、フィンランドでは、50 の主要企業

が、国内の全取引額の約 30%を占めている。 

表２は、現在フィンランドで実施されているビジネス・レジスター調査の調査方法、調査対象（数）

等を一覧的に示したものである。 
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表 2 ビジネス・レジスターのための主要な統計調査 

調査名 調査方法 調査対象 対象数等

– 年2回(1月、2月)
– 年間約5000企業

– 年間約30 000事業所

– 年1回(1月)
– 年間約2 000企業

– 年間約5 000事業所

– 約90企業

–約8 500事業所

– 年間3回
–年間約 8 000 - 9 000企業

-層化標本(1 500企業): BRの母集団の品質指標を

作成するために統計的指標に従って対象企業を

選定(小規模単独事業所企業)
–年間1回

-所在地あるいは産業分類が変更になったと思

われる小規模標本企業(1 500企業)
–年間約3 000企業

-規模による標本調査 –年間4回
-BRは税務当局から新設企業情報を入手 –年間約6 000企業

–月次随時調査

–年間約400企業

–年間1回
–400の中央政府機関

– 2 000の地方組織

地域雇用統計・複数地域単
位企業調査

ネット 複数事業所企業 (KAUs, 事業所)

複数地域単位企業調査（BR
独自調査）

ネット 複数事業所企業

データファイル形式での複
数地域単位企業調査

秘匿処理
メール

複数事業所企業

単独地域単位企業調査 ネット
全大企業および標本企業で所有者あるいは事業

所数に変化のあった企業

単独地域単位企業調査 ネット

新設企業調査 ネット

大規模新設企業

地域雇用統計・公共部門

調査
ネット 中央政府機関

新設企業電話調査 電話

 

〔出所〕Jarmo Ranki (2011) 報告資料 

 

 フィンランド統計局では、ウエブによる統計調査を 2006 年に初めて導入した。2011 年からはビジ

ネス・レジスター情報の更新のための調査を全面的にウエブ 9と電話による調査に切り替えた。なお、

電子調査票には、企業等のIDコード、名称、郵送先住所、所在地、産業分類コード、前年の雇用

者数と売上高がプレプリントされている。 

ビジネス・レジスター調査の調査回答率は、全体として、複数の地域単位を持つ企業（わが国の

複数事業所企業に相当）が 93%、単独の地域単位企業（同じく、単独事業所企業）のそれが 70%で

ある。得られた回答結果の中の 10-40%はビジネス・レジスターのデータ・ベースの更新に直ちに用

いられるが、残りの 60-90%については、点検のための事務的作業が必要である。点検により適切と

判定されたデータについてはバッチによりデータ・ベースに収録される。なお、ビジネス・レジスター

調査は、名称、所在地、売上高、従業員数など主にビジネス・レジスターの骨格（backbone）情報を

更新するための情報収集を目的に実施されている。 

ビジネス・レジスター調査は、行政情報よりも良質の情報を提供することもあるが、いくつかの課

題も抱えている。 

フィンランド統計局のビジネス・レジスター課では、企業側の報告担当者登録（Enterprise 

Informant Register: EIR）が整備し、調査実施支援データベースとして常に更新している。しかし、

法人や地域活動単位において内部の報告体制がどのように組織されているかについては、必ずし

も十分な情報は持っていない。多数の地域単位を持つ企業の場合、各地域単位からの報告の取

                                                   
9 ウエブ調査実施の際には、調査客体に対して、Logon に必要な ID 情報とパスワードが、事前に

郵送される。 
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りまとめ作業が必要となる。また、調査によっては既存の経理データからは得られない計数の報告

を求めるものもある。さらに、ERPソフト 10、SAP社のビジネスアプリケーションソフトウエア、Oracleに

未対応の企業の場合、調査報告に際して、企業側に多大な報告負担を求める調査もある。 

企業、特に報告の提出要請が集中する大企業の報告負担を軽減するために、現在、フィンラン

ドではいくつかの方策が講じられている。まずビジネス・レジスター側の対応としては、報告担当者

登録が保有する調査履歴情報の活用がある。多くの国の政府統計機関と同様、フィンランド統計

局でも、調査履歴情報を用いることによって、報告負担の均等化が図られている。 

第 2 の対応は、報告徴集者である統計局側と報告者である企業側の人的連携の強化である。フ

ィンランド統計局では報告担当者登録を基盤情報として双方の連携関係を日常的に更新している

のに加え、地域活動単位についても報告者側の担当者 11を調査別に定めている。 

また、今後の課題としては、主要企業を直接訪問することによって、報告単位を確定するとともに、

ERP、SAP、Oracle といったデータ管理方式を特定することで、現行のような調査ベースではなく、

個々の変数ベースでデータ収集を再編成することによって企業ごとにデータの提供＝収集方式を

カスタマイズすることが現在検討されている。フィンランドでは巨大複合企業は比較的限られること

から、これらの企業からは直接データを収集することで、ビジネス・レジスターの主要な部分を把握

するという発想がその根底にはある。 

 

（３）その他のデータ 

フィンランドのビジネス・レジスターでは、政府の行政情報や調査から得られる情報に加えて、民

間のデータプロバイダーなどが保有する情報も活用されている。 

フィンランド郵便会社（National Postal Company: NPC）は、郵便配達用に住所情報を維持、更

新している。同社が持つ街路名、番地、郵便番号コードといった企業への郵便配達に用いる住所

情報は、ビジネス・レジスターが保有する住所記載内容の点検に使用されている。同国では住所

の記載がすでに全国的に標準化されており、郵便会社の住所情報は、法人や地域単位、地域活

動単位といった事業体が所在する市町村名を特定するのにも使用されている。 

ヨーロッパでは、Dun & Bradstreet 社や Bureau van Dijk 社が保有する企業情報が、企業集団レ

ジスターの維持、更新に広く用いられている。フィンランドでは、両社に加え、国内の民間データハ

ウスで格付け信用企業である Suomen Asiakastieto 社が保有するデータが、特許登記庁

（NBPR）がビジネス･レジスターに提供する連結財務諸表情報とともに、同国における企業集団レ

ジスター構築における主要情報として使用されている。 

 

 

７．プロファイリングとデータの格納 

（１）プロファイリング体制の整備 

 フィンランドのビジネス・レジスターでは、企業情報機構（BIS）が月次で提供する法人情報が、そ

の骨格情報となっている。しかし、BIS が月次で提供する法人情報には、当該法人による地域単位

                                                   
10 Enterprise Resource Planning software の略称 
11 ここでの担当職員は、必ずしも報告の提出を行う直接の当事者とは限らない。 
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保有の有無、地域単位の数やそれらの所在地といった企業組織に関する情報は含まれていない。

このためビジネス・レジスター課では、企業構造については、表２に示したようなビジネス・レジスタ

ー調査、ウエブや各種メディアの閲覧といった独自の方法で現状確認を行っている。 

プロファイリングと呼ばれているこうした現状確認業務は、二つの側面からなる。その 1 は、地域

単位や地域活動単位の存否確認であり、地域単位や地域活動単位の改廃、所在地の移転の確

認といった業務がそれに含まれる。その 2 は、それらの活動内容の確認に関するものである。そこ

では、地域単位や地域活動単位の産業分類（NACE）12あるいは制度部門（sector）による格付け、

従業員数や売上高といった活動に関する属性情報の確認が行われる。なお、フィンランドのビジネ

ス・レジスターでは、不動産業や事務管理支援といった事業所を対象とした補助的業務サービスに

従事している法人は、一般にサービスを享受する顧客法人と同一の産業分類として格付けすること

になっている。 

フィンランド統計局での担当者からのヒアリング結果によれば、同国ではこれまで行政情報の精

度に対する信頼が厚かったことから、プロファイリングが現実的課題として認識されるようになった

のは比較的最近のことである。近年、フィンランドでも、規制緩和や行政予算の大幅な削減による

行政取得情報の減少が、ビジネス・レジスターの整備や品質の確保という点で問題視されつつある。

調査回収率の低下とともに、こういった行政情報の質の劣化は、ビジネス・レジスターの整備当事

者に対して、プロファイリングの必要性を提起しているとのことである。このような中でフィンランド統

計局では、経済動向部内に企業調整官（Business Coordinator）を配置し、特に企業組織が複雑な

大規模複合企業の現状確認を、電話、E メール、さらには直接訪問によって実施するという体制を

整備しつつある。 

 

（２）収集データの点検と格納 

ビジネス・レジスターに提供される情報の中には欠損値、他の統計との整合性を欠くデータ、さら

には税込と税別のデータの混在といったようなケースも少なからず含まれる。このため、ビジネス・レ

ジスターの更新にあたっては、その点検作業が所管部門の主要な業務となる。フィンランドのビジ

ネス・レジスターでは、従業者数が欠損値となっている場合、賃金・報酬支払いデータを用いて回

帰推定することで補定が行われている。 

データの点検によるビジネス・レジスターの更新については、更新される情報源の種類、変数、

統計単位に従って数百の手順が策定されており、その多くの作業が独自に開発したアプリケーショ

ンプログラムによってすでに自動化されている。しかしながら、実際には論理エラーをはじめ、種々

の原因でこのアプリが適切に処理しきれないケースが発生しうる。このような場合にデータはエラー

バッファーファイルに一時的に格納される。当該企業への照会も含め、規模の大きい単位から順次、

手作業によるプロファイリングを経てビジネス・レジスターに格納処理される。 

 

 

 

                                                   
12 NACE(Nomenclature statistique des activités économiques dans la Communauté 
européenne)｢欧州共同体における経済活動の統計的分類｣の略称 
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８．ビジネス･レジスターの利用 

（１）調査インフラとしての利用  

ビジネス･レジスターの作成データベース（Production Register DB： PRoDB）から作られるサー

ビスデータベース（Service DB: SeDB）は、サンプルフレーム（標本抽出枠）として、フィンランド統計

局が実施する統計調査の母集団情報を提供する（図３参照）。フレームとしての機能を果たすこと

ができるように PRoDB は、調査対象となる統計単位ならびに産業分類（NACE）、従業員や売上高

規模といった層化情報を保有している。 

ビジネス・レジスターは、個体レコードから構成されるデータベースである。しかもその中には営

業上の秘密事項に属する変数（sensitive variables）も含んでいる。PRoDB に係る秘匿性の担保な

らびに整合的な更新業務の遂行のために、PRoDB へのアクセスは、経済動向部のビジネス･レジ

スター課職員だけにしか認められていない。一方、PRoDB から作成される SeDB については、所定

の手続により許可を受ければ、フィンランド統計局の職員であれば誰でもオンラインないしバッチで

アクセスすることができる。なお、このデータベースにはメタデータ情報サービスが付帯されており、

利用者はデータの品質、更新スケジュールに関する情報さらには変数それ自体や処理方式につ

いての説明情報を入手できる。 

経済動向部ビジネス･レジスター課では、同部自らが実施しているビジネス・レジスター調査のた

めに SeDB をフレーム情報として対象標本の抽出を行っている。一方、標本調査の実施を計画して

いるフィンランド統計局の他の部門に対しては、現在のところ同課は同様のサービスを提供しては

いない。調査実施部門は、調査実施に関する申請、承認手続きを経た上で同課から SeDB そのも

のの提供を受け、自ら対象標本を抽出する仕組みになっている。なお、ビジネス・レジスター課から

提供される SeDB は有料である。しかし、この場合も同課は申請部門に対して、ファイルの作成費

相当額を経費として請求するだけである。また、SeDB の提供を受けた調査実施機関では、調査業

務終了後、ファイルを削除することが義務付けられている。 

フィンランドの統計システムは完全な一極集中型ではなく、統計局以外にも政府統計の作成を

行う機関が複数存在〔森(2011)〕する。統計局外の調査実施者についてはフレームとして SeDB を

使用できる体制には現在のところまだなっていないが、フィンランド統計局では将来は外部機関へ

のフレーム情報の提供を構想している。 

 

（２）ビジネス･レジスターに基づく統計作成 

 ビジネス･レジスターは、標本調査のためのフレームとして他の統計調査実施の支援機能を持つ

と共に、それ自体が保有するデータに基づいた統計作成機能も保有している。このようにして作成

される統計は一般にビジネス･レジスター統計と呼ばれる。ビジネス･レジスター統計には、他の統

計調査と同様に、構造統計と速報統計とがある。  

（ⅰ）構造統計 

  構造統計は PRoDBから年 1回の頻度で定期的に更新される年次ファイルに基づいて作成され

る。年次ファイルは更新作業完了後 1 か月以内にフィンランド銀行に提供されているほか、それか

ら作成される統計は、『企業･事業所年報』（Suomen yritykset）として公刊され、ウエブ提供も行わ

れている。なお、年次ファイルに収録されているのは、6 ヶ月以上活動し 1.5 人以上の雇用者また

は年間売上高 96.36€以上の企業･事業所のみである。 
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  （ⅱ）速報統計 

  売上高のうち商品取引データは、速報が 45 日後、確報が 75 日後、といったスケジュールで公

表されている。一方、サービス取引データについては、確報が 75 日後に公表される。フィンランド

統計局以外の省庁が作成している製造業と建設業に関する速報データは、75 日後の公表となっ

ている。なお、このような統計の公表とは別に、欧州標本（European sample）に指定されている品

目 13については、商品取引速報データが 30 日後、サービス取引速報データが 45 日後にEurostat

に提供されている。一国全体の支払い賃金・報酬額データは 45 日後に公表される。 

企業の開廃業状況に関する集計結果については、四半期ごとにビジネス･レジスターのデータ

に基づいて作成、公表され、それは企業動態統計としてEurostatにも定期的に報告されている。こ

の他にも、フィンランド銀行と税務当局に対しては、月次で速報データ（short term statistics: STS）

が提供されている。なお、OECD が Entrepreneurship Indicator Programme (EIP)との関連で提唱し

ているガゼル（Gaｚell）と呼ばれる急成長企業に関する統計も、現在フィンランド統計局において策

定に取り組んでいるとのことである。 

 

 （３）対外部利用者サービス 

 （ⅰ）オーダーメイドデータ処理サービス 

 前掲の図 3にも示されているように、ビジネス･レジスターの PRoDB から作られる年次ファイルは、

オーダーメイド統計サービス（tailored service）という方式によって、フィンランドにおけるビジネスの

動向等の分析のために、局外の利用者、すなわち、他省庁、地方自治体、各種業界団体、企業や

研究者等にも広く提供されている。 

フィンランド統計局がこの方式によるビジネス・レジスターデータの加工処理を受託する変数とし

ては、売上高、輸出入額、賃金・報酬額、従業員数といったものがある。オーダーメイドデータ処理

サービスの対象となるこれらの変数については、月次、四半期、そして年次での更新データを持つ。

なお、データの加工処理にあたっては、例えば集計表の作成の場合、地域区分は全国 6 区分（州

レベル）と 20 区分（県レベル）、また産業分類については NACE による 700 区分による作表が可能

である。この他にもフィンランド統計局では、年次ファイルによる企業集団別の集計依頼も受託して

いる。 

（ⅱ）企業等に関する基礎情報の公開 

フィンランドでは、ビジネス・レジスターが保有し恒常的に更新している情報の一部、特に企業等

の識別番号、所在地、従業員数といった基礎的属性情報 14については、企業等に関するデータの

                                                   
13 EU とユーロ圏では、域内の加盟国について必要な統計を時宜的に整備する目的で、欧

州標本企画（European sample scheme: ESS）が作られている。このうち速報統計に関す

る ESS は、2005 年 7 月 6 日付の規則第 1158 号で、その施行細則は、2007 年 6 月 14 日の

規則第 657 号に規定されている。（http://epp.eurostat.ec.europa.eu/statistics_explained/ 
index.php/Glossary:European_sample_scheme_(ESS) 参照） 
14 公表が義務付けられた情報 

（ⅰ）雇用主、自営業者、企業、機関 

①事業識別番号、その有効期間、法的形態、名称、産業、言語コード、現在地及び郵便住所、

公開の連絡先情報、②所有者のタイプ、③所在地と活動の場所、④売上高の階級区分、⑤総
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取り扱いを規定した 2004 年統計法第 18 条を根拠規定として公開され、同国における社会共通の

情報インフラとして一般の利用に供されている。 

（ⅲ）リサーチラボ 

 （ⅱ）で紹介したように、フィンランドでは企業等に関する基礎的属性情報の一部の変数は公表さ

れている。とはいえ、フィンランドのビジネス・レジスターが保有する企業や事業所に関する情報の

中には、それぞれの事業活動と深く結びついた事業者にとって営業上の秘密に属する情報

（sensitive data）も当然ながら含まれている。周知のように、個人や世帯統計については、カテゴリ

ーの統合、トップ（ボトム）コーディング、スワッピング、丸めや誤差の付加といった様々な匿名化措

置を施した匿名標本データ（いわゆるミクロデータ）が作成され、研究あるいは民間での営利目的

での使用に供されている。こういった個人や世帯データの匿名化に有効な種々の技法も、企業デ

ータの匿名化には必ずしも有効ではない。 

そこで、ビジネス・レジスターが保有する個体情報について、利用ニーズへの対応と秘匿性の確

保との両立を図る制度的仕組みとして、フィンランド統計局では局内にリサーチラボ（research 

laboratory：RL）と呼ばれる施設を開設している。所定の手続きを経て利用が承認された利用者は、

統計局内（in house）で、しかも限定された変数についてのみその使用が認められている。 

 

 

９．今後に向けての課題 

 フィンランドでは、統計調査データだけでなく行政情報についても共通識別番号が付与されてい

る。そのため、調査結果あるいは行政機関から新たに提供される個体レコードは、ビジネス・レジス

ター内の既存のレコードと容易にしかも高い確度で紐づけることができる。統計局内でも、例えば

産業分類を所管する NACE 部門と制度部門担当グループとは密接な連携関係を維持している。 

ビジネス・レジスター課では、特に大規模複合企業を中心に、報告側の担当者（contact person）

との照会業務に従事する局側の担当者（business coordinators）を決め、日常の業務にあたってい

るほか、調査実施のたびに企業報告者登録（Enterprise Informant Register: EIR）を常に維持更新

している。このERRには、報告側の担当者名のほか、電話、Fax、Eメールといった調査や照会に必

要な様々な連絡情報が格納されている。 

 フィンランドでは 2014 年からの供用開始を目指して、ビジネス・レジスターを基盤データベースに

持つ政府統計のアーカイビングシステムの構築に向けてのプロジェクトが目下進行中である。ビジ

ネス・レジスター・データウエアハウス（BR data Warehouse）計画がそれである。データウエアハウス

では、各統計単位に付与されたユニークな識別番号をリンクキー変数として、統計調査や行政機

関から提供される個体レコードが相互に個体ベースで統合されることになる。ビジネス・レジスター

を識別番号をリンクキーとするリレーショナルなデータベースとしてデータウエアハウスを設計する

                                                                                                                                                     
従業者数と市町村別の従業者数、⑥貿易への従事の有無、⑦VAT支払い義務、雇用主の活

動、源泉所得税登録、⑧（企業集団の場合には）集団との関係 

（ⅱ）地域単位（事業所） 

①事業所識別番号、②活動の期間、③名称、④産業分類、⑤所在地、⑥公開の連絡先情

報 
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ことで、フィンランドにける政府統計データのアーカイビングシステムは、新たなデータ統合（data 

integration）の段階へと歩みを進めることになる。 

 大半の場合、統計単位としての法人と企業とは事実上一致する。しかし、所有に基づく法人概念

と支配関係に基づく企業概念とは、本来異質なものである。フィンランドではこれまで法人がビジネ

ス・レジスターの中心的な統計単位として扱われてきており、企業という統計単位は、いまだ構築途

上にある。この点についても、データウエアハウスが稼働開始予定年である 2014 年までに、企業を

正式な統計単位として採用できるための作業が現在、統計局内で進行中とのことである。 

 ビジネス・レジスターについては、他にもいくつか課題が残されているが、その一つが、市町村と

いった地方政府組織に関する組織的な情報収集体制の構築である。また、企業集団との関連で

は、多国籍企業のプロファイリングによる欧州企業集団レジスター（European enterprise group 

register: EGR）の構築や国境によって分断された企業（Truncated enterprise）をビジネス・レジスタ

ーにどう取り込んでいくかといった課題が残されている。 

 

 

むすび 

 レジスター･ベースの統計システムを持つフィンランドでは、税務当局と特許登記庁が共同管理す

る企業情報システム（BIS）が提供する法人情報を中心的統計単位として、ビジネス・レジスターが

構築され、維持更新されている。 

 BIS が月次でビジネス・レジスター課に提供する法人登録情報は、VAT ならびに源泉徴収所得

税情報に基づいて作成されることから、制度的に適用対象外となる事業体を除き、自営事業者も

含めて包括的にカバーしている。そのため同国では、法人という統計単位の存否それ自体の確認

に係る現状確認業務（プロファイリング）は、基本的に不要である。 

 その一方で、BIS が提供する法人登録情報は法人内の組織に関する情報を保有していないとい

う点で、ビジネス・レジスター構築への利用面で本質的な情報制約を持っている。特に複数の地域

単位を持つ法人については、それぞれの所在や開廃等の確認が、ビジネス・レジスターの維持更

新のためには不可欠の作業となる。ビジネス・レジスター課では、これらの確認作業に必要な情報

を、ビジネス・レジスター調査、ウエブやメディアの閲覧、電話やメールによる照会によって収集して

いる。世界各国の政府統計システムを鳥瞰した場合、フィンランドは一般に、レジスター･ベースの

統計システムを持つ国の一つとして類別される。このようなフィンランドにおいて、行政情報を補完

する目的で、ビジネス・レジスターの維持更新のために多くの調査が実施されていることが、今回の

考察から明らかになった。 

 企業や地域単位（事業所）といった経済主体が展開する事業は、NACE 等の統計分類のレベル

にもよるが、必ずしも 1 種類とは限らない。大分類→中分類→小分類→細分類といった位階的分

類が細分されるに従って、複数の異なる分類に格付けされる事業を同一の企業あるいは地域単位

（事業所）において営む主体が卓越することになる。 

複数の産業部門にまたがる事業に従事している企業や地域単位（事業所）について、これまで

統計では、売上高（取引額）等が最も大きい部門に産業分類上は格付けされてきた。細分類から

小分類、中分類、大分類へと産業分類のレベルが統合される過程で、各企業は相対的にシェアの

大きな活動が属する産業部門にその全活動が帰属処理されることになる。このような積み上げ結果

は、品目別集計と産業別集計との結果数字の乖離に見られるような、統計的反映結果を作り出し
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てきた。 

 支配概念である企業といういわばトップダウン方式での把握ではなく、企業や事業所において展

開されている活動の産業分類的な意味での種類（activities）の側面に注目し、いわばボトムアップ

方式で統計を再構成するのが活動種類による統計単位の設定である。フィンランドのビジネス・レ

ジスターでは、地域活動単位（LKAU）を原初的な統計単位として設定し、それからデータ処理によ

って事後的にある種同等な活動を行う単位として（a Kind of Activity Unit: KAU）を編成するとして

いる。上述したような産業格付けに係る統計の宿命的とも思われる問題を直視し、実態を統計技術

的に最大限可能な範囲で反映した統計の作成を data integration によって実現するという発想が、

地域活動単位（LKAU）、さらにはそれを踏まえて想定されている活動単位（KAU）その背景にはあ

る。 

統計技術的に既存の情報からKAUをどのように構成するかについては、今後検討すべき多くの

課題が残されている。しかし将来、企業や地域単位（事業所）を一度地域活動単位（LKAU）に解

体しその活動そのものの種類という観点から再構成することが仮にできるとすれば、このようにして

作成される統計は、より精度の高いGDP統計の推計だけでなく、部門別の生産性の適正な比較評

価にとっても、不可欠の要件と考えられる。その意味では、企業や事業所といった経済活動主体を

どのようにビジネス・レジスターにおける統計単位として位置付け、今後それらの体系化、相互連関

をどう図っていくかについて、フィンランドにおけるビジネス・レジスターの取り組みは、多様な統計

編成を可能にするデータの置き方そのものについての重要な検討課題をわれわれに提起している

ように思われる。 
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【付属資料】 
“REGULATION (EC) No 177/2008 OF THE EUROPEAN PARLAMENT AND OF THE 

COUNCIL of 20 February 2008”に掲げられた統計単位別の変数一覧 

（［O］は任意変数、［C］は条件付き変数であることを示す） 
1. 法人 

〔識別情報〕 
1.1. 法人識別番号 
1.2a. 名称 
1.2b. 最も詳細な所在地 (郵便コードを含む) 
1.2c. ［O］電話・Fax 番号、e-メールアドレス、データの電子収集許可情報 
1.3. 付加価値税登録番号又はそれがない場合は他の行政識別番号 

〔動態特性情報〕 
1.4. 法人設立年月日又は事業活動を営む自然人としての公式承認年月日 
1.5. 法人が 3.3 に記載された企業の一部であることをやめた年月日 

〔経済的/制度的情報〕 
1.6. 法的形態 

〔他登録とのリンク情報〕 
法人が記載され統計目的のために使用できる情報を持つ関係登録情報 
1.7a. 欧州共同体規則 No 638/2004 (1)に基づく域内事業者登録情報、関税ファイル又

は域外事業者登録情報 
1.7b. ［O］貸借対照表情報（公表義務事業者）及び貿易収支ないし対外直接投資登録

情報及び農業事業者登録 
＜企業集団に属する法人に追加的に求められる変数＞ 
〔企業集団とのリンク情報〕 

1.8. その単位が属する全居住企業集団/境域で分断された企業集団の識別番号 
1.9. 全居住企業集団/境域で分断された企業集団への加入日 
1.10. 全居住企業集団/境域で分断された企業集団からの離脱日 

〔単位管理情報〕 
居住法人の支配関係はトップダウン方式(1.11a)又はボトムアップ方式 (1.11b)で記

載。直接又は間接支配という第 1 次関係だけが各単位について記載（これらを組み合

わせることで全ての支配関係が得られる） 
1.11a. その法人によって支配されている居住法人の識別番号（複数） 
1.11b. その法人を支配している居住法人の識別番号 
1.12a. その法人が支配している非居住法人の登録国、識別番号、名称および所在地 
1.12b. ［C］その法人が支配している非居住法人の VAT 登録番号 
1.13a. その法人が支配している非居住法人の登録国、識別番号、名称および所在地 
1.13b. ［C］その法人を支配している非居住法人の VAT 登録番号 

〔単位所有関係情報〕 
［C］居住法人の所有はトップダウン方式(1.14a)又はボトムアップ方式(1.14b)で記

載情報の記載と株保有の閾値は、行政情報の利用可能性に依存。推奨されている閾値
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は、直接所有の 10％以上。 
1.14a.［C］その法人が所有する居住法人の(a)識別番号および(b)株式保有(%) 
1.14b.［C］その法人が所有する居住法人の(a)識別番号および(b)株式保有(%)  
1.15. ［C］その法人が所有する非居住法人の(a)登録国、(b)識別番号又は名称、所在

地、および VAT 登録番号および(ｃ)株式保有(%) 
1.16. ［C］その法人を所有する非居住法人の(a)登録国、(b)識別番号又は名称、所在

地、および VAT 登録番号および(ｃ)株式保有(%)  
2.地域単位 

〔識別情報〕 
2.1. 地域単位識別番号 
2.2a.名称 
2.2b. 最も詳細な所在地 (郵便コードを含む) 
2.2c. [O] 電話・Fax 番号、e-メールアドレス、データの電子収集許可情報 
2.3. その地域単位が所属する企業(3.1)の識別番号 

〔動態特性情報〕 
2.4. 活動の開始日 
2.5. 活動の最終的停止日 

〔経済的/制度的情報〕 
2.6. 主活動コード（NACE 4 桁レベル） 
2.7. [C] （もしある場合には）二次的活動（NACE 4 桁レベル）これは調査対象とな

った地域単位のみ 
2.8. [O] それが属する企業の副次的活動として地域単位が行う活動の有無 
2.9. 雇用者数 
2.10a. 雇用数 
2.10b. [O] フルタイム換算雇用数 
2.11. 地理的位置（緯度経度情報） 

〔他登録とのリンク情報〕 
2.12. [C] （関係する登録が存在する場合）地域単位が記載され統計目的のために使用

できる情報を持つ関係登録情報 
3. 企業 

〔識別情報〕 
3.1.企業識別番号 
3.2a. 名称 
3.2b. [O] 郵便住所、e-メールアドレス、URL 
3.3.その企業を構成する法人の識別番号 

〔動態特性情報〕 
3.4.活動開始日 
3.5. 活動の最終的停止日 

〔経済的/制度的情報〕 
3.6. 主活動コード（NACE 4 桁レベル） 
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3.7. [C] （もしある場合には）二次的活動（NACE 4 桁レベル）これは調査対象とな

った企業のみ 
3.8. 雇用者数 
3.9a. 雇用数 
3.9b. [O] フルタイム換算雇用数 
3.10a. 3.10b に規定された以外の売上高 
3.10b. [O] 農林水産狩猟業、公務、防衛、義務的社会保障、雇用者を持つ家計および

域外組織の売上高 
3.11. 欧州勘定体系による制度部門とその副次部門 

＜企業集団に属する企業に関する追加収集情報＞ 
〔企業集団とのリンク情報〕 

3.12. 企業が所属する全居住企業集団/境域で分断された企業集団(4.1)の識別番号 
4.企業集団 

〔識別情報〕 
4.1. 全居住企業集団/境域で分断された企業集団の識別番号 
4.2a. 全居住企業集団/境域で分断された企業集団の名称 
4.2b. [O] 居住企業集団/境域で分断された本部の郵便住所、e-メールアドレス、URL 
4.3. 全居住企業集団/境域で分断された企業集団本部の条件付識別番号 (居住企業集

団本部である法人の識別番号と同じ) 
支配単位が事業活動に従事していない自然人である場合には条件付き（［C］）（記載は

利用可能な行政情報に依存） 
4.4. 企業集団のタイプ 

1. 全て居住企業 
2. 居住企業が支配する境域で分断された企業集団 
3. 非居住企業が支配する境域で分断された企業集団 

〔動態特性情報〕 
4.5. 全居住企業集団/境域で分断された企業集団結成日 

4.6. 全居住企業集団/境域で分断された企業集団の解散日 
〔経済的/制度的情報〕 

4.7. 全居住企業集団/境域で分断された企業集団主活動コード（NACE 2 桁レベル） 
4.8. [O] 全居住企業集団/境域で分断された企業集団の二次的活動（NACE 2 桁レベ

ル） 
4.9. 全居住企業集団/境域で分断された企業集団の雇用者数 
4.10. [O] 連結売上高 

＜多国籍企業集団についての追加収集情報 (4.4 のタイプ 2 および 3)＞ 
第 11 条に規定された多国籍企業集団の情報が報告されるまでの間は、4.11 および 4.12a
の記載は任意（[O]） 
〔識別情報〕 

4.11. 世界企業集団の識別番号 
4.12a. 世界の企業集団名称 
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4.12b. [O] 世界の企業集団本部の登録国、郵便住所、e-メールアドレス、URL 
4.13a. 企業集団本部が居住者の場合、世界の本部識別番号(企業集団本部である法人

の識別番号と同じ)。企業集団本部が非居住者の場合はその登録国。 
4.13b. [O] （非居住企業集団の場合）世界の集団組織の識別番号、名称、所在地 

〔経済的/制度的情報〕 
4.14. [O] 世界の雇用者数 
4.15. [O] 世界の総売高 
4.16. [O] 世界の意思決定センターの所在国 
4.17. [O] 企業と地域単位が所在する国（複数） 
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フィンランド統計局のビジネスレジスターを用いた 

プロファイリング対象の選定の実験 1 
 菅 幹雄（法政大学経済学部） 

 
１．はじめに 

筆者が代表者を務める研究グループ（平成 24～25 年度科学研究費補助金基盤研究(C)、
研究課題名「ビジネスレジスターによる企業動態統計の開発」）ではフィンランド統計局よ

り、2002 年についてのビジネスレジスターのミクロデータの提供を受けた。 
ビジネスレジスターの作成・メンテナンスには、税務記録情報など行政記録情報が使用

されているため、その情報の秘匿は法律で厳しく規定されており、ビジネスレジスターの

ミクロデータを一般に提供している国はほとんどない 2。その中にあってフィンランドはビ

ジネスレジスターのミクロデータを一般に有償で提供している希有な事例である。  
本稿はフィンランド統計局が提供しているビジネスレジスターのミクロデータの構造と

分布を観察した上で、このミクロデータを用いたプロビット・モデルによるプロファイリ

ング対象の選定の実験について報告する。 
 
２．フィンランドのビジネスレジスターのミクロデータの構造と分布 

ビジネスレジスターのミクロデータは企業データ（Data on enterprises）と事業所デー

タ（Data on establishments）の二つのファイルから構成されている。企業データに収録さ

れているのは表 1 の一番左の列、事業所データに収録されているのは表 1 の真ん中の列に

示された項目である。 
 事業者識別番号が企業データと事業所データの両方にあるので、二つのファイルはマッ

チング可能である。このほかに両方のデータにある項目としては、市町村コード、産業分

類、従業者数の規模階級、開設年月日がある。企業データにしかない項目には、従業者数、

売上高の規模階級、法的形態（経営組織）、所有者の区分、雇用主／非雇用主の別、付加価

値税納税者／非納税者の別、輸入／輸出の有無である。一方、事業所データにしかない項

目には、事業所コード、郵便番号、市町村の従業者数、経度・緯度がある。 

 雇用主／非雇用主の別、付加価値税納税者／非納税者の別、輸入／輸出の有無、法的形

態（経営組織）が企業データにしかないのは、企業が法的単位（legal unit）であるから

である。すなわち、雇用者の税金・社会保険等の源泉徴収、付加価値税の納税、ＥＵ域内

取引の輸入に関する付加価値税の仕入税額控除は法的単位で申告されるからである。 

                                                   
1 本稿の内容については、フィンランド統計局のユッカ・パコラ（Jukka Pakola）氏、慶應義

塾大学の宮内環氏、総務省統計局基本構造統計課の永島勝利氏、高部勲氏からコメントをいただ

いた。ここに記して感謝したい。 
2 米国では研究者からビジネスレジスターのミクロデータの提供の要望が強くあり、合成デ

ータ（synthetic data、擬似ミクロデータのこと）による提供を模索している Kinney, 
Reiter[2013]。 
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  売上高の規模階級が企業データにしかないのは、フィンランド統計局のビジネスレジス

ターでは、売上高を付加価値税の情報に基づいて把握しているが、付加価値税は企業単位

で申告されるのであり、事業所単位ではないからである。このように行政記録の単位によ

って、存在する情報の種類が異なる。 

 

表 1 フィンランド統計局のビジネスレジスターのミクロデータに収録された項目 
企業データ 

Data on enterprises 

事業所データ 

Data on establishments 
内容 

Business ID Business ID 事業者識別番号（8 桁） 

  Establishment code 事業所コード（9 桁） 

  Postal code 郵便番号（5 桁） 

Municipality Municipality 市町村コード（3 桁） 

Industry, TOL 2002 Industry, TOL 2002 産業分類（5 桁） 

Personnel   従業者数 

Size category of personnel Size category of personnel 従業者数規模階級 

Size category of turnover   売上高規模階級 

Start of operation Start of operation 開業・開設年月日（企業は年月まで） 

Legal form   法的形態（経営組織） 

Type of owner   所有者の区分 

Employer activity   雇用主／非雇用主の別 

VAT activity   付加価値税納税者／非納税者の別 

Importer/Exporter   輸入／輸出の有無 

  
Number of personnel in the 

municipality 
市町村の従業者数 

  Co-ordinates 経度・緯度 

  

従業者数規模階級は企業と事業所でやや異なっており、事業所では 200 人以上がまとめ

られている（表 2）。なお企業については従業者数の情報があるので、これとは異なる規模

階級を設定することが可能である。 

 

表 2 従業者数規模階級 

企業（単位：人） 事業所（単位：人） 

1 = 0-4 
2 = 5-9 
3 = 10-19 
4 = 20-49 
5 = 50-99 
6 = 100-199 
7 = 200-499 
8 = 500-999 
9 = 1000- 

1 = 0-4 
2 = 5-9 
3 = 10-19 
4 = 20-49 
5 = 50-99 
6 = 100-199 
7 = 200- 
 

 

売上高規模階級情報は事業所データにはなく、企業データだけにある。表 3 は企業デー
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タの売上高規模階級を示している。売上高の一番小さい規模階級 1は 0～999ユーロであり、

１ユーロ約 120 円で換算すると 0～約 12 万円しかない。表 4 の法的形態別売上高規模階級

別企業数を見るとその多くは有限責任会社（Limited company）、自然人（Natural person）、

住宅営団（Housing corporation）である。自然人は我が国の個人企業に相当する。このよ

うに売上高が少ない企業は、おそらく有限責任会社の場合は活動実態がほとんどなく、自

然人（個人企業）の場合は趣味であろう。その次の規模階級 2（1,000～39,999ユーロ）は

約 12～約 480 万円、規模階級 3（40,000～99,999 ユーロ）は約 480～1200 万円である。表

4を見るとその多くは自然人（個人企業）、有限責任会社、合名会社であり、零細な自営業

者を多く含んでいると考えられる。ちなみにフィンランド統計局のビジネスレジスターに

おいて「企業」（Enterprise）と呼ぶ場合は、このように会社企業以外も含んでいる。 

 

            表 3 売上高規模階級 

企業（単位：ユーロ） 

1 = 0 - 999 
2 = 1 000 - 39 999 
3 = 40 000 - 99 999 
4 = 100 000 - 399 999 
5 = 400 000 - 1 999 999 
6 = 2 000 000 - 9 999 999 
7 = 10 000 000 - 39 999 999 
8 = 40 000 000 - 199 999 999 
9 = 200 000 000 - 

 

表 4 法的形態別売上高規模階級別企業数 

 
注）濃い網掛けは１万社以上、薄い網掛けは１千社以上。 

 表 5 は事業所数規模階級別従業者数規模階級別企業数を示している。わが国では統計に

0-999
1,000-

39,999

40,000-

99,999

100,000-

399,999

400,000-

1,999,999

2,000,000-

9,999,999

10,000,000-

39,999,999

40,00,000-

199,999,999

200,000,000

-

11 自然人 1579 43888 30281 13130 1400 476 2 90756
12 遺産 39 71 33 16 8 4 171
13 納税義務がある法人 119 277 151 136 34 3 1 1 722
14 合名会社 78 1602 2275 3150 729 88 4 7926
15 破産財団 9 3 8 7 5 1 33
21 合資会社 181 4649 6643 9298 2905 302 8 1 23987
22 共同所有輸送会社 3 3
31 有限責任会社 3770 14589 17797 31499 21360 6868 1706 610 144 98343
32 相互保険会社 19 19
33 貯蓄銀行 40 40
34 年金財団 35 35
35 住宅営団 1165 1165
41 協同組合 336 428 202 209 87 54 31 24 8 1379
51 財団 40 40
52 任意団体 48 48
53 相互損害賠償保険組合 115 115
54 経済団体 708 65 33 37 15 6 1 1 866
62 国営企業 1 1 1 4 7
63 公共団体、公社、公団 1 1
72 その他の宗教団体 1 1
90 その他の法的形態 138 37 46 134 199 142 53 18 2 769
合計 8422 65609 57469 57616 26742 7948 1806 655 159 226426

法的形態
売上高規模階級（単位：ユーロ）

合計
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おける事業所の要件に「財又はサービスの生産と供給が、人及び設備を有して、継続的に

行われていること」があるので、必ず事業所数≦従業者数の関係が成り立つはずである。

フィンランドでも、一部例外があるようであるが、ほぼ成り立っているようである。相対

的に高い規模階級を見ると、同じ従業者数規模階級でも事業所数がかなりばらついている。

カテゴリーデータである２項目間の関連性の強さを表わすクラメールの連関係数 3が 0.244

と低いことから、従業者数規模が大きい企業が事業所数規模も大きいとは限らないことが

わかる。 

 

表 5 事業所数規模階級別、従業者数規模階級別企業数 

 

 
表 6 は事業所数規模階級別、売上高規模階級別企業数を示している。売上高規模階級が

一番低い階級（0～999 ユーロ）に事業所数が多い企業がある。参考までに売上高規模階級

1（0～999ユーロ）について事業所数規模階級別法的階級別企業数を見ると、事業所数が多

い企業の法的形態は主に有限責任会社である。同階級について事業所数規模階級別産業分

類５桁別企業数を見ると、事業所数が多い５桁産業は「貯蓄銀行による金融仲介業」（65120  

Monetary intermediation by deposit banks）、「非生命保険会社」（66031 Non-life insurance 

companies）である。したがって、売上高が非常に小さいにもかかわらず、事業所数が多い

企業は金融・保険業であること、この産業の売上高にはアウトプットの一部しか計上され

ていないと推察される。 

表 6 に戻ると、売上高規模階級 2（1,000～39,999 ユーロ）から 5（400,000～1,999,999

                                                   

3 クラメールの連関係数は
( )

2

min[ , ] 1n k l
χ

−
で計算した。 2χ はカイ自乗値。n はデータの

個数、 ,k l はクロス集計表の列数と行数である。 

0-4 5-9 10-19 20-49 50-99 100-199 200-499 500-999 1000-
0 29 6 3 2 1 41
1-9 193835 16448 8397 4800 1390 616 334 89 33 225942
10-29 3 28 52 56 70 19 13 241
30-39 1 2 4 14 36 12 12 81
40-49 2 4 14 6 12 38
50-59 1 6 8 3 18
60-69 1 3 3 4 11
70-79 3 3 8 2 16
80-89 1 1 2 4
90-99 1 3 4
100-199 1 2 2 5
200-299 8 8 16
300-399 1 1 2
400-499 3 3
500-599 1 1
600-699 1 1
700-799 0 0
800-899 2 2
合計 193864 16454 8404 4832 1451 695 467 158 101 226426

事
業
所
数
規
模
階
級

従業者数規模階級
合計
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ユーロ）までは傘下事業所数はほとんどの企業で 9 カ所以下である。それより高い規模階

級を見ると、同じ売上高規模階級でも事業所数はかなりばらついている。クラメールの連

関係数は表 5 よりさらに低く 0.182 である。このことから売上高規模と事業所数規模の関

係性は弱いことがわかる。 

 
表 6 事業所数規模階級別、売上高規模階級別企業数 

 
 
３．規模別開設率 

ビジネスレジスターの精度向上にはプロファイリングが欠かせない。プロファイリング

とは行政記録情報等から入手した開業・開設、廃業・閉鎖、規模拡大・縮小などの企業組

織構造の変化に関する情報を確認することである。その確認方法は、米国センサス局のよ

うに紙媒体の調査票によるものや、カナダ統計局のように電話やインターネットによるも

のや、英国統計局のように両方を実施するなどさまざまである。共通しているのは、全部

の事業者について毎年確認することは不可能であるので、対象を絞って行っていることで

ある。そして現在の我が国で問題になっているのは、その対象をいかに絞るかである。 
そこでフィンランド統計局のミクロデータを用いて、対象企業を選定する方法を検討す

るための実験を行う。フィンランド統計局のミクロデータには事業所の開設年月の情報が

あるので、開設事業所を特定することはできる。ただし、閉鎖した事業所のデータはない。

そこで企業組織構造の変化の有無ではなく、開設事業所の有無について分析する。このと

き開設事業所とは過去２年以内（2000 年１月以降）に開設した事業所とする。 
 まず規模別開設率を観察する。ここでは開設率とは、開設事業所が有った企業の割合と

定義する。表 7 は事業所数規模階級別、従業者数規模階級別開設率である。事業所数規模

階級で見ると規模が大きい方が開設率も高い傾向が観察される。従業者数規模階級別に見

ると、一番小さい階級（0～4 人）を除けば、同様に規模が大きい方が開設率も高い傾向が

0-999
1,000-

39,999

40,000-

99,999

100,000-

399,999

400,000-

1,999,999

2,000,000-

9,999,999

10,000,000-

39,999,999

40,00,000-

199,999,999
200,000,000-

0 2 13 6 7 5 8 41
1-9 8377 65596 57463 57609 26732 7878 1712 503 72 225942
10-29 19 5 53 59 76 29 241
30-39 15 6 14 33 13 81
40-49 1 1 10 15 11 38
50-59 1 3 10 4 18
60-69 1 1 4 5 11
70-79 2 5 4 5 16
80-89 1 2 1 4
90-99 4 4
100-199 1 1 3 5
200-299 2 1 7 6 16
300-399 1 1 2
400-499 1 1 1 3
500-599 1 1
600-699 1 1
700-799 0 0
800-899 2 2
合計 8422 65609 57469 57616 26742 7948 1806 655 159 226426

売上高規模階級
合計

事
業
所
数
規
模
階
級
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観察される観察される。表 8 は事業所数規模階級別、売上高規模階級別開設率である。売

上高規模階級別に見ると、下から５番目の階級（400,000～1,999,999 ユーロ）以降は、規

模が大きい方が開設率も高い傾向が観察されるが、それより下の階級ではむしろ逆に傾向

が観察される。 

 
表 7 事業所数規模階級別、従業者数規模階級別開設率 

 

 
表 8 事業所数規模階級別、売上高規模階級別開設率 

 

 
 

0-4 5-9 10-19 20-49 50-99 100-199 200-499 500-999 1000-
0 0% 0% 0% 0% 0% 0%
1-9 18% 11% 12% 16% 20% 26% 28% 27% 27% 17%
10-29 67% 75% 79% 57% 66% 63% 46% 66%
30-39 100% 100% 100% 79% 78% 83% 75% 80%
40-49 50% 100% 86% 100% 75% 84%
50-59 100% 83% 100% 67% 89%
60-69 100% 100% 100% 75% 91%
70-79 100% 100% 88% 50% 88%
80-89 100% 100% 100% 100%
90-99 100% 100% 100%
100-199 100% 100% 100% 100%
200-299 100% 88% 94%
300-399 100% 100% 100%
400-499 100% 100%
500-599 100% 100%
600-699 100% 100%
700-799
800-899 100% 100%
合計 18% 11% 12% 16% 23% 31% 41% 53% 59% 17%

事
業
所
数
規
模
階
級

従業者数規模階級
合計

0-999
1,000-

39,999

40,000-

99,999

100,000-

399,999

400,000-

1,999,999

2,000,000-

9,999,999

10,000,000-

39,999,999

40,00,000-

199,999,999
200,000,000-

0 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0%
1-9 21% 24% 17% 13% 11% 14% 21% 26% 26% 17%
10-29 53% 60% 85% 68% 63% 48% 66%
30-39 73% 100% 93% 76% 77% 80%
40-49 100% 100% 80% 87% 82% 84%
50-59 100% 100% 80% 100% 89%
60-69 100% 100% 100% 80% 91%
70-79 100% 80% 100% 80% 88%
80-89 100% 100% 100% 100%
90-99 100% 100%
100-199 100% 100% 100% 100%
200-299 100% 100% 100% 83% 94%
300-399 100% 100% 100%
400-499 100% 100% 100% 100%
500-599 100% 100%
600-699 100% 100%
700-799
800-899 100% 100%
合計 21% 24% 17% 13% 11% 15% 24% 37% 52% 17%

事
業
所
数
規
模
階
級

売上高規模階級
合計
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４．プロビット・モデルによるプロファイリング対象の選定 

 規模別開設率の観察からは、事業所数規模階級と開設率との関係性は明確であった。そ

こで、開設事業所の有無を被説明変数とし、事業所数規模階級と従業者規模階級を説明変

数とする。また、従業者数規模階級については、一番下の階級（0～4 人）を除けば、開設

率との関係性は明確であった。このように従業者数規模が非常に小さい企業のプロファイ

リングは費用の面で割り合わないので、行政記録から得られた企業組織構造の変化に関す

る情報をそのままビジネスレジスターに反映することが国際的になされている。そこで、

従業者数規模階級が一番下の階級は分析の対象外とする。 
また、欧米諸国で行われている実際のプロファイリングでは、従業者数あるいは売上高

の規模の大きい企業を、毎年、プロファイリングするのが一般的である。そこで従業者数

規模あるいは売上高規模において一番上の階級に区分される企業は、優先的にプロファイ

リングの対象となると想定する。ちなみにこれに該当する企業は 191 社である。 
以上より、開設事業所の有無を被説明変数とし、事業所数規模階級と従業者規模階級を

説明変数とし、従業者数規模階級の一番下の階級と一番上の階級を除き（10 人以上 999 人

以下）かつ売上高規模階級の一番上の階級を除いた（1,999,999ユーロ以下）の企業を分析

対象とする。事業所数規模階級を説明変数とするのは、事業所数が多い企業は、開設に関

するノウハウがあるので、開設しやすいと考えるからである。従業者数規模階級を説明変

数とするのは、従業者数が多い企業は、開設に必要となる人員に余裕があると考えるから

である。 
開設事業所の変化の有無は二項選択であるので、プロビット・モデルを適用する。なお

プロビット・モデルの適用については Colin & Triverdi[1998]を参照した。モデルは次の通

りである。 

*
1 2 2 3 3

*

*

1 0
0 0

i i i i

i
i

i

Y X X

Y
Y

Y

β β β ε= + + +

 >
= 

≤

 

ここで iY は開設事業所の変化の有無、 2iX は従業者数規模階級、 3iX は事業所数規模階級、

iε は誤差項である。このモデルに誤差項の分布として標準正規分布を仮定したのがプロビ

ット・モデルである。表７はプロビット・モデルの推定結果である。サンプルの大きさが

32,374 社と大きいため、z 統計量の p 値はすべて 0.000％である。マクファーデンの決定係

数（McFadden R-squared）が 0.035677とかなり低い。従業者数規模階級（PERSONNEL）、

事業所数規模階級（ESTAB）の係数のいずれも正値であり、これは従業者数が多い、ある

いは事業所数が多い企業の開設率が高いことを示しており、妥当である。 
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モデルの当てはまり（表 8）を見ると、正しく判定した割合は高い（0.6％＋86.3％＝86.9%）。

開設事業所が有ると判定した企業 253 社のうち、74.7％（189 社）は実際に開設事業所が

有ったことになり、これに従ってプロファイリングした場合の効率は良い。だが、実際に

は開設事業所が有った企業 4,378 社のうち 4.3％（189 社）しか、「開設事業所有り」と判

定されておらず、大半の企業が漏れてしまう。 

 
表 7 プロビット・モデルの推定結果（モデル１） 

 
 

表 8 プロビット・モデルの当てはまり（モデル１） 

 

 
  
  

Dependent Variable: NEW_ESTAB
Method: ML - Binary Probit (Quadratic hill climbing)
Date: 06/02/14   Time: 15:36
Sample: 1 32374
Included observations: 32374
Convergence achieved after 5 iterations
Covariance matrix computed using second derivatives

Variable Coefficient Std. Error z-Statistic Prob.  

C -3.104278 0.107489 -28.88002 0.0000
ESTAB 0.798036 0.054970 14.51773 0.0000

PERSONNEL 0.129989 0.007461 17.42184 0.0000

McFadden R-squared 0.035677     Mean dependent var 0.135232
S.D. dependent var 0.341976     S.E. of regression 0.334677
Akaike info criterion 0.764339     Sum squared resid 3625.823
Schwarz criterion 0.765116     Log likelihood -12369.36
Hannan-Quinn criter. 0.764588     Deviance 24738.72
Restr. deviance 25653.99     Restr. log likelihood -12826.99
LR statistic 915.2645     Avg. log likelihood -0.382077
Prob(LR statistic) 0.000000

Obs with Dep=0 27996      Total obs 32374
Obs with Dep=1 4378

有り 無し 計 有り 無し 計

有り 189 4189 4378 有り 4.3% 95.7% 100.0%

無し 64 27932 27996 無し 0.2% 99.8% 100.0%

計 253 32121 32374 計 0.8% 99.2% 100.0%

有り 無し 計 有り 無し 計

有り 74.7% 13.0% 13.5% 有り 0.6% 12.9% 13.5%

無し 25.3% 87.0% 86.5% 無し 0.2% 86.3% 86.5%

計 100.0% 100.0% 100.0% 計 0.8% 99.2% 100.0%

判定

実際

判定

実際

判定

実際

判定

実際

タテ構成比

ヨコ構成比

総計に対する

構成比
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最初のモデルでは、実際のプロファイリングに適用するには不十分であるので、追加す

べき説明変数を検討する。企業の開業年と、傘下の事業所の開設率を見ると、2000 年以降

に開業した企業の開設率が 70％と他の年次と比較して非常に高い（表 9）。1999 年以前に

開業した企業について見ると、新しい企業の開設率が高いとは必ずしも言えない。したが

って、2000 年以降に開業した企業に着目して説明変数を追加することが考えられる。 
 

表 9 企業の開業年と傘下の事業所の開設率 

 
 

以上を踏まえて 2000 年以降に開業した企業を 1、1999 年以前に開業した企業を 0 とす

るダミー変数を説明変数として追加してモデルを修正した。 

*
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*
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i
i

i

Y X X D

Y
Y

Y

β β β β ε= + + + +

 >
= 

≤

 

ただし、 iD はダミー変数である。このモデルの推定結果（表 10）を見ると、上のモデルと

同様にサンプルの大きさが 32,374 社と大きいため、z 統計量の p 値はすべて 0.000％であ

る。マクファーデンの決定係数は 0.269020 とかなり改善している。従業者数規模階級

（PERSONNEL）、事業所数規模階級（ESTAB）、ダミー変数（START_2000S）の係数の

どれも正値であるが、これは従業者数が多い、あるいは事業所数が多い、あるいは最近開

業した企業の開設率が高いことを示している。 
モデルの当てはまり（表 11）を見ると、正しく判定した割合は高い（6.6％＋83.8％＝

90.4%）。開設事業所が有ると判定した企業 3,005 社のうち、70.9％（2,130 社）は実際に開

設事業所が有ったことになり、これに従ってプロファイリングした場合の効率は良い。ま

た、実際には開設事業所が有った企業 4,378 社のうち 48.7％（2,130 社）が、「開設事業所

有り」と判定されており、約半分がカバーされている。 
 

開業年 分析対象企業数 内開設事業所が

有った企業数

開設率

1900-1909 12 3 25%

1910-1919 33 6 18%

1920-1929 35 1 3%

1930-1939 33 5 15%

1940-1949 118 23 19%

1950-1959 215 26 12%

1960-1969 760 64 8%

1970-1979 3870 224 6%

1980-1989 9420 625 7%

1990-1999 15041 1405 9%

2000- 2837 1996 70%

計 32374 4378 14%
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表 10 プロビット・モデルの推定結果（モデル２） 

 
 

表 11 プロビット・モデルの当てはまり（モデル２） 

 
 
 プロビット・モデルでは、開設確率を 

( ) ( )*
1 2 2 3 3 4i i iP F Y F X X Dβ β β β= = + + +  

と推定することができる。F は正規分布の累積分布関数である。表 12 はプロビット・モデ

ルによって推定した開設確率である。開設確率が高い企業から順番にプロファイリングす

ることにより、少ない費用で企業組織構造の変化を把握できると考えられる。 
 

  

Dependent Variable: NEW_ESTAB
Method: ML - Binary Probit (Quadratic hill climbing)
Date: 06/02/14   Time: 22:31
Sample: 1 32374
Included observations: 32374
Convergence achieved after 5 iterations
Covariance matrix computed using second derivatives

Variable Coefficient Std. Error z-Statistic Prob.  

C -3.657472 0.110877 -32.98684 0.0000
ESTAB 0.820630 0.056479 14.52975 0.0000

PERSONNEL 0.189582 0.008119 23.35142 0.0000
START_2000S 2.017117 0.027350 73.75304 0.0000

McFadden R-squared 0.269020     Mean dependent var 0.135232
S.D. dependent var 0.341976     S.E. of regression 0.285233
Akaike info criterion 0.579494     Sum squared resid 2633.545
Schwarz criterion 0.580530     Log likelihood -9376.272
Hannan-Quinn criter. 0.579825     Deviance 18752.54
Restr. deviance 25653.99     Restr. log likelihood -12826.99
LR statistic 6901.444     Avg. log likelihood -0.289624
Prob(LR statistic) 0.000000

Obs with Dep=0 27996      Total obs 32374
Obs with Dep=1 4378

有り 無し 計 有り 無し 計

有り 2130 2248 4378 有り 48.7% 51.3% 100.0%

無し 875 27121 27996 無し 3.1% 96.9% 100.0%

計 3005 29369 32374 計 9.3% 90.7% 100.0%

有り 無し 計 有り 無し 計

有り 70.9% 7.7% 13.5% 有り 6.6% 6.9% 13.5%

無し 29.1% 92.3% 86.5% 無し 2.7% 83.8% 86.5%

計 100.0% 100.0% 100.0% 計 9.3% 90.7% 100.0%

タテ構成比
判定 総計に対する

構成比

判定

実際 実際

判定
ヨコ構成比

判定

実際 実際
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表 12 プロビット・モデルによる開設確率 

 
 
５．おわりに 

 ビジネスレジスターのミクロデータを用いた分析を応用することにより、企業組織構造

に変化があった企業を効率的に見つけることができる可能性がある。実施のプロファイリ

ングでは、新聞記事等の情報も活用できるわけであり、もっと正確に組織構造に変化があ

った企業を見つけることができるであろう。 
 
参考文献 
Cameron, A. Colin, Pravin K. Triverdi[1998] Regression Analysis of Count Data, 

Econometric Society Monograph No.30, Cambridge University Press  
Kinney, Satkartar K., Jerome P. Reiter[2013] SynLBD: Providing firm characteristics on 

synthetic establishment data, Proceedings of the 59th World Statistics Congress of 
the International Statistical Institute, 2013 

企業の開業年が1999年以前の場合

5-9 10-19 20-49 50-99 100-199 200-499 500-999

0 1% 1% 2% 3% 4% 7% 9%

1-9 5% 7% 10% 14% 19% 25% 31%

10-29 21% 27% 33% 40% 48% 55% 63%

30-39 50% 58% 65% 72% 78% 83% 87%

40-49 80% 84% 89% 92% 94% 96% 98%

50-59 95% 97% 98% 99% 99% 100% 100%

60-69 99% 100% 100% 100% 100% 100% 100%

70-79 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100%

80-89 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100%

90-99 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100%

100-199 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100%

200-299 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100%

企業の開業年が2000年以降の場合

5-9 10-19 20-49 50-99 100-199 200-499 500-999

0 33% 40% 48% 55% 62% 69% 76%

1-9 65% 72% 78% 83% 87% 91% 94%

10-29 89% 92% 94% 96% 97% 98% 99%

30-39 98% 99% 99% 100% 100% 100% 100%

40-49 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100%

50-59 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100%

60-69 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100%

70-79 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100%

80-89 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100%

90-99 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100%

100-199 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100%

200-299 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100%

従業者数規模階級

事

業

所

数

規

模

階

級

事
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フィンランド2002年ビジネスレジスターの補完実験＊

宮内環（慶應義塾大学経済学部）↑

概要

本稿では、1990年代後半よりマイクロデータにおける欠損値のﾈlli完に広く適用さ

れるようになったＮＩＭ(Nearest-neighborlmputationMethod）によるﾈlli完の精度の
評価を、フィンランド同家統計局の2002年ビジネスレジスターを用いて行い、その結
果について報告する。

当該ビジネスレジスターの特徴として次の二点が挙げられる。第一点目は、ビジネ
スレジスターを構成する事業所ファイルの事業所レコードには、各事業所の緯度。経
度の情報が含まれており、任意の二つの事業所llKIの地理的距離が計算可能である、と
いう点。第二点|｣は、このビジネスレジスターは事業所ファイル、企業ファイルの二
種類により構成され、事業所レコードと企業レコードには各々識別番号が付与されて
おり、事業所レコードと当該事業所が属する企業の企業レコードとを接続することが
可能である、という点である。第一点'三1の事業所の緯度｡経度情報は、事業所レコード
のある一定の調査項Elについて生じる欠損値をﾈlli完するにあたり、ＮＩＭを過川するた
めに不可欠である。さらに二点目により、禰業所レコードのある一定の調査項目につ
いて生じる欠損値をＮＩＭによりﾈili完する場合、当該事業所と同一の属性を持ち、当該
の調査項目に欠損を生じていないドナーの候ﾈliとしての事業所の範囲を特定するにあ
たり、事業所レコードに含まれる産業分類の情報だけを１１]いる場合、さらに欠損値が
生じている当該事業所が属する企業の売上高階層の'１，[i報を併せて用いる場合、といっ
た、情報量の差による補完の精度の比較が可能となる。

本稿では、フィンランド国家統計局のこうした特長を活かし、シミュレーションの
手法により塩業所の従業者数に擬似的に欠損値を生じさせ、これをＮＩＭにより補完を
試み、その補完により得た値と、欠扱を生じさせる前の値との比較により、補完の精
度を評価した。

本稿における最も重要な結論は、つぎの二点である。第一点目は、ドナーの事業所
の範囲を特定するにあたり、欠損値が生じたE|:「業所に関する情報だけでなく、当該事業
所が属する企業に関する情報も併せて用いると、ネlli完の精度がより向上することが示
される、という点。第二点'二|は、事業所の従業者数の欠損値を補完するにあたり、当該
E|矛業所の従業者階層に関する情報を併川すると、ネili完の精度が飛躍的に向上する、と
いう点である。

キーワード:ビジネスレジスター､欠損値､補完､ＮＩＭ(Nearest-nGighborlmputationMcthod)、
シミュレーション
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１はじめに

統計調査においては、たとえそれがセンサス調査であっても、ある一定の調査項目につい

て欠損値が生じやすい、という傾向はしばしば経験されるところである。ある調査項目に

欠損値が生じた場合、これを集計する前の個祭の段階でﾈlli完を試みる方法が近年において

縣んに議論され、その方法の有力なものとしてNearest-neighborlmputationMethod(以

下ではＮＩＭとよぶ)が近年注目されている。
本稿では、このＮＩＭにおける補完の精度、およびその補完における追加的な情報が補完

の精度にいかなる効果を及ぼすか、の二点について客観的に評価するために、フィンラン

ド国家統計局の2002年ビジネスレジスターのデータセットを用いて、シミュレーションの

手法による補完に関する数値的な実験を行うことにした。本稿における実験では、主に次

の二点について確認を行った。まず、欠損確率が一様である場合と個体の属性により変わ

る場合の各々において、ネili完の精度はどのように変化するか数値的に調べた。つぎに、ネＩ１ｉ

完に際して追加的に利用可能な情報が、補完の精度にいかなる与える影響を与えるかを数

値的に調べた。

ＮＩＭによる補完の精度を確認するにあたり、本稿の実験で用いるフィンランドの２００２

年ビジネスレジスターのデータセットの特徴として次の二点を指摘しておくべきであろう。

第一点目として、大別して次に述べる二種類のファイルより構成されていることである。

その一つ'三|は、フィンランド国内の事業所ファイル、二つ'二|はフィンランド国内の企業ファ

イルである。前者の事業所データセットに含まれる各事業所レコードには、後者の企業デー

タセットの各企業レコードと接続可能な識別番号が付与されており、これによって各事業

所レコードを当該事業所が属する企業の企業レコードと接続することが可能となっている。

第二点ロとして、前者の事業所ファイルの事業所レコードには、事業所の従業者数や操

業開始年月などの属性の他に、当該事業所の緯度。経度の情報が含まれているので、任意

の二つの事業所間の地理的な距離を知ることができる。ＮＩＭによるﾈlIi完にはこの地理的な

位置情報が欠かせない。

本稿における実験においては、シミュレーションの手法により事業所レコードに含まれ

る従業者数の数値項目に擬似的に欠損値を生じさせ、ＮＩＭにより補完した結果と、当該数

値項目に欠損値を生じさせる前の値との比較により、ネili完の精度に関して客観的な評価が

可能となる。本稿の実験のデザインは主に次の二点である。

第一点目は、擬似的な欠損を与える確率を、事業所の属性とはかかわりなく一様とする

場合、事業所の属性により変化する場合、の二通りを設定したことである。本稿の実験で

は、こうした欠損確率の分布の違いにより補完の精度がどのような影響を受けるのかを評

価した。

第二点目は、欠損値が生じた事業所において観察される属性(欠損値が生じている数値

項目以外の属性)と類似の属性を持つ別の事業所を探すにあたり、観察される属性を、事業
所レコードから得られる情報に限定した場合、事業所レコードだけでなく当該事業所が属

する企業の企業レコードから得られる情報も併せて用いる場合、の二通りを設定したこと

である。すなわち、実験を行うにあたり、事業所レコードと当該事業所が属する企業の企

業レコードを接続データセット、言わば事業所と企業の「名寄せ済みファイル」を後者の

場合のために、事業所ファイルとは別に準備した。本稿における実験では、欠損値をＮＩＭ

により補完する試みにおいて、ある調査項日に欠損値が生じている事業所と同一の産業分

類に属し、当該項目に欠損値が生じていない他の事業所をドナーの候補として特定してい
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る。このとき、欠損値が生じている事業所についてその産業分類以外の属性として、当該

事業所が属している企業の売上高階層がわかれば、この情報を用いてドナーの候補をさら

に限定することができよう。本稿における実験のデザインの第二点目は、事業所レコード

より得られる産業分類の情報のみによりドナーの候ﾈI1iを特定した場合、「名寄せ済みファイ

ル」により産業分類の他に、当該事業所が屑する企業の苑上高階層の情報も併せてドナー

の候#11iを特定した場合、の各々においてﾈIli充を行い、これら両者の場合の補完の精度を比

較することを行った。

本稿の構成は次のとおりである。第２節では、先行研究の概略を述べ、第３節では、本

稿の実験で用いたフィンランド|玉|家統計局のビジネスレジスターのデータの概略について

述べる。第４節では、本稿の実験方法について述べ、第５節では、実験の結果についてそ

の概略を述べる。第６節では結語を述べる。

２先行研究

欠損値の補完は、かねてより統計調査の課題であった。当初は集計表における欠損セル

をﾈili完する方法が主であったが、1970年代ころからマイクロデータが統計の活用において

主流となり始めたとともに、マイクロデータの各レコードに含まれる欠損値の補完が主要

な問題として議論されるようになった。InellcgiandHolt(1976)がマイクロデータの調査

項目の観測値について、整合性の検討(Editing)と異常値や欠損値をﾈili完(Imputing)をコ

ンピュータを用いて行う方法を提示し、以後“Fellegi-HoltMethod'，として知られている。

さらに同時期にRubin（1976）も欠損値についての推測の議論を行っている。Littleand

Rubin(1987;2002)も含め、これらは主に統計的方法を背景としている。その後、Winkler

andChen(2001)では、“Fellegi-HoltMethod'，の展開が示されている。その他に、Rubin

(1987;1996)は単一の欠損値だけでなく、複数の欠損値のセットを|可時にﾈili完する方法につ
いて提示している。すなわち欠損値の個々についてその周辺分布に基づいて補完をするの

ではなく、複数の欠損値のセットのＴｌﾃ後にあるlT1時分布を想定して補完を行うという考え

方である。

一方､Bankier,etaL（1997)の提案によるＮＩＭ(Ncarest-neighborlmputationMethod）

をカナダの国勢調査へ適用し、その後StatisticsCanada(1999;2002)ではその展開を行い、

以後マイクロデータにおけるﾈili完にこのＮＩＭが週Ⅱ]される事例が増えている。Andridge

andLittle(2010)は、以上の補完に関する歴史的展開を踏まえ、補完の方法論に関する包
括的な議論を行っている。

わが国では森。菅(2012)が事業所企業統計をビジネスレジスターと位置づけ、その個票
データを用いて補定の精度をシミュレーションにより検証している。そのシミュレーション

手法の概略をおおよそ次の通りである。まず事業所企業統計調査の本調査である平成18(西

暦2006)年のデータセットにおいて、従業行数の変数についてランダムに擬似的欠損値を

作り出す。つぎに当該欠損値が生じた事業所が(1)既存事業所であるか、あるいは(2)新規
事業所であるかにより、次の二通りの異なるﾈlli定方法を採用している。第１に当該欠損値

が生じた事業所が既存事業所である場合には、過去に行われた平成16(西暦2004)年ある

いは平成13(西暦2001)年調査における同一事業所の観測値をIIjいて補完する。第２に当該
欠損値が生じた事業所が新規事業所である場合には、同じ平成１８年の新規事業所のうち、

欠損値を生じていない事業所における従業者数の地域別。産業別平均値により補完してい

る。以上の方法により補完された従業者数と、実際(擬似的に欠損値とされる前)の従業者
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数の誤差(および誤差率)の分ｲijにより、補完の精度を確認している。なお、欠損確率は、
地域区分。産業区分にかかわりなく一様の場合、都道府県や市町村といった地域区分およ

び産業区分によって変わる場合を試みている。シミュレーションの結果として、筆者は次

の二点を挙げている。第一に、既存事業所の欠損値を過去のデータにより補完する方法は

時系列的なトレンドが急な変化でなければ良好な結果を与えるであろう。第二に、新規事

業所の欠損値を欠損値を生じていない事業所の観測ＩｌｌＬ[でﾈIli完する方法は、事業所の特性に

関する情報(たとえば地域区分、産業区分、資本金などの規模区分)の情報を活)二Ⅱできれば
良好な結果を与えるであろう、としている。

わが国では他に、高橋。伊藤(2013)はjjiIii上高のﾈili完についての検討を行っている。

３フィンランド国家統計局のビジネスレジスター

我々はフィンランド|玉|家統計局から2002年のビジネスレジスター(以下では“FBR2002'，

とよぶ)を有償で譲り受け、これを使う許可を得た。ここでは、FBR2002の概略と本稿で
述べるＮＩＭ(Nearest-neighborlmputationMethod)による補完の実験のために準備され
たデータセットの概略を述べる。

3.1事業所ファイルと企業ファイル

FBR2002は、事柴所ファイルと企業ファイルの二つのファイルより構成されている。前

者の事業所レコードと後者の企業レコードにはユニークな企業ＩＤが付-与され、この企業

ＩＤによってある企業を構成する事業所のレコードを名寄せすることが可能となっている。

表１と表２には各々、事業所レコード、企業レコードに含まれる変数を掲載した。

表LFBR2002の事業所ファイルの事業所(レコード)数と変数

事業所数 2５５１２７

変数

企業ＩＤ

事業所コード

郵便番号

行政区番号

産業分類記号

事業所の従業者数階牌

操業開始年月日

事業所の従業者数

事業所の付置１本標

桁数lllii者
１１１FBR2002の企業レコードとのリンケージに利用可能

１
９
５
３
５
１
８
６
４

１
１

0-4,5-9,10-19,20-49,50-99,100-199,200-の７階層
西暦４桁、Ｈ２桁、日２桁

補完の実験ではこの変数を擬似的に欠損値とした。

前７桁が緯度、後７桁が経度

なお、以上の事業所レコードおよび企業レコードの「従業行数」には欠損値のコードは

見当たらない1゜従って、第４節で述べるﾈili完の実験において、擬似的に「従業者数」に

欠損値が生じたとしてこれを補完した場合、その補完の精度を、欠損を生じさせた当該し

’数値の零(ゼロ）は頻出するが、筆者はこれを「従業者数」の欠損価とはみなしておらず、当該変数の観測
値としてｏの値が得られたと解釈している。これに対し、「LIﾆﾄﾞ業所の位置座標」には座標の値が代入されてい

ないレコードが多数あり、この場合は明らかに欠損値であると判断できる。この点を考慮すると、「従業者数」

に現れるｏの値は欠損値ではなく、ｏという観測値が得られたと理解することが妥当であろう。
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表２:FBR2002の企業ファイルの企業(レコード)数と変数

企業数 220426

桁数 備砦

FBR2002の事業所レコードとのリンケージに利用可

能

変数

企業IＤ 11

行政区番号

産業分類記号

企業の従業者数

企業の従業者数階層

３
５
６
１

０－４，５－９１１０－１９，２０-40,50-99,100-199,200-499ァ500-

999,1000-の９階脾１
９階に１

両暦４桁、ノ１２桁、日２桁

コードの詳細は不明

私有国内,l主|有,地方自治体,オーランド自治州,外国
人,その他,の６区分
コードの詳細は不明

コードの詳細は不明

輸入。輸出の有無の別

売上高階層

事業開始年月日

法律上の組織形態区分

所有形態区分

８
２
１

雇用する者の活動状況区分

付加価値税の状況区分

輸入。輸出の状況区分

１
１
１

コードの「従業者数」の値と、ネili完によって得た値との乖離によって評価することが可能

である。

本稿の第４節で述べる補完の実験では、上述の才「業所ファイルのみを用いた実験の他に、

FBR2002の事業所レコードを、FBR2002の企業ファイルの企業レコードに名寄せをした

レコード(以下では「名寄せ済みレコード」とよび、この名寄せ済みレコードから構成され

るファイルを「名寄せ済みファイル」とよぶ)も用いた実験を行なっている。次項ではこの
名寄せ済みレコード作成と名寄せ結果の概略について述べる。

3.2事業所レコードの企業レコードへの名寄せ

「名寄せ済みレコード」の作製には、表ｌに示した事業所レコードの企業ＩＤと、表２に

示した企業レコードの企業ＩＤとを比較し、両者が完全に一致した場合に、事業所レコード

の企業レコードへの名寄せを行なった。名寄せの結果は非常に良好で、その状況を表３お

よび表４に掲示した。

表３:FBR2002の事業所レコードの企業レコードへの名寄せ状況

事業所レコード数

７６０

254,367

255127

場合

企業レコードに名寄せ（接続）できなかった事業所レコード数

企業レコードに名寄せ（接続）できた事業所レコード数

合計
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表４:FBR2002の企業レコードの事業所レコードへの名寄せ状況

企業

レコード数

４１

２１９，００６
4.445

1244

５０３

２７６

２０８

１２４

６２

７４

５２

３７

４０

２１

１４

２２

１４

１６

１６

９

１４

１２５

３８

２５

226,426

－つの企業レコードに名寄せ

(接続)できた事業所レコード数
０

１

２

３

４

５

６

７

８

９

１０

１１

１２

１３

１４

１５

１６

１７

１８

１９

２０

２１－５０

51-100

１０１－

合計

補完の実験の概略４

本稿で述べる補完の実験は、ある事業所レコードの従業者数について擬似的に欠損値が

発生したとして、その欠損値をＮＩＭにより補完し、このﾈ11i亮によって得られた従業者数

の値、および当該レコードに記録された従業者数を真の値とし、両者を比1陵して補完の精

度を評価している。なお、欠損値の発生確率は、事業所の属性にかかわりなく一様に与え

た場合、事業所の産業大分類および従業者階層別に異なる値を与えた場合を設定している。

前者の場合は、一様に１５％,３０％,４５％の３ケースとし、これらを各々「ケース１｣、「ケー

ス2｣、「ケース3」とよぶ。さらに後者の場合は、事業所の産業大分類および従業者数規模

別の欠損確率を表５に示し、これを「ケース４」とよぶ。なお、産業大分類は大文字のアル

ファベット~文字で表され、その意味を表６に示した。

4.1事業所ファイル、および名寄せ済みファイルによる２種類の補完の実験

本稿で述べる補完の実験は、用いたファイルによって２種類の実験に大別することがで

きる。第１番目は、事業所ファイルをⅢいる実験であり、第２番｢|は名寄せ済みファイル

を用いる実験である。ネlli完のためのＮＩＭを用いる場合、欠損価が生じた事業所と類似の

属性を持つ(欠損値が生じていない)事業所を「ドナー」として探す必要があるが、このと
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産業大分類別。事業所従業員規模別に設定した欠損確率：産業。規模により異なる

●
⑪

】‐【．”）〈ロ
表
場

事業所従業員規模

１０～1９２０～4９５０～9９100～1９９

０．２５０．１５０．１５００５

０．２５０．１５０．１５０．０５

０．２５０．１５０．１５０．０５

０．１５０．１００．１０００５

０．１５０．１００．１００．０５

０．２００．１００．１００．０５

０．２００．１００－１００．０５

０．２００．１００」００．０５

０．２００．１００１００．０５

０－１５０１００－１００．０５

０．２００．１００．１００．０５

０．１５０．１００．１０００５

０．２００．１００１００．０５

０．２５０．１５０．１５００５

０．２５０．１５０．１５００５

０１５０１００．１００．０５

の事業所は件数ゼロなので表示を省略。

産業

分類Ｏ～４５～９

Ａ０．３００．２５

Ｂ０．３０O２５

ＣＯ３００２５

，０．１５０．１５

Ｅ0．１５０．１５

Ｆ０．３０O２５

ＧＯ３００－２５

Ｈ０．３００．２５

１０．３００．２５

Ｊ０－１５０１５

Ｋ０．３００２５

Ｌ０．１５０．１５

Ｍ０．３００．２５

Ｎ０．３００．２５

００．３００．２５

Ｘ０．１５０．１５

注)産業分類''P'',"Ｑ'，

200～

０．０５

０．０５

０．０５

０．０５

００５

０．０５

０．０５

０．０５

００５

０．０５

０．０５

０．０５

０．０５

０．０５

０．０５

００５

表６：産業大分類コードと大分類産業部門名

類對
Ａ
Ｂ
Ｏ
Ｄ
Ｅ
Ｆ
Ｇ

産

大分類の産業部｢１１１名

，'Agricultllro，huntingandforestry，，

Fishing

Miningandquarrying

Manufacturing

j，Electricity，gasandwatersupply，，
Constrllction

))Wholesaleandrctailtradeラ１.epairofmotorvehicles，nlotorcy-

clesandpersollalandllouseholdgoods'，
IIotelsandrestaurants

，'TTansport，storageandcommunication'，
FiTnT1cialiniJermediation

jjRealestate）rentingandbusinossactivities，，

Publicadministrationanddefbnceicompulsorysocialsecurity
Educajtion

Healthandsocialwork

，'Othercommunity,socialandpersonaJserviceactivities，，

PrivatehouseholdsemployingdomesticstafTandundiHbrenti-

atGdproductiollactivitiesofllouseholdsliol･ownusG

Extra戸territorialorganizationsandbodies
lnd11strvun1mown

Ｈ
Ｉ
Ｊ
Ｋ
Ｌ
Ｍ
Ｎ
Ｏ
Ｐ

Ｏ
）
Ｘ
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き事業所の属性に関する情報量が、第１番||の事業所ファイルを11jいる実験(この実験を
以後は「実験1」とよぶ)と、第２番|｣の名寄せ済みファイルを用いる実験(これを以後は
｢実験2」とよぶ)では異なり、一般に実験２のほうが前者に比べ情報量が多くなる。具体

的には、前者の事業所ファイルを用いる実験では、事業所の産業分類や事業所の位置座標

といった特定の事業所に固有の情報のみが得られるに過ぎないが、名寄せ済みファイルを

用いる実験２では、事業所に'1'[|有の情報に加えて、当該事業所が属する企業全体の売上高

階層などの情報も利用可能となる。これら二つの実験のｌＩ的は、事業所に関する属性の情

報の追加による補完の精度の向上を確認することであり、事業所ファイルによる実験１に

おけるよりも、より豊嵩な情報を利用可能な名寄せ済みファイルを１１]いる実験２において

いっそう高い補完の精度が期待される。

ネili完の精度は、本稿のこの節(第４１節)に以下に述べる実験手続きの詳細の第８項から
第11項に示されるように、補完によって得られた従業者数の値、および従業者数の真の値

である当該レコードに記録された従業者数の誤差および誤差率によっている。

以上に述べた補完の実験の手続きの概略は次の通りである。実験１，実験２のいずれに

おいても、まず事業所レコードの一部に従業者数に擬似的な欠損値を生じさせ、従業者数

に欠損値が生じていない一定の他の事業所レコードの集合からＮＩＭにより選び取られた

事業所レコードを「ドナー」とし、当該ドナーの従業者数により欠損値を補完する。実験１

と実験２の違いは、ＮＩＭを適用する「従業行数に欠損値が生じていない他の事業所レコー

ドの集合」（この集合を以後は「ドナーの候ﾈIli集合」とよぶ)の違いである。ただし、いず
れの実験においても、ドナーの候補集合に含まれる鱒業所レコードは、欠損値が生じてい

る事業所レコードと同一の産業大分類に属する事業所のそれ(の全部あるいは－部)に限ら
れ、この集合から、表１中の「事業所の位置座標」を１１Jいて直線距離で最も近い事業所を

｢ドナー」として選び取る。以下に実験の手続きをより詳細に述べる。

Ｌ事業所ファイル、あるいは名寄:せ済みファイルにおける、事業所の「従業昔数」に欠

損値を生じさせる確率を定める。欠損確率の定め方は、大別して二通りとし、まず事

業所の属性にかかわらず￣様に15％(ケース1)、３０％(ケース2)、４５％(ケース3)とし
た場合と、つぎに表５に従って事業所の産業大分類別と従業者階層別に欠損確率が変

化する場合(ケース4)を設定する。

ただし、（ケース4)における全産業および全従業者階層の平均的欠損比率は、（ケース
２)の30％にほぼ近い水準の、おおよそ２７％となるように設定してある。この点は表
７および表８の左上にある産業計。従業者数規模計の「欠損比率平均」の欄を参照さ

れたい。なお、前菅は実験１の(ケース4)における欠損比率の実績、後者は実験２の
それを示す。

以下ではこの(ケースl)から(ケース4)の穂類の別を、添え字Ａ(ルー１，…,4)で示
す２．

２以下の３から９までの手続きを、１１Lllの試行として１，OOOlul繰り返す。各試行には’

（j＝１，…,1000)の番号３を付与する。
3．あらかじめ与えた上述の欠損確率に従い、試行ｉにおいて事業所ファイル、あるいは名

寄せ済みファイルにおける先頭レコードから末尾レコードまでの間で、事業所の「従

業者数」に、擬似的に欠損値を生じさせる。この擬似的な欠損値が生じた事業所(以

２ケースの種類の別を示すACの添え字は、Ｋｉｎｄｏｆａｃａｓｅの先頭の文字より採用した。
３試行の番号?iはIterationの先頭の文字より採川した。
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後は便宜的に「欠損事業所」とよぶ4）に先頭から番号ｊ(ノー１，…,恥)を付与する。
ただし、Ｊ;ｉＡの他は、試行ｔごとにも異なる場合があるだけでなく、一般に上記１の

（ケース1)から(ケース4)によっても変化する。

４.事業所の従業打数が欠損となった欠損事業所ｊに対応し、ドナーの候補集合として、
従業者数が欠損している事業所と類似の属性を持ち、かつ欠損値が発生していない事

業所(レコード)の範囲を特定する。ただし、本稿における実験では、ドナーの候補集

合は、事業所ファイル、名寄せ済みファイルのいずれを用いるかにより、次に述べる

通りに二通りのものを設定した。

事業所ﾌｧｲﾙを用いた実験'における「ﾄﾞﾅｰの候補集合D)M｣:試行ｉのケース
ハにおいて、従業者数について欠損値が発生している第ｊ番11の欠損事業所と同
一の産業大分類に属する事業所のうち、従業者数について欠損を生じていないも

の｡以下では実験'におけるﾄﾞﾅｰの候補集合を｢D)M｣と記す。

名寄せ済みﾌｧｲﾙを用いた実験2における「ﾄﾞﾅｰの候補集合蝋｣:試行ｉのケー
スルにおいて、従業者数について欠損価が発生している第ｊ番目の欠損事業所と

同一の産業大分類に属する事業所で、かつ当該事業所の企業の売上高階層と同一

の売上高階層にある企業に名寄せされた事業所のうち、従業者数について欠損を

生じていないもの｡以下では実験2におけるﾄﾞﾅｰの候補集合を｢D息｣と記す。
５ドナーの候補集合から、擬似的に欠損llL〔を生じた事業所の位置座標から直線距離にし

て最も近い事業所のレコードをドナーとして選び出し、その事業所の従業員数によっ

て、欠損値を補完する。併せてドナーとして選び出された事業所について、ドナーと

なった回数を記録する。

６.上の手続きによってすでにドナーとなった回数が５回に達している事業所があれば、そ

の事業所はドナーの候補集合から除外し、上記５の手続きによりドナーを選び出す。

７．ドナーとして選ばれた事業所の従業者数を、従業者数の欠損価のﾈili完に用いる。

８上の４において従業者数が擬似的に欠損値とされた事業所で報告されている本来の従

業者数と、上の７で得られた補完値との誤差および誤差率を,汁算する。

９事業所ファイル、あるいは名寄せ済みファイルにおいて、擬似的に従業者数が欠損値

とされたすべての事業所について上の４から８の手続きを終えたら、これをl11ilの試

行として、この１回の試行において欠損値が生じたすべての事業所について計算した

補完値の誤差および誤差率の平均値や標準偏差などの基本的統計量を記録する。

１０上の３に戻り、新たに事業所ファイル、あるいは名寄せ済みファイルにおける先頭レ

コードから末尾レコードまでの間で、事業所の「従業者数」に、新たに擬似的に欠損

値を生じさせ、以上の試行を１，０００''二11繰り返す。ただし、毎回の試行ｉごとに、ドナー

の候補集合D胤およびD)別に含まれるすべての事業所について､ﾄﾞﾅｰとなった同
数をすべてゼロに戻してから毎Imilの試行ｉを開始する。

１１．１，０００|可の試行をすべて終えたら、上の９で計算された各試行におけるﾈIli兎の誤差およ

び誤差率の平均値や標準偏差などの基本的統計量について、１，０００'''１の試行全体にわた
る平均値を計算し、実験１および実験２の各々におけるケース１からケース４につい

て補完の精度を相互に比較する。

４「欠損事業所」とは、当該事業所のレコードはJJi:業所ファイル中に存在するが、当該事業所のレコードに
おける従業者数が欠損値となっている場合を示すのであって、当該事業所の捕捉それ'1体にはl1Llfl題がない点に
注意されたい。
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以上を要約すると、２種の実験はつぎのように示されよう。

実験’：ドナーを事業所ファイルに含まれる、liIl-産業のレコードから構成される「ドナー

の候補集合D)M」(試行jのケースルにおいて､ｊ番に,の欠損事業所と同_の産業
大分類に属する事業所のうち、従業者数について欠損を生じていないもの)から採)=Ⅱ
して補完する1,000,,1,の試行

実験２：ドナーを名寄せ済みファイルに含まれる、同一産業かつＩｉ１－売上高階層のレコー

ドから構成される「ﾄﾞﾅｰの候補集合D側」(試行iのｹｰｽ臆において､第j番
Ｆｌの欠損事業所と同一の産業大分類に属する事業所で、かつ当該事業所の企業の売上

高階層と同一の売上高階層にある企業に名寄せされた事業所のうち、従業肴数につい

て欠損を生じていないもの）から採用してﾈ'ｌｉ完する1,000回の試行

なお、次節５では、これら実験１，実験２の「拡張」として、上記の、事業所の産業大

分類別と従業者階層別に欠損確率が変化する(ケース4)の場合についてのみ、別途実験を
行った結果も併せて報告する。実験１，実験２の拡張では、（ケース4)の各々のドナーの候

補集合QMAD)乳の部分集合＄として､ﾄﾞﾅｰの候柵i集合に含まれる事業所について､試
行ｉにおける欠損事業所ｊの従業者数階層と同一の従業者数階層に属するものに限定した

ﾄﾞﾅｰの候補集合D鰐),D鰯)よりﾄﾞﾅｰを選ぶ実験を行った｡これらの｢拡張｣として
行った実験を以後は、各々「実験1E｣、「実験2E」６とよぶ。いま、試行ｉにおける欠損

事業所ｊについて、この事業所の従業者数規模と|｢リーの事業所の集合を、実験ｌＥで用い

る事業所ﾌｧｲﾙにおいてはq)M、実験２回で用いる名寄せ済みﾌｧｲﾙにおいてはo)２
としよう７゜これらの集合を用いれば、実験1E、実験2Ｅは、つぎのように示されよう。

実験、：ﾄﾞﾅｰの候補集合をD鰯)＝D)MnqMlとしてﾈ''１完する1,000回の試行

実験2Ｅ：ﾄﾞﾅｰの候ﾈili集合をD)深)＝D鮒OI2として補完する1,000回の試行

５実験結果

この節では、実験結果を大別して次の二つの視点から比較検討する。

まず前節で述べた第ｉ試行における、欠損値を生じている事業所ｊの補完のためのﾄﾞ

ﾅｰの候補集合を､ＤＩＭとした場合(実験1)と､Ｄ)iMとした場合(実験2)の各々の実験
結果を、欠損確率が産業分類。従業者数規模にかかわらず一様であるが、欠損確率の水準

が１５％,３０％,４５％と変化する場合である(ケース1)から(ケース3)の場合、さらに欠損
確率が産業大分類別および従業者数規模別に異なる(ケース4)の場合について示す。すな
わち、ドナーの候補集合の設定の方法は(ケース1)から(ケース4)共通であるが、欠損確
率の違いが補完の精度に与える影響をこれらの結果の比較により示すことがこれら実験の
趣旨である。

つぎに、（ケース4)の場合に限定して、これら実験の拡張として行った「実験1E」と「実

験2E」の結果を、「実験l」と「実験2」の(ケース4)における結果と比較する。この比較
により、従業者数規模の情報の有無が補完の精度に与える影響を示すことができよう。

s右下添え字の４は、欠損確率が(ケース４)の場合に限定されている、すなわちルー４であることを示す｡
Oこれらの実験の名前に付した“E”の文字は、従業者数階層であるEmployeeClass,あるいは実験の「拡

張」を意味するExtentionの最初の文字より採川した。

７この集合の文字Ｏは、ClassofEmployccの最初の文字より採１１Iした。
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なお、「実験1E」および「実験2E」の第ｉ番｢|の各々の試行において、擬似的に欠損

値が発生している事業所の集合(以後はこの集合を便1J[的に「欠損事業所集合」とよぶ)を
各々Ｍ１|(1画),Ｍ;(f囮)とし８，さらに(ｹｰｽ4)の下で｢実験'｣および｢実験2｣の第i番
に|の各々の試行における｢欠損事業所集合｣を各々M|(f),ＭＨ)とする。このとき

Ｍｌｆ)＝lMqIfE)，（j＝1,…,1000）
ＭＨ)＝ＭＨ囮)，（i＝1,…,'000）

となるように実験が統御されているので、実験１と実験ｌＥの各々の補完の精度の間の差

異は､純粋に｢ﾄﾞﾅｰの候補集合｣D)M,DMF)(一般にD)2コD)研)であるが､ほぼ1の
確率でD)2．ＱＩＩｆ)が成り立つ)の差異に帰することができ､|可様に実験2と実験2Eの
各々の補完の精度の間の差異はいずれも､純粋に「ﾄﾞﾅｰの候ﾈi'i集合｣蝋,Q艀)(一般
にD)ヨヨD鰐)で､ほぼ1の確率で､)渉D鰯)である)の差異に帰することができる。
さらに、ほぼ確率１で

Ｅ
Ｅ

峨
峨

ユ
ナ
ユ
ナ

噸
岻 (i≠'’'’２＝1,…,loOo）

(j≠(,４２＝1,…,１０００）

が成立する。

なお、（ケース4)の下での実験１，実験ｌＥの欠損比率の実績は、表７に、同じく（ケー
ス4)の下での実験２，実験2Ｅの欠損比率の実績は、表８に示した。

5.1実験1(E)と実験２(E)の結果

実験１と実験２，および実験1Ｅと実験2Ｅの結果の概略を表９に示した。ここでは主に

この表から読み取れる実験結果について考察する。

実験１および実験２のケース１からケース４の比較：注目すべき結果は次の二点であろう。

まず第一点ロとして、欠損確率が事業所の産業分類や従業者数規模にかかわらず一様

であれば、ケース１からケース３にかけての欠損確率の水準の変化は、誤差および誤

差率に対して大きな影響を与えない、という点である。ケース１からケース３は欠損

確率が事業所の産業大分類や従業者数規模にかかわらず一定であるが、これらケース

１からケース３にかけては欠損確率が３倍に増加している。このようなケースｌから

ケース３の結果を比較すると、興味深いことに、各試行における誤差あるいは誤差率

の平均値ならびに標準偏差の1,000''1の試行全体にわたる平均および標準偏差は大

きく変化していないことがわかる。

第二点目として、欠損確率が事業所の産業分類や従業者数規模に応じて変化するケー

ス４の場合、表７や表８に示すように、産業計および従業者規模計の平均的な欠損率

が０２６８と、ケース２のそれよりもやや小さくても、誤差の絶対値が、欠損率が一

様である場合に比べて有意に大きくなる、という点である。ケースｌからケース３の

８「欠損事業所集合」を示すこれらの右下添え字の１番１１は、試行ｉにおける欠損事業所集合であることを
示す。同様に右下添え字の２番I]は、欠損値の発生確率が(ケース4)である条件の下における欠損事業所集合
であることを示す。この２番１１の添え字が４であるのは、実験1Ｅおよび実験2Ｅが(ケース4)の場合におい
てのみ行われているからである。
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表７:事業所ファイルを用いる「実験１の(ケース4)」における産業大分類別。事業所従業
員規模別の欠損比率の実績

産業辮業所従業員規模
分類統計量一規模計Ｏ～４５～９１０～１９２０～４９５０～９９

標本サイズ、20825917261518196９３２３５３５９１５９８
産業,汁欠損比率平均０２６８０２８４０２３４０１９３0.1030.103

標本サイズ、５８５８４９９９５３４２４１５９２０
Ａ欠損比率平均0292０３０００２５００２５１0.1500.150

同標準偏差－０００６００１９００２８００４８００８０
標本サイズ４０５３８７１６１１O

Ｂ欠損比率平均0298０３０００２４８０２５８0170Ｎ/Ａ
ｌ可標準(|iii差－００２３０１０６０４３８０３７６Ｎ/Ａ
標本サイズ、８０９６８８７１２４１９３

Ｃ欠損比率平均0288０２９９０．２５２０２４７０１５００１４３
同標準偏差－００１７００５２００８５００８１０２０７
標本サイズ、2145015292２２３０１６００１２７１５６３

，欠損比率平均０１４３０１５００１５００」5００１００0.100
１司標準偏差－０．００３０００７０．００９０００８００１２

標本サイズ７６２５５１６１６８４７２６
Ｅ欠損比率平均0.14401500.1500.151００９９0.102

同標準偏差－００１５００４５００４３００４２００５９
標本サイズ、2621321697２３８５１２４４６５４１４６

Ｆ欠損比率平均０２８４０．３０００２５０0.2000.1000.100
同標準偏差－０００３０００９００１２0-0120.025

標本サイズ、4590736859５１８５２３４７１１４２２５９

Ｇ欠損比率平均０２８２０３０００２５００２００ｑ１０００．０９９
同標準偏差－０．００２０．００６０．００８０．００９００１９

標本サイズ、９８７８７６６７１３６８５６７２２７３５

Ⅱ欠損比率平均０２８２03000.250０２０００１０００１０３

同標準偏差－０．００５００１２００１７００２０００５２

標本サイズ、2106117756１６５８８３４５０４１５１

１欠損比率平均０２８４０３０００２５００２０００１００OlO2

同標準偏差－０００３００１０００１４００１４００２４

標本サイズ、４１２８２７９２６１７４０１２０４６０

Ｊ欠損比率平均0.1460.1500.1500.150０１０１0.099
同標準偏差－０００６００１４００１７０．０２１００３９

標本サイズ4108535450２７４９１４８１９５８２６３
Ｋ欠損比率平均０２８６０３０００２５００２００0.1000.101

同標準偏差－０００２０００８００１０００１０００１８

標本サイズ、３６１９４３３O

Ｌ欠損比率平均０１２７０１５００１４６０１６２００９３Ｎ/Ａ
ｌ可標準偏差－００８００１８１０２１００１６６Ｎ/Ａ
標本サイズ１６６４１４４８１０３３９４４２５

Ｍ欠損比率平均０２８５０３０００２４８０１９６００９７００９８
同標準偏差－００１２００４４００６２００４５００６０

標本サイズ1319412117７１４２４６９２１９
Ｎ欠損比率平均０２９５０．３０００２５００２５０0.149０１４７

同標準偏差－０００４００１６００２７００３８００８１

標本サイズ1579514879５０１２２７１３４２８
０欠損比率平均０２９６０３０００２５１０２４８０１４９０１４９

同標準偏差－０００４０．０１９００３１００３２００７０
標本サイズ、１４１４００O０

Ｘ欠損比率平均０１５２０１５２Ｎ/ＡＮ/ＡＮ/ＡＮ/Ａ
同標準偏差－００９７Ｎ/ＡＮ/ＡＮ/ＡＮ/Ａ

注1)産業分類''P","Ｑ''の事業所は件数ゼロなので表示を行'１１：。
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標本サイズ、

欠損比率平均

標本サイズ、

欠損比率平均

同標準偏差

標本サイズ、

欠損比率平均

|可標準偏差

標本サイズ、

欠損比率平均

同標準偏差

標本サイズ、

欠損比率平均

同標準偏差

標本サイズ、

欠損比率平均

同標準偏差

標本サイズ、

欠損比率平均

同標準偏差

標本サイズ、

欠損比率平均

同標準偏差

標本サイズ、

欠損比率平均

同標準偏差

標本サイズ、

欠損比率平均

同標準偏差

標本サイズ・

欠損比率平均

同標準偏差

標本サイス

欠損比率平均

同標準偏差

標本サイズ

欠損比率平均

|可標準偏差

標本サイズ

欠損比率平均

同標準偏差

標本サイズ、

欠損比率平均

同標準偏差

標本サイズ、

欠損比率平均

同標準偏差

標本サイズ，

欠損比率平均

同標準偏差

注2)産業計。規模計においては欠損比率の標準(|iii差の表示を行略。
注3)表中の”Ｎ/A”は標本サイズがゼロのため計算できないことを示す。
注4）「実験1」では事業所の緯度。経度が欠損しているレコードを除外してあるので、産業計。規模計の標本サ
イズ208,259は表３のレコード数合計255,127よりも除外した分だけ小さい。
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表８:名寄せ済みファイルを用いる「実験２の(ケース4)」における産業大分類別。事業所
従業員規模別の欠損比率の実績

鴬|艤,量規模計。~４‘－，ｍ~１，，０－姻訓~９，
事業所従業員規模

標本サイズ20771817219518124９２９１５３４６１５９５
産業計欠損比率平均02680.2840.234０１９３０１０３０１０２

標本サイズ、５８３７４９８１５３３２３９５９２０
Ａ欠損比率平均0.291０．３０００２５００２５００１５００１４８

１可標準偏差－０００６０．０１９0.029００４４００７８

標本サイズ，４０５３８７１６１１O

Ｂ欠損比率平均0２９７０３０００２４８０２５５０｣4９Ｎ/Ａ
同標準偏差－００２３０｣０４０４３６０３５６Ｎ/Ａ
標本サイズ８０９６８８７１２４１９３

０欠損比率平均０２８８０．３０００２５０0-247０１４８0.161
同標準偏差－００１７０．０５１０．０８８０．０８１０２０８
標本サイズ、2138115251２２１３１５９２１２６８５６３

，欠損比率平均０１４３01500.150０１５００１００ＵｌＯＯ
同標準偏差－０００３０００８０００９0.008００１３

標本サイズ、７６２５５１６１６８４７２６
Ｅ欠損比率平均014401500.1490.150０．１０２０１００

同標準偏差－０．０１５００４６００４３００４４００５９

標本サイズ，2620721692２３８４１２４４６５４１４６

Ｆ欠損比率平均０２８４０．３０００２５００２０００１００010」
同標準偏差－０００３０００９００１１００１２０．０２６

標本サイズ､4576736732５１８２２３３９１１４０２５９

Ｇ欠損比率平均０２８２03000.250０２０００１０００１００
同標準偏差－０００２０００６０００８０００９００１８

標本サイズ、９６９５７５３８１３３４５５６２２１３２

１１欠損比率平均０２８２0.3000.251０２０００１０００１０２
同標準偏差－０００５００１３００１７0.021００５４

標本サイズ、2105717753１６５８８３３５０４１５１

１欠損比率平均０２８４０３０００２５１０２０００１０００．０９９
同標準偏差－０００３０．０１１0014００１３０－０２４

標本サイズ、４１２８２７９２６１７４０１２０４６０

Ｊ欠損比率平均０１４６0.1500.150０１５１01000.099

同標準偏差－０００７００１４００１８００２１００３７

標本サイズ、4102235393２７４６１４８０９５６２６３
Ｋ欠損比率平均０２８６０．３０００２５００２００qlOOO-101

１可標準偏差－０００２０００８００１００００９００１９

標本サイズ、３６１９４３３O

Ｌ欠損比率平均0125０１４７０１５５０１４７００９６Ｎ/Ａ
同標準偏差－００８００１８１０２０７０｣7１Ｎ/Ａ
標本サイズ、１６６２１４４６１０３３９４４２５

Ｍ欠損比率平均0285０３０００２５２０J9９０１０１0.102
同標準偏差－０．０１２００４２００６５００４４００５９

標本サイズ、1319112115７１４２４５９２１９

Ｎ欠損比率平均0.295０３０００２５０0.250０１５１0.146

同標準偏差－０００４００１５００２７００３７００８０

標本サイズ、1574514843４８８２２７１３４２８
０欠損比率平均０２９６0.3000.250０２５１０１５００１４９

同標準偏差－０００４００２００．０２９００３１００６７

標本サイズ１４１４００O０

Ｘ欠損比率平均Ｏ｣5００１５０Ｎ/ＡＮ/ＡＮ/ＡＮ/Ａ
同標準偏差－００９７Ｎ/ＡＮ/ＡＮ/ＡＮ/Ａ

注1)産業分類"P'',''Ｑ''の事業所は件数ゼロなので表示を省略。
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０
０
０
０
０
０
０
０
０
０
０
０
０
０
０
０
０
０
０
０
Ｎ
Ｎ
０
０
０
０
Ｎ
Ｎ

標本サイズ、

欠損比率平均

標本サイズ､

欠損比率平均
同標準偏差

標本サイズ,

欠損比率平均

同標準偏差

標本サイズ、

欠損比率平均

同標準偏差

標本サイズ、

欠損比率平均

同標準偏差

標本サイズ、

欠損比率平均

同標準偏差

標本サイズ、

欠損比率平均

同標準偏差

標本サイズ

欠損比率平均

同標準偏差

標本サイズ、

欠損比率平均

同標準偏差

標本サイズ、

欠損比率平均

同標準偏差

標本サイズ゛

欠損比率平均

同標準偏差

標本サイズ、

欠損比率平均

|可標準偏差

標本サイズ

欠損比率平均

同標準偏差

標本サイズ・

欠損比率平均

同標準偏差

標本サイズ゛

欠損比率平均

同標準偏差

標本サイズ、

欠損比率平均

同標準偏差

標本サイズ、

欠損比率平均

同標準偏差

注2)産業計。規模計においては欠損比率の標準liii差の表示を省略。
注3)表中の”Ｎ/A”は標本サイズがゼロのため計算できないことを示す。
注4）「実験2」では事業所の緯度。経度が欠損しているレコードを除外してあるので、滝業計。規模計の標本サ
イズ207,718は表４のレコード数合計226,426よりも除外した分だけ小さい。
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表９:実験1(E)と実験2(E)の比較：地理的近接のlil-産業大分類事業所による補完誤差
(率)の記述統計

各試行

における

誤差(率)の
統計鼠

省試行誤差誤差率

における実験１実験２実験１実験２
ケース誤差(率)の１，OOOlnlの試行全７１軍の1,000厄|の試行全体の１，OOOli〔lZ口試行至T坂の１，０００回の試行全体の

統計鼠平均標準偏差平均標準偏差平均標準偏差平均標準偏差
標本サイズ、３１２３８８17.531156.8１８９３０５５４３29.8304806２８．８

ケース１平均値０２６２０８０４-0094０６３９－９６０９1.176－し6610.527
(15％）標準偏差1347977.4081067938488202925860437431567382

標本サイズ、62477629862312.9３１３61109.141.760961.4４０．７
ケース２平均値０２４３０６４０－０１９２0.485－９９７８０８７９－Ｌ757０４３４
(30％）標準偏差137.4395028109370５６４８２１５８６０６４１３７９１０７２５９９５６

標本サイズ、93716337.793467.6３８．６91664347.591438.1４７．９
ケース３平均値0.161０５６９－０２６６0.472-10566０７６１-1.886０３８８
(45％）標準偏差１４０１４３４１９２１１Ｌ99446742242345090410628452380

標本サイズ、5581Ｌ２75.155664.5７３．１54643.778854513.3７６．２
ケース４平均値－２５６１０５３３－１０９２0.345-10241０８３８-1.414０２９６

標準偏差１１２８１１4.69576.771５８１３１９２８０２58.406５６９０８４９８００
実験1Ⅱ実験麺実験1Ⅱ実験２回

標本サイズ、55810675.155648.1７３１５４６４３０789544969７６．２
ケース４平均値0.2920505-01330.335－３８８２０４３７－０６７９０１１８

標準偏差107.7324.74375.4155.438９３１２１３４２３０16.04123.123
注1)表側の「ケースl」から「ケース4」は擬似的に発生させる欠損硴率を示す。「ケース1」から「ケース３

1,OOOlL1lの試行全体の

平均標準偏差

312388１７－５

0.2620.804

134.7977-408

１，０００回の試１丁全体の

平均標準偏差
１，OOOli1の試行全体の

平均標準偏差

30554.3２９．８

－９．６０９1.176

２０２．９２５８６．０４３

標本サイズ、

平均値

標準偏差

3１１５６．８

－００９４

１０６．７９３

18.9

0.639

8.488

標本サイズ、

平均値

標準偏茉

62477.6

0.243

137.439

93716.3

０．１６１

１４０１４３

29.8

0.640

5.028

３７．７

０．５６９

４．１９２

6２３１２．９

－０．１９２

１０９．３７０

31.3

0.485

5.648

6１１０９．１

－９９７８

２１５．８６０

４１．７

０．８７９

６４－１３７

標本サイズ、

平均値

標準偏差

93467.6

-0266

111.994

３８．６

０．４７２

４．６７４

９１６６４．３

－１０．５６６

２２４．２３４

４７．５

0.761

50.904

標本サイズ、

平均値

標準偏差

5５８１１．２

－２．５６１

１１２．８１１

75.1

0.533

4.695

5５６６４．５

－１０９２

７６７７１

73.1

0.345

5.813

５４６４３７

－１０２４１

１９２．８０２

７８．８

０．８３８

５８．４０６

標本サイズ、

平均値

標準偏差

55810.6

０．２９２

１０７．７３２

75.1

0.505

4743

55648.1

-0.133

７５．４１５

７３．１

０．３３５

５．４３８

5４６４３．０

－３８８２

９３．１２１

７８．９

0.437

34.230

では産業大分類や従業員数規模にかかわりなく一定の欠損確率とし、これを括弧内に示す。「ケース４」では産
業大分類や従業者数規模により、表５に示すとおりに欠損確率が変化するとした。
注2)表側の「標本サイズ」は各試行における欠損事業所数を示す。

注3)表側の「平均値」は各試行における補完の誤差(率)の平均｛ii`[を示す。たとえば実験１のケース４では、各
試行における誤差の平均Iil:【を、１，０００回の試行全体を通して平均すると-2561、その標準偏差は0.533、同じ
く各試行における誤差率の平均値を、1,000111の試行全体を通して平均すると-10241、その標準偏差は0838
となることを示す。

注4)表側の「標準偏差」は各試行における補完の誤差(率)の標準偏差を示す。たとえば実験ｌのケース４では、
各試行における誤差の標準偏差を、１，０００回の試行全体を通して平均すると112811、その標準偏差は４６９５，
１可じく各試行における誤差率の標準偏差を、１，OOOlJilの試行全体を通して平均すると192.802、その標準偏差は
58.406となることを示す。
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場合、誤差の平均値の1,000[Lllにわたる試行全休の平均値は、実験１では０１６１か

ら０２６２の範|ﾉﾄﾞ|、実験２では－０２６６から－０．０９４の範囲であるのに対し、ケース４

の場合、実験１では－２５６１、実験２では－１，９９２と、その絶対値は有意に大きく
なっている。

一方で、誤差率は、ケース１からケース３の場合と、ケース４の場合を比較しても有
意な差は見られない。

実験１と実験２の比較：注、すべきは、実験２において各試行における誤差率の平均値の

１０００にわたる平均値と標準偏差について、平均値の絶対値は劇的に減少し、さらに

標準偏差も減少している点である。

一方で、誤差については、こうした若干の傾向は見られるものの、その変化の傾向は

誤差率のそれに比べ必ずしも明確ではない。

実験１と実験1Ｅ、実験２と実験2Ｅの比較：誤差、および誤差率のいずれにおいても、各

試行における平均値の、１，０００|｢!'の試行全体にわたる平均値の絶対薑値は有意に小さく

なっており、補完の精度が明らかに向上していることが読み取れる。

一方で、各試行における平均値の、1,0001111の試行全体にわたる標準偏差には明確な
傾向は現れていない。

誤差と誤差率の比較：注目すべきは次の二点であろう。

まず、誤差率は実験1(E)および実験2(E)のいずれのケースにおいても、有意に負値
となっているが、誤差の絶対鐘値が有意に正値となるのは実験２のケース４の場合に限

られる、という点である。

つぎに、誤差あるいは誤差率の絶対値が有意に正価となる場合には、すべての場合に

おいて、誤差あるいは誤差率が有意に負値となっている点である。これは事業所の従

業者数規模の分布が、多数の小規模事業所と、ごく少数の大規模事業所という、事業

所規模の形状の特殊性によるものと考えられる。

実験結果のまとめ：以上の結果をまとめると、注Ｈすべきは以下の三点であろう。

第一点目は、実験１と実験1Ｅ、あるいは実験２と実験2Ｅを各々比較することによ

り、従業員規模に関する情報の追加が補完の精度に大きく貢献する点が明らかとな

る。これは、調査項１Jとして従業者数における欠損値が多発する場合であっても、そ

の階層に関する情報があれば、補完の精度を向上させることが可能であることを示唆

している。この点は、誤差および誤差率のいずれについても当てはまる。

第二点目は、実験１と実験2、あるいは実験ｌＥと実験2Ｅを各々比較することによ

り、事業所に関する情報だけでなく、当該事業所が属する企業の売上高階層などの情

報の追加が、やはり補完の制度の向上に貢献することが明らかとなる。この点は、と

くに誤差率について当てはまる。

第三点目は、ケース１からケース３までの結果とケース４の結果を比較することによ

り、欠損値の発生確率が事業所の産業や規模に依存して変化する場合には、それが一

様である場合に比べ、補完の精度が悪くなる、という点が明らかとなる。この点は、

とくに誤差に当てはまる。欠損値の発生状況が、調奇対象の｛|iFl体属性により変化する

ことは一般的に広く経験されるのは周知の通りである。従って、「ドナーの候ﾈili集合」
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を限られた情報により設定し補完を行った場合に十分な精度が確保できない恐れが

ある。こうした場合、上記の第一点目や第二点｢Iの結果は、ある特定の調査項｢|の数

値に欠損が生じている場合であっても、当該項１１に関する階層の情報を追加したり、

個体が属するグループに関する追加的情報により「ドナーの候補集合」を設定するこ

とが、補完の精度を向上させるよい決め手となることを示していると言えよう。

なお、参考までに表10、表１２には各々、実験1Ｅ、実験2Ｅにおけるﾈ'１１完の精度に関す

る結果を産業大分類別に示した。さらに、表１１，表１３には各々、実験1E、実験2Ｅにお

ける補完のドナーとして選ばれた事業所までの地理的距離の状況を産業大分類別に示して
ある。

表10、表１２の補完の精度には、産業大分類の違いによる大きな差異は見られないが、表

11,表１３の補完のドナーとして選ばれた事業所までの地理的距離の状況には、産業大分

類の違いによる差異が明らかに見られる。しかし、この違いは、クラスターを形成すると

いった産業立地の特性だけでなく、標本サイズの違いにも依存しているようにも見えるこ
とから、さらなる分析が必要である。

６おわりに

本稿ではフィンランドの2002年ビジネスレジスターのデータセットを用い、ＮＩＭによ

る補完の実験を行った。ＮＩＭによる補完の基本は、基本的にある特定の項｢|について欠損

値が生じている個体と共通の属性を持つ別の個体集合「ドナーの候ﾈﾙ集合」を得て、その

集合の中から、欠損値が生じている当該個体と地理的に最近接している個体を選び、その

最近接している個体の値を用いるという点である。本稿では、この「ドナーの候補集合」

の設定において、補完の精度が追加的な情報により向上することを示すことができた。こ

こで言う、追加的な情報とは大別して次の二点である。

第一点|=|は、欠損値が生じている項'二|の数値情報に棒えて、当該数値が属する階層に関

する情報である。本稿で確認できたように、従業者数に欠損値があっても、これに替えて

従業者数階層の情報が得られるのであれば、補完の精度が飛躍的に向上することが明らか

にされた。この点は、調査実施についても次に述べる重要な示唆を与えている。すなわち、

数値を記入してもらう調査項｢|だけでなく、当該数値が属する階層を選択して答えてもら

う形式の調査項目を併用することにより、前者のについて欠損が生じても、後者の情報が

得られない場合に比べ、より高い精度の補完が可能となる点である。

第二点目、欠損が生じたIIil体が属するグループに関する情報である。本稿では、事業所

の従業省数について欠損が生じた場合、当該の欠損事業所の産業分類に加え、当該の欠損

事業所が属する企業の売上高階層の情報を付加して「ドナーの候ﾈili集合」を設定すること

により、この売上高階層の情報を用いない場合に比べ、補完の精度がより向上することが
確認できた。

本稿では、ビジネスレジスターの薑事業所に関する調査項｢|である従業者数についての欠

損値のﾈili完の精度を検証してきたが、同様の議論は、事業所に関する調査項'三|に限らず、た

とえばある企業に雇用される従業者に関する属性の欠損111〔の補完についても|にil様に当ては
まるであろう。

以上の点を実際に施すには、調査全体の設計を考慮することが必要である。経験が示す

ところによれば、欠損値が生じ易い数値項[｣にはある一定の傾向があることから、そうし
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た傾向を持つ数値項目を調査票に祷り込む場合、当該数値項||の補完の精度を確保するに
足りるであろう、追加的な'情報も得られるような調脊の設計が要請されることを、本稿の
実験結果は示していると言えよう。
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表１０:実験1Ｅ：地理的近接の同一産業大分類事業所による補完誤差(率)の記述統計

|可一産業に属す、地理的Ｍ１雛が近い－事業所による補完

誤差誤差率

産業統計量平均標準偏差平均標YiE偏差
標本サイズ、５５８１０６75.1546430７８９

Total平均価０２９２０５０５－３８８２０４３７
標準偏差107.7324.74393.12134.230

標本サイズ1707.7３４．５１６８８７３４３

Ａ平均Ii1I－０３６０２０５２-2.170Ｌ189

標準偏差７２３５５２４８８３24.36227.419

標本サイズ，120.1９．３１１８６g２

Ｂ平均値－００３８0.195－１３９３０４９７

標準偏差Ｌ809０２７４4.5042.168

標本サイズ、233.1１２８228.7１２６

Ｃ平均値－０１８１0.843－２２４６１３５２

標準偏差9-615６９２８lL13516.943

標本サイズ、3075.5４８．４3050.8４８３

，平均値0-312２０５０－１８１１0.592

標準偏差１０６０３３30.53319.573２３０３８

標本サイズ、１０９９９．８９０７９．１

Ｅ平均価Ｌ543１７０２５-5.807４００６

標準偏差138-960１０６７６７３０６５１２３」７６

標本サイズ、74362６９０7423.8６９０

Ｆ平均値－００７９０２６９－１３０５0.088

標準偏差２１２５８,9355.698３０３７

標本サイズ、12967.7８３２１２５７０１８２Ｏ

Ｇ平均値０１９５0.936－５５６８１０６９

標準偏差96.9088.95598.36460.415

標本サイズ、2784.9４３７27692４３６

Ⅱ平均111［2.6615.155-18.2254.326

標準偏差245.41010405209.978７８３６７

標本サイズ59826６０１5952.1６０．１

１平均ｲilI［０１１３2.358－５０６５２０３７

標準偏差166.54314.305131036８８４１６

標本サイズ、６０Ｕ８２１．５445.1１９２

Ｊ平均値4.69517.509-11.49215.616

標準偏差404.535６Ｌ937144.422300.804

標本サイズ、11747480.711314.3８０２

Ｋ平均値０１４０0.402-1.710０２７９

標準偏差４０２０６7.849１８６５９２１８２８

標本サイズ、４．５Ｌ９３６Ｌ７

Ｌ平均値-0782４３９４７-1.4173.883

標準偏差37.969７３２０９３－０７６5.607

標本サイズ、４７４８１８３463.8１８．１

Ｍ平均値0.272４０７２-2.5131.323

標準偏差71.753４２２８７１６６０６17.669

標本サイズ、３８９０１51.03880.5５０．９

Ｎ平均値００５２0.342－１９３９0.374

標準偏差１９８２３Ｌ966２Ｌ572９６５１

標本サイズ4673.1５７．７46410５７６

０平均値0２０９０７６１-1.778０８１３

標準偏差４６９４５１０．０９４42.55337.479

標本サイズ、２Ｊ１．４２１Ｌ４

Ｘ平均値0０２８0.328-0.3080.845

標準偏差0.2680.26206260.843

注)産業分類，'Ｐ，,,'，Ｑ，'の事業所は件数ゼロなので表示を省略。

統計量

標本サイズ｝

平均価

標準偏差

558106

0292

107.732

75.1

0.505

4.743

標本サイズ、

平均Ii1I

標準偏差

１７０７．７

－０．３６０

７２．３５５

３４．５

2.052

24.883

標本サイズ

平均値

標準偏差

1２０．１

－０．０３８

１．８００

９．３

０．１９５

０．２７４

標本サイズ、

平均値

標準偏差

２３３．１

－０１８１

９．６１５

12.8

0.843

6.928

標本サイズ、

平均値

標準偏差

3075.5

０．３１２

１０６．０３３

４８．４

２．０５０

３０．５３３

標本サイズ、

平均価

標準偏差

１０９．９

Ｌ５４３

Ｉ３８９６０

９．８

１７０２５

１０６．７６７

標本サイス

平均値

標準偏差

７４３６．２

－０．０７９

２１．２５８

６９．０

０．２６９

９９３５

標本サイズ

平均値

標準偏差

12967.7

０．１９５

９６．９０８

８３．２

０．９３６

８．９５５

標本サイズ

平均lh

標準偏差

２７８４．９

２．６６１

２４５．４１０

４３．７

５．１５５

１０．４０５

標本サイズ゛

平均１１{［

標準偏差

５９８２．６

０．１１３

１６６．５４３

６０．１

2.358

14.305

標本サイズ｝

平均値

標準偏差

６００８

４．６９５

４０４．５３５

２１．５

１７．５０９

６１．９３７

標本サイス,

平均値

標準偏差

11747.4

０１４０

４０２０６

８０．７

０．４０２

７．８４９

標本サイズ、

平均値

標準偏差

４．５

－０．７８２

37.969

1.9

43.947

73.209

標本サイス、

平均値

標準偏差

４７４８

0.272

71.753

１８．３

4072

42.287

標本サイズ、

平均値

標準偏差

3890.1

００５２

１９．８２３

５１．０

０．３４２

１９６６

標本サイズ

平均値

標準偏差

4673.1

０．２０９

４６９４５

５７．７

０７６１

１０．０９４

標本サイズ、

平均値

標準偏差

2.1

0.028

0.268

１．４

０．３２８

０．２６２

5６



表１１:実験1Ｅ：地理的近接のl1fl-産業大分類ドナー事業所までの「距離」の記述統計

|司一産業に属す、地理的距離が近い－事業所による補完

産業分類統計量平均標準(iii兼最小Iii1i最大ｌｉｌｉ
標本サイズ、558112７５１5559156020

Total平均ll1I973.63２０３４920.131036.58

標準偏差４４０３５４271.163610.10５２８０８３

標本サイズ、17078３４．５１６１０１８２７

Ａ平均値２５５１２７８５２９２３３Ｌ4５2888.98

標準偏差3399.10314932807.97４６０９５１

標本サイズ、１２０５９３９５１５１

Ｂ平均値10374」４１３１３８０６７８９２６1508096

標準偏差14229.353023.867900.532677237

標本サイズ、２３３２１２８１９０２８２

Ｃ平均値7563.69625.605917.8510004.53

標準偏差９３２８９１2199.3659340117998.18

標本サイズ、3075.5４８．４２９２９３２３９

，平均値956Ｊ１６２７５752.601199.25

標準偏差３５１６７２774.792089.76６３０７３３

標本サイズ109.9９．８７９１４０

Ｅ平均値5522.31８９Ｌ８７２８３Ｌ９４９０４６００

標準偏差8509.412144.774395.7521224.56

標本サイズ、74362６９．０７１２６７６５１

Ｆ平均値１０２９８１４６９８８９２６４１１７１９０

標準偏差３８１８０６６５Ｌ1９２１９５０４５６６７２１

標本サイズ12967.7８３２12684l3202

G平均ｲill〔677.17３８５０560.35804.46

標準偏差４０７３７１574.182856806643.43

標本サイズ、2784.9４３７２６５８２９２０

Ｈ平均値1238」５９７．０５９８８０８１６３２２７

標準偏差4895.15112Ｌ712725.13９４４４４５

標本サイズ、５９８２６６０１５７８０６２３８

１平均値1063.2850.18917.401285.43

標準偏差3625.43654.742340995919.61

標本サイズ、600.8２１．５５３２６６８

Ｊ平均値1426.17２００９６９１Ｌ5０2272.39

標準偏差471Ｌ7５1271212455.471122386

標本サイズ、11747.4８０７1148812032

Ｋ平均Iｉｌｉ643.27４５」４534.83８２２１２

標準偏差4619.63650Ｊ12814.78７５２６８４

標本サイズ、４６１．９O１２

Ｌ平均値199553934315070.0030427035

標準偏差35897.6653731.06000200891.67

標本サイズ、４７４８１８３４２１５３９

Ｍ平均値2874.41３８６８７１８４９９４4367.43

標準偏差７９５８９７1605374353.5914278.70

標本サイズ、３８９０１５１０３７３５４０６４

Ｎ平均値848.80６１２２688.01１１２６９７

標準偏差３９１５７４884252430.187137.77

標本サイズ，４６７３１５７．７４５２５４８６６

０平均111［824.8050.96６８４６８1033.00

標準偏差３４０３３４６９５．０４２１９９５７6355.84

標本サイズ、２．１１．４O８

Ｘ平均値54465.1937191.18000226313.11

標準偏差25432.9126395.760.009893023

注)産業分類，'Ｐ",，，Ｑ'，のり:「業所は件数ゼロなので表示を省略。

標本サイズ,

平均ll1I

標準偏差

標本サイズ’

平均値

標準偏差

標本サイズ、

平均値

標準偏差

標本サイズ、

平均値

標準偏差

標本サイズ

平均値

標準偏差

標本サイズ、

平均値

標準偏差

標本サイズ

平均値

標準偏差

標本サイズ、

平均価

標準偏差

標本サイズ

平均値

標準偏差

標本サイズ、

平均値

標準偏差

標本サイズ､

平均値

標準偏差

標本サイズ、

平均価

標準偏差

標本サイズ、

平均値

標準偏差

標本サイズ

平均値

標準偏驚

標本サイズ、

平均値

標準偏差

標本サイス

平均価

標準偏差

標本サイズ、

平均値

標準偏差
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表１２： 実験2Ｅ：地理的近接のliil-産業大分類事業所による補完誤差(率)の記述統計

|可一産業。企業の同一売上階層に属す、地王ll1的距離が近い－事業所によるﾈ｢|i完
誤差誤差率

産業統計量平均標準偏篭平均
標本サイズ、55648-173.1544969

Total平均値－０１３３０３３５－０．６７９

標準偏差７５．４１５５４３８１６０４１

標本サイズ、1697.8３４４16803

Ａ平均値0.1541682－０７２５

標準Ⅲiii差６２２６５２３６２７10.445

標本サイズ119.7９．０１１８２
Ｂ平均値－００３４０１２９－０３４１

標準偏差Ｌ193０２７４１２５７
標本サイズ、231.5１３０２２７０

○平均値－０２４１0.640－０５５２

標準lTii差８０４７2.9442.684

標本サイズ、3065.6４９．９3041.5

,平均lｉｌｉ－０４７５Ｌ996－０６４０

標準偏差１０３４６９３０２５４11.377

標本サイズ、１０８５９．４８９５

Ｅ平均値－１３６３１７２６３-2.632

標準偏差１２２３４０１０８３５６17.791

標本サイズ74372６８８74253

Ｆ平均11'［－０１２９０２３２－０３３２

標準偏差１７２９０8.293Ｌ951

標本サイズ、12924.9８５．３1253Ｌ３

Ｇ平均値－０２３６０７３９－０．７４５

標準偏差77.655９８５１４２５８

標本サイズ、2732.2４５．３2720.3

Ｈ平均lｉｌｉ－１．０７１１２２４－０５９４

標準偏差57.6888.5214.944

標本サイズ、５９８０９６０５5950.9

１平均値0.3231408-0551

標準偏差１０１２８３16.7777.929

標本サイズ、601.1２２８445.4

Ｊ平均値5.15117.373-12233

標準偏差405.78160447147.326

標本サイズ、11728.981.5112996

Ｋ平均値－０．１６５0.309－０．６１８

標準偏差２８２３３７６４０3.523

標本サイズ、４．４２０３５

Ｌ平均値３４３４45.341－Ｌ549

標準｛iTii差３８０５６７３８１０３２６４

標本サイズ、472」1８７４６１２

Ｍ平均値－０．６５１1.320－０７６７

標準偏差２４１８２9.309７０１６

標本サイズ、3886.4４９．１３８７６８

Ｎ平均値－０」5４０２４６－０．４７８

標準偏差13.109２４１３３２１５

標本サイズ、4655.4５７９4624.6

０平均ＩＭＴ－０２７２０５６７－０４５６

標準偏差32.781１０９７０2.712

標本サイズ、１．６１．２Ｌ６

Ｘ平均値0.005０２９２－０１５３

標準偏差0.174０２１６０２８５

注)産業分類''P，,,''Ｑ''の事業所は件数ゼロなので表示を脊略。

統計量 標準偏差

７６２

０．１１８

２３．１２３

３４．２

０．３１９

8.486

９．０

０．１２３

０．２１５

１２．９

O２４４

Ｌ７４８

４９．６

０．３５５

１７２５１

８．７

2.790

２１．１５９

６８．７

０．０３８

1.688

８４．１

００３９

０．７７３

４５３

０．０９９

１８５５

６０．３

０．１１７

４６１５

１９７

１４２７７

２６３．５３２

７９．９

O０３６

Ｌ３２７

Ｌ８

４．１２４

５．７１５

１８．４

０４８７

６６６７

４９．０

０．０５３

０．７２４

５７６

0.044

0.838

１．２

０．５５２

０．４５８

標本サイズ｝

平均値

標準偏差

5５６４８．１

－０．１３３

７５．４１５

73.1

0.335

5.438

標本サイズ、

平均値

標準偏差

1697.8

０．１５４

６２．２６５

３４．４

１６８２

２３６２７

標本サイズ、

平均値

標準偏差

１１９．７

－０．０３４

１．１９３

２３１．５

－０．２４１

８．０４７

９．０

０．１２９

０．２７４

１３．０

０．６４０

２．９４４

標本サイズ、

平均値

標準偏差

標本サイズ

平均価

標準偏差

３０６５．６

－０４７５

１０３．４６９

４９．９

１．９９６

３０．２５４

標本サイズ、

平均値

標準偏差

１０８５

－１．３６３

１２２．３４０

９．４

17.263

[０８．３５６

標本サイズ｝

平均in

標準偏差

７４３７．２

－０．１２９

１７．２９０

６８．８

０．２３２

８．２０３

標本サイズ、

平均値

標準偏差

1２９２４９

－０．２３６

77.655

85.3

0.739

9851

標本サイズ

平均ｌｉｌｉ

標準偏差

２７３２．２

－１．０７１

５７．６８８

４５．３

１２２４

８．５２１

標本サイズ、

平均値

標準偏差

５９８０．９

０．３２３

１０１．２８３

６０．５

１４０８

１６．７７７

標本サイズ、

平均値

標準偏差

６０１．１

５．１５１

４０５．７８１

22.8

17.373

60447

標本サイス

平均値

標準偏差

11728.9

-0.165

２８．２３３

８１．５

０．３０９

７６４０

標本サイズ、

平均値

標準偏差

４－４

３．４３４

３８０５６

2.0

45.341

73.810

標本サイズ、

平均値

標準偏差

４７２．１

－０．６５１

２４．１８２

1８．７

１．３２０

９．３０９

標本サイズ

平均値

標準偏差

３８８６．４

－０．１５４

１３．１０９

４９．１

０．２４６

２．４１３

標本サイズ、

平均価

標準偏差

４６５５．４

－０２７２

３２．７８１

５７．９

0.567

10.970

標本サイズ｝

平均値

標準偏差

１．６

０．００５

０．１７４

１．２

０２９２

０．２１６
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表１３:実験2Ｅ：地理的近接の同一産業大分類ドナー事業所までの「距離」の記述統計

|可一産業。企業の|可一売上階屑に属す、地Ｈ１的距離が近い－事業所によるﾈili完
産業分類統計量平均標準偏差最小値

標本サイズ、55664.5７３１55441

Ibtal平均値２２４４３６32.54２１３６２６

標準偏差7576.30305.876637.34

標本サイズ、1700.4344１５９２

Ａ平均値７６６２８９２７５２２6896.61

標準偏差1043310１２６３２４7606.35

標本サイズ120.4９．１９３

Ｂ平均値2680234397Ｌ4118949.24

標準偏差36197.599740401977004

標本サイズ233.3１３．１l８９

Ｃ平均値22544891876011759731

標準偏差27934465375.731486216

標本サイズ、30662４９９２９０８

，平均値２１３９２６１００８９１８２３１５

標準偏差5576.98９２８０１３８０８２５

標本サイズ、１０９６９．５７６

Ｅ平均値23199822984.221476707

標準偏差29309676886.431607320

標本サイズ、74382６８８７２２１

Ｆ平均値2106.7164.71１９１００１

標準偏差５４１３３１４７４２７４１４８３９

標本サイズ、129260８５２l2676

G平均１１１［１３０３９２42.10１１６７８７

標準偏差４７９０５７３８３２６３７９９４１

標本サイズ、２７３３１４５３２５６０

Ⅱ平均値３６１２０６186.50３１０９３８

標準偏差９３７７５３８７６５７7320-66

標本サイズ、５９８２１６０５５７７３

１平均値2461.2６８８３９2231.38

標準偏差6559.49８０８７６４８０６２５

標本サイズ、601.1２２．８５３７

Ｊ平均値１８０５８９430.84９３５０９

標準偏差9317.78４８２４２０2757.50

標本サイズ、11729.2８１．５11454

Ｋ平均１１１【113Ｌ9９４８２１１００９３７

標準偏差５２６５２１523.66３９５８８０

標本サイズ、４．５２．０Ｏ

Ｌ平均Ii1［206103136627.43０００

標準偏差36166.445445267０００

標本サイズ、４７４３１８．８４２４

Ｍ平均値9798.29９４００８6467.50

標準侃差21020.712837351348094

標本サイズ、3887.649.1３７２９

Ｎ平均１Ｍ［２１７８３３123.121811.39

標準偏差7221.01722.835503.51

標本サイズ、4657.1５８０４４７４

０平均値203Ｌ7４１０８２６１７５８７０

標準偏差７３８０７１７１２０５５６５３６５

標本サイズ１．６１２O

Ｘ平均値673100947207.93０．００

標準偏差201603326306.51０．００

注)産業分類，，Ｐ，，,'，Ｑ”の事業所は件数ゼロなので表示を省略。

岐大ｲIiII

55933

2359.86

9272.91

１８３５

8695.54

18527.13

１５３

46349.35

9036182

２７６

28894.54

47991.77

３２１６

２６０９．１０

９３０８４６

１４１

３６８１６．４１

7433706

７６７０

２３１４．００

７２７６６６

13204

1422.28

６０６５．３３

２８９４

４３３１．５８

１５５８４９２

６１４９

２８５３．０４

１２８８８．８１

６７３

3771.55

２９０４４３９

11994

１３７８．５１

６９０１３４

11

304270.35

200925.23

５２８

１３０３４１８

３３２６５．９０

４０６５

2675.58

9889.72

４８３５

2424.38

１２００９．９５

6

270019.21

145650.04

標本サイズ、

平均値

標準偏差

標本サイズ、

平均値

標準偏差

標本サイズ、

平均値

標準偏差

標本サイズ、

平均値

標準偏差

標本サイズ、

平均値

標準偏差

標本サイズ｝

平均値

標準偏差

標本サイズ、

平均値

標準侃差

標本サイズ、

平均１１１［

標準偏差

標本サイズ、

平均値

標準偏差

標本サイズ、

平均値

標準偏差

標本サイズ、

平均値

標準偏差

標本サイズ、

平均ＩＩＴ

標準偏差

標本サイズ゛

平均価

標準偏差

標本サイズ、

平均値

標準侃差

標本サイズ、

平均１Ｍ［

標準偏差

標本サイズ、

平均値

標準偏差

標本サイズ、

平均値

標準偏差
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ビジネスレジスターの観光統計への応用 1 

 
宮川幸三（慶應義塾大学産業研究所） 
Ossi Nurmi （フィンランド統計局） 

 
1. 本研究の目的と概要 

2012 年度より日本でもビジネスレジスター（事業所母集団データベース）の運用が開始

された。ビジネスレジスターには、全ての事業所をカバーできるという大きな利点がある

反面、収集される各企業や事業所の項目は基礎的なものに限られている。そのため日本に

おけるビジネスレジスターは、主に、標本調査を実施する際の母集団名簿や標本データか

ら母集団推計を行う際の情報として使用され、『経済統計を正確に作成するための名簿情報

の提供及び管理のための重要なインフラ』2とされている。 
このような、標本調査を実施する際の補助的な役割に加えて、諸外国では、ビジネスレ

ジスターの情報それ自体に基づいた統計の作成や分析が行われているケースも多い。その

うちの 1 つは、事業所や企業の動態に関する統計の作成である。ここで動態と呼んでいる

のは、企業や事業所の参入（誕生）（Birth）や退出（死亡）（Death）、生き残り（Survival）
や成長（Growth）等、個別企業や事業所の変化を意味しており、これらの企業・事業所の

動態を表した統計は、Business Demography Statisticsと呼ばれている 3。ビジネスレジス

ターは、常に個別企業や事業所の最新の情報を保持していることから、ビジネスレジスタ

ーのみを用いて精度の高いBusiness Demography Statisticsを作成することが可能となる。 
もう 1 つの方向性として、事業所の立地に関する情報を用いた分析をあげることができ

る。前述のように、一般的なビジネスレジスターには、各企業や事業所の基礎的な情報の

みが収録されているケースが多い。これは例えば、名称、所在地、資本金、従業者規模、

売上高、開業年次、産業分類、といった項目である。このうち所在地情報に関しては、地

理情報システム（Geographic Information Systems：GIS）を合わせて使用することによ

って、企業や事業所が立地する地域の詳細な情報を入手することが可能となり、それら立

地にまつわる様々な変数を分析に利用することができる。例えば Jarmin and Miranda 
(2006)では、アメリカのビジネスレジスターより得られる事業所の所在地情報を用いて、ハ

リケーンが地域経済に及ぼした影響について分析を行っている。また Miyagawa et al. 
                                                   
1 本稿における研究の一部は、平成 26 年度文部科学省科学研究費補助金（基盤研究（C）、研究課題：地理

情報システムを利用した地域の観光 GDP 推計手法の開発、研究代表者：宮川幸三、研究課題番号：25380270）
の助成を受けている。 
2 総務省統計局サイト（http://www.stat.go.jp/data/jsdb/gaiyou.htm）より引用。同サイトには、ビジネス

レジスターの主な機能として、・各種統計調査へ母集団情報を提供、・母集団情報提供の際、調査対象者の

負担を平準化（重複是正）、・各種統計調査実施の支援等、の 3 点があげられている。 
3 例えば、各国で比較可能な Business Demography Statistics の作成に向けたマニュアルとして、

Eurostat-OECD (2007)”Eurostat-OECD Manual on Business Demography Statistics”があり、そこでは

Birth や Death といった各動態の定義や計算方法の詳細が示されている。 
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(2014)では、ビジネスレジスターの利用方法の 1 つとして、事業所の所在地情報を用いて地

域の観光客向けの売上額を推定する方法を示し、事業所の所在地情報および GIS の利用に

よって推定精度が改善されることを明らかにしている。これらの事例は、ビジネスレジス

ターが、存在する企業や事業所のすべてをカバーしているからこそ可能になる分析であり、

企業や事業所の所在地情報を利用した分析は、ビジネスレジスターの重要な役割の 1 つで

あると言える。 
この他に、ビジネスレジスターを利用して小規模な企業や事業所のデータを推定する試

みも行われている。一般的に、小規模な企業や事業所の数は多く、従って統計調査にかか

るコストは大きいが、生産額や従業者数等のボリュームはそれほど大きくないため、費用

対効果の観点から言えば小規模な企業や事業所の統計調査を行うことは大規模のケースに

比較して非効率である。また調査に対する回答率に関しても、多くの統計調査では小規模

な企業や事業所の回答率が大規模に比較して低い。以上の観点から言えば、小規模な企業

や事業所のデータを統計調査を実施することなく収集できれば、費用面や統計の精度面か

らそのメリットは大きいものになるであろう。Nurmi (2014)では、フィンランドのビジネ

スレジスターを用いて、小規模な宿泊事業所の延べ宿泊者数を推定する方法が示されてお

り、その推定結果はフィンランドの実際の宿泊統計として公表されている。 
このようにビジネスレジスターは、単に標本調査を実施する際の母集団名簿や標本デー

タから母集団推計を行う際の情報としての利用のみならず、多岐に渡って活用されている。

ここであげたいくつかの活用事例のうち、Miyagawa et al. (2014)およびNurmi (2014)は、

いずれも観光に関連してビジネスレジスターを利用した推定を行うものである。一般的に、

観光客は常に流動的であるため、観光客を対象として調査を行う際には多くの制約がある。

一方で観光に関連する事業所や企業は小規模なものも多く、事業所や企業を対象として観

光に関連する調査を実施することも容易ではない。特に一国よりも小さな地域を対象とし

て観光の規模を把握することは多くの困難を伴い、従って地域の観光統計調査では、通常

の家計や企業・事業所を対象とした調査とは大きく異なる方法によって調査が行われてい

る。しかし、これまでに行われている調査手法が、精度の面で問題を抱えていることも否

定できない 4。このような状況の中で、観光統計に関連してビジネスレジスターを活用した

推定手法を導入することは、より精度の高い地域観光規模の把握を達成するための 1 つの

有用な方法になりうるものである。そこで本稿では、上述のNurmi (2014)および Miyagawa 
et al. (2014)の詳細を紹介し、ビジネスレジスターの観光統計への活用に関する展望を明ら

かにする。 
以下では、次節および第 3 節において、それぞれ Nurmi (2014)および Miyagawa et al. 

(2014)の研究内容を紹介した上で、第 4 節では、ビジネスレジスターの活用に関する今後の

展望について簡単に述べている。 
                                                   
4 具体的には、①季節変動を把握することが困難、②詳細な費目について調査を行うことができない、③

母集団名簿の欠如、といった問題がある。日本の観光統計の状況と課題や問題点については、宮川（2009）
に詳しい説明がある。 
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2. ビジネスレジスターの観光統計への活用事例Ⅰ 

2.1. フィンランドの観光統計と EU レギュレーション 

Nurmi (2014)は、フィンランドにおける小規模な宿泊事業所の延べ宿泊者数の推定にビ

ジネスレジスターを活用したものである。内容を紹介するのに先立って、まずはフィンラ

ンドにおける観光統計の現状とそれを取り巻く EU の統計レギュレーションを明らかにす

る。 
表 1 は、フィンランドの観光統計の現状を表している。 
 

表 1. フィンランドの観光統計 

 アウトバウント 国内観光 インバウンド 

日帰り フィンランド 
旅行調査 

フィンランド 
旅行調査 
（2018 年～) 

国境インタビュー 
(2012 年) 

宿泊 
（支払いを伴う） 

フィンランド 
旅行調査 宿泊統計 宿泊統計 

宿泊 
（支払いを伴わない） 

フィンランド 
旅行調査 

フィンランド 
旅行調査 

国境インタビュー 
(2012 年) 

出典：Nurmi (2014)より筆者翻訳。 

 
フィンランドでは、観光関連の統計調査としてフィンランド旅行調査（Finnish travel 

survey）が行われている。この調査はサンプル調査であり、15 歳から 84 歳のフィンラン

ド国内居住者を対象として毎月電話調査によって実施されている。サンプルサイズは 2,350
人／月であり、主にアウトバウンドと国内観光に関する日帰り旅行、宿泊旅行の目的地や

移動手段、宿泊の形態などを明らかにしている。ただし国内の日帰り旅行者については、

2018 年から調査を行う予定となっている。 
一方でインバウンド観光に関しては、国境インタビュー（Border Interview Survey）が

行われている。この調査は、空港や港、国境検問所などにおけるインタビュー調査として

実施されており、インバウンド旅行者の国籍や居住国、訪問理由、目的地、訪問期間、宿

泊手段などが調査されている。またいくつかの地域では、観光消費等も尋ねている。 
以上は、観光旅行者に対する需要サイドの統計調査であるが、国内観光およびインバウ

ンド観光の支払いを伴う宿泊客に関しては、宿泊統計（Accommodation statistics）におい

てホテル等の施設を対象に月次の調査を行っている。調査項目は、部屋数やベッド数、客

室稼働率、宿泊の目的、宿泊の価格等であり、国内宿泊客とインバウンド宿泊旅行を分け

て調査している。調査対象となる宿泊施設数は、およそ 1,500 施設である。 
これら 3 種類の調査に基づいて、フィンランドにおけるアウトバウンド観光、国内観光、
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インバウンド観光の実態が網羅的に把握されており、これらの結果を用いて TSA（Tourism 
Satellite Account）等の加工統計が推計されることになる。 

一方でEU諸国については、観光統計に関するレギュレーション（EU 692/2011）が定め

られており 5、その中では以下のように観光統計における宿泊施設の取り扱い方法が定めら

れている。 
 
1. 10 ベッド以上の宿泊施設を統計の対象とする。 
2. 当該国の 1 年間の延べ宿泊者数（人×泊）が EU 全体の 1％よりも小さい場合は、

20 ベッド以上の宿泊施設を対象としても良い。 
3. 2 番目の基準を適用した国は、調査対象規模以下の毎年の延べ宿泊者数を推定し、

提供しなければならない。 
 
フィンランドは、このうち 2 番目の基準が適用される国であるため、前述の宿泊統計で

は、20 ベッド以上の施設のみを対象として調査が行われている。従って、上述の 3 番目の

基準にあるように、20 ベッド未満の宿泊施設に関しては、毎年の延べ宿泊者数を何らかの

方法で推定しなければならない。そこでフィンランドでは、この小規模宿泊施設分の推定

にビジネスレジスターを利用した方法を用いている。次項以降では、その方法の詳細を明

らかにする。 
 

2.2. 小規模宿泊施設の選定 

小規模宿泊施設の推定を行うためには、まず当該事業所の規模を把握し、宿泊調査の調

査対象であるのか、あるいは小規模施設推定の対象となるのかを選定する必要がある。宿

泊施設の規模把握に使用されるソースは以下の 3 つである。 
 
1. 宿泊施設名簿 
2. ビジネスレジスター 
3. 農業企業の納税データ 
 
1 は、宿泊調査の母集団名簿としても使用されるものであり、常に情報のアップデート

を行いながら 20 ベッド以上の宿泊施設約 1,500 施設が含まれている。施設の単位は、地域

活動単位 6（Local Kind of Activity Unit）であり、各地域活動単位のキャパシティに関す

る情報とともに連絡先情報が保持されている。また地域活動単位には、共通のビジネスID
                                                   
5 観光統計に関するレギュレーション（EU 692/2011）については、Eurostat(2014)において詳細な説明

がなされている。 
6 地域活動単位は、日本の産業統計における「事業所」の概念に類似したものである。ただし地域活動単

位の定義が、①単一の主体に所有されており、②単一の場所に立地しており、③主に単一の生産活動を行

っていることであるのに対し、日本では複数の生産活動を行っていたとしても、①および②の条件に従っ

ているものは事業所とみなされることになる。 
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および地域活動単位IDが付されているため、宿泊施設名簿に掲載される宿泊施設について

は、ビジネスレジスター等の他の行政データに容易にリンクすることが可能である。 
2 のビジネスレジスターは、フィンランドで活動する全ての企業、地域活動単位および

企業グループの毎年のデータを収録している。フィンランドのビジネスレジスターでは、

NACE7 Rev.2 と互換性のあるTOL2008 と呼ばれる標準産業分類に従って地域活動単位が

格付けられており、また全ての地域活動単位について売上額の情報も収録されている。情

報は毎年 11 月に更新される。 
宿泊業は、NACE で言えば、「55. 宿泊業（Accommodation）」に該当するものであり、

1 の宿泊名簿より把握される 20 ベッド以上の宿泊施設と、2 のビジネスレジスターにおけ

る NACE55 に格付けられる地域活動単位を照合することによって、20 ベッド未満の宿泊施

設を特定化することができる。このようにして把握される 20 ベッド未満の宿泊施設は、

2012 年時点で約 3,500 施設である。 
NACE55 に格付けられる宿泊業を主業とする地域活動単位に加えて、フィンランドでは、

農林水産業を主業とする企業が宿泊サービスを提供している、いわゆるアグリツーリズム

あるいはグリーンツーリズムと呼ばれるようなケースが数多く存在する。このような農林

水産業企業の提供する宿泊サービスを把握するために、3 の納税データが使用される。この

データは、NACE で言えば「Section A. 農林水産業（Agriculture, Forestry and Fishing）」
に格付けられる企業の納税データを収集したものであり、その中でこれらの企業が提供し

た宿泊サービスより得られる収入を分離して申告している。この農林水産業に関する納税

データに関しても、1 のベッド数 20 以上の宿泊施設名簿と照合することによって、20 ベッ

ド未満の施設を特定化することが可能となる。言うまでもなく、ここで述べたようなデー

タソース間の照合作業は、全てのデータに共通のビジネス ID および地域活動単位 ID が存

在するために容易に行うことができるものである。 
図 1 は、ここで述べた 3 種類のデータの関係を表している。図 1 に描かれる 3 つのデ

ータを照合することによって、灰色部分に該当する 20 ベッド未満の小規模宿泊施設を把握

することが、推定のための第 1 段階となる。2011 年の結果としては、ビジネスレジスター

の宿泊業（NACE55）に含まれる小規模施設数が 1,952（図 1 右上円内の灰色部分に該当）、

農業企業納税データに含まれる小規模施設数が 2,475（図 1 右下円内の灰色部分に該当）

であった。 

                                                   
7 NACE は、ヨーロッパの標準産業分類（Statistical Classification of Economic Activities in the 
European Community）である。詳細については、Eurostat (2008) を参照のこと。 
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出典：Nurmi (2014)より筆者翻訳。 

図 1. 宿泊規模識別のためのデータソース 
 
次の段階としては、把握された 4,427（=1,952+2,475）の地域活動単位のうち、推計の

対象にならない地域活動単位を取り除く作業が行われる。例えば、宿泊業を主業とする企

業の地域活動単位であったとしても、本社や営業所等のように、地域活動単位自体が宿泊

サービスを提供していないケースについては、これを推計対象から取り除くことになる。

また、ビジネスレジスターでは把握されているが宿泊施設名簿では把握されておらず、か

つ 20 ベッド以上の規模である施設が存在することもあり、このような地域活動単位も小規

模施設推定の対象から除く必要がある。これらの選別作業は手作業で行われ、結果として

3,522 の地域活動単位が小規模推計の対象となる。 
 

2.3. 延べ宿泊者数の推定 

延べ宿泊者数の推定に際しては、「同一産業に格付けられる施設である場合、施設自体の

規模（ベッド数）に関わらず 1 泊当たりの売上額は一定である」という仮定を置いている 8。

20 ベッド以上の規模を持つ宿泊施設に関しては、3.1 項で述べた宿泊統計より 1 泊当たり

の売上額を求めることができる。また全ての宿泊施設は、宿泊業に関する 3 つのNACEク

ラス（「55.1 ホテルおよび類似の宿泊施設（Hotels and similar accommodation）」、「55.2
休暇施設およびその他の短期滞在宿泊施設（Holiday and other short-stay 

                                                   
8 通常の売上額には、レストラン等の宿泊サービス以外の売上が含まれているため、本来は「1 泊あたり売

上額」ではなく「1 泊あたり宿泊料金」を一定として推定を行うべきである。しかし後に示すように、ビ

ジネスレジスターでは各地域活動単位の売上額のみのデータが収録されているため、「1 泊あたり売上額」

を一定とするような仮定が用いられている。 

農林水産業企業 

納税データ 

（NACE Section A） 

宿泊業 

ビジネスレジスター

（NACE55） 

宿泊施設名簿 

（20 ベッド以上） 
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accommodation）」、「55.3 キャンプ場, RVパークおよびトレイラーパーク（Camping 
grounds, recreational vehicle parks and trailer parks）」）のいずれかに格付けられており、

このそれぞれの部門について 1 泊当たり売上額が一定であるという仮定を置くことになる。 
表 2 は、推定の詳細を表したものである。 
 

表 2. 規模以下宿泊施設 延べ宿泊者数推定結果 
 (1) (2) (3) (4) (5) (6) (7) 

NACE クラス 地域活動 
単位数 

売上額 
（百万€） 

1 泊 
あたり 
売上額 

(€) 

延べ 
宿泊者数 

（千人泊） 

非居住者 
シェア 

延べ 
宿泊者数 
居住者 

（千人泊） 

延べ 
宿泊者数 
非居住者 
（千人泊） 

55.1 ホテルおよび類似

の宿泊施設 237 11.7 84.56  139 23% 107 32 

55.2 
休暇施設およびそ

の他の短期滞在宿

泊施設 
3,234 46.7 25.49  1,834 21% 1,451 384 

55.3 
キャンプ場, RV パ

ークおよびトレイ

ラーパーク 
51 1.1 45.58 25 16% 21 4 

合計（2011 年推定値） 3,522 59.6 29.84 1,998 21% 1,579 420 

出典：Nurmi (2014)より筆者翻訳。 
 
表 2 の(1)列は、前項において選定された、推定の対象となる 20 ベッド以下の宿泊施設

（地域活動単位）の数を表している。3,522 施設の大半が、NACE クラスで言えば 55.2 に

格付けられていることがわかる。(2)列は、ビジネスレジスターおよび農林水産業企業納税

データより得られる売上額を、部門ごとに合計したものである。 
一方(3)列は、宿泊統計より計算される 20 ベッド以上の施設に関する「1 泊当たり売上額」

（施設の売上額／延べ宿泊者数）である。ただし NACE クラス 55.2 については、そもそも

小規模施設が多く、20 ベッド以上の施設を対象とした宿泊統計ではほとんどその実態を把

握できていないため、別途、休暇施設およびその他の短期滞在宿泊施設のための集中予約

サービス（centralized reservation services）より得られる情報に基づいて、(3)列の 1 泊当

たり売上額を計算している。結果として、NACE クラス 55.2 の 1 泊当たり売上額がもっと

も小さく、55.1 がもっとも大きくなっている。 
(4)列は、(2)列の売上額を(3)列の 1 泊当たり売上額で割ることによって計算した延べ宿

泊者数である。更に延べ宿泊者数は、居住者と非居住者に分割して求められなければなら

ない。そこで(5)列には、宿泊統計より入手される「延べ宿泊者数に占める非居住者のシェ

ア」を掲載している。このシェアを用いて(4)列の値を案分することによって、(6)列および
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(7)列において居住者、非居住者別の延べ宿泊者数が推定されることになる。 
 

2.4. 推定手法の評価とまとめ 

前項までに説明した推定手法を適用することによって、20 ベッド未満の小規模宿泊施設

に関する延べ宿泊者数を、新たに統計調査を実施することなく把握することができる。20
ベッド以上で宿泊統計の対象となる施設の数が約 1,500 であるのに対し、推定の対象とな

る 20 ベッド未満の小規模施設数は約 3,500 に上っており、ここで紹介した推定手法を適用

することによって、調査のコストや記入者負担が大きく削減されることは明らかであろう。 
また一般的には、小規模主体による調査への回答率は低いものであるため、ビジネスレ

ジスターを用いた今回の推定手法を適用することによって全ての小規模施設をカバーでき

ることを考えれば、精度面からもメリットがあるだろう。しかし一方で、脚注 8 でも述べ

たように、推定時に使用される施設ごとの「売上額」には宿泊サービス以外の売上が含ま

れているため、そのことが推定結果にバイアスをもたらす可能性を否定することはできな

い。 
産業のカバレッジという観点から言えば、今回の手法では、宿泊業を主業とする地域活

動単位だけでなく、農林水産業でありながら宿泊サービスを提供するケースも含んで推定

を行っている。この点はこの推定手法のメリットの 1 つであるが、一方で、他の産業部門

において宿泊サービスを提供しているケースが存在する可能性もあり、これを考慮してい

ない点は本手法の欠点でもある。産業のカバレッジを拡張することは、今後の課題の 1 つ

となるであろう。 
特に観光統計の場合には、データ周期の問題も重要な要素となる。これは、観光関連の

支出に関しては季節変動が激しいためであり、理想的には月次周期でのデータ収集が望ま

れる。フィンランドにおいても 20 ベッド以上の施設を対象とした宿泊統計では、月次デー

タが収集されている。しかしビジネスレジスターにおいて収録されている売上額データは、

月次で更新されるものではない。従って小規模施設の推定結果は、基本的には年に 1 回の

ペースで改定されることになる。小規模施設に対する統計調査を行わずにこの問題を解決

することは困難であり、ここであげたような周期の問題は、ビジネスレジスターを用いる

手法の限界であろう。 
 

3. ビジネスレジスターの観光統計への活用事例Ⅱ 

3.1. 分析の目的と概要 

本節では、ビジネスレジスターの観光統計への活用事例の 1 つとして、Miyagawa et al. 
(2014)の内容を明らかにする。この研究の目的は、ビジネスレジスターを利用して一国より

小さな地域の観光規模を推定する手法を開発することである。 
一般的に、地域の観光規模を把握する際には、観光地において観光客を対象として消費

額に関する調査を実施するケースが多い。これは言ってみれば、需要サイドからのアプロ
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ーチである。日本でも、地域観光規模把握を目的とした観光統計として、各都道府県の手

によって「観光入込客統計」が実施されている。この統計は、観光庁において定められた

「観光入込客統計に関する共通基準」9に従って共通の方法によって作成されるものである。

共通基準では、観光地点における観光客を対象としたパラメータ調査を通じて観光客の訪

問地点数や消費額を調査し、最終的に地域の入込客数や観光消費額を推定する手法が細か

く決められている。しかし、費用面の問題からパラメータ調査は四半期に一度行われるの

みであり、従って観光消費の季節変動を厳密に把握することはできず、また観光客の回答

者負担の観点から詳細な調査を行うことができない、といった問題があることも事実であ

る。 
そこで観光庁では、上述のような需要サイドアプローチの問題点を考慮し、供給サイド

から観光規模を把握する試みとして 2012 年に「観光地域経済調査」を実施した。「観光地

域経済調査」は、宿泊業や飲食業、小売業等、観光に関連する産業部門に格付けられる事

業所を対象とした調査である。調査対象事業所は約 9 万事業所にのぼり、国内の 904 の地

域を対象として調査を実施している。調査事項は、事業所の従業者数や経営組織、売上額

などの一般的な項目に加えて、売上額に占める観光の割合や、観光に関連する事業所の特

性（観光協会に加盟しているかどうか、観光ガイドブックに掲載されているかどうか、大

型バス用の駐車場があるかどうか、など）等多岐にわたっている。 
この調査はサンプル調査であることから、調査の結果を用いて地域内の全事業所の観光

向け売上総額を求める、といったような場合には、事業所の母集団名簿、つまりビジネス

レジスターを用いて母集団推定を行わなければならない。地域の観光向け売上額は、当該

地域の政府や観光関連事業者にとって最低限把握すべき重要な情報であることから、でき

る限り精度の高い手法によって母集団推定を行うことが望まれる。しかしながら、一般的

なビジネスレジスターでは、事業所の産業分類や従業者数、場合によっては生産額といっ

た基礎的な情報が収録されているのみで、観光に関連する事業所の情報を保有しているケ

ースはほとんどない。そのため、母集団推定を行うとしても、産業ごとに分割して推定を

行う、従業者数や生産額のデータを用いて規模別の推定や比推定を行う、といった程度の

手法を採らざるを得ない。観光向け売上額は、当該事業所の立地によって大きく異なるも

のであることから、ここで述べたような一般的な手法によって精度の高い観光向け売上額

を推定することは困難であろう。 
そこで Miyagawa et al. (2014)では、事業所の立地に着目し、ビジネスレジスターより

得られる住所情報から割り出される緯度・経度に基づき、GIS を用いて事業所の周辺情報

を利用した新たな母集団推定手法を提案している。次項以下では、その詳細を明らかにす

る。 
 

3.2. ビジネスレジスターを用いた観光売上額推定 

                                                   
9 http://www.mlit.go.jp/kankocho/siryou/toukei/irikomi.html 
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図 2 は、一般的に想定される、観光地域経済調査とビジネスレジスターを用いた地域観

光売上総額推定のフローを表したものである。 

 
図 2. ビジネスレジスターを用いた地域観光売上推定のフロー 

 
推定は以下のようなプロセスで行われる。 
 

① 最初に、観光地域経済調査より得られる個別事業所の観光売上額𝑥𝑖と各事業所に

まつわる変数𝑧1𝑖 ,⋯ , 𝑧𝑘𝑖を用いて、事業所の観光売上額を推定するモデル

𝑥𝑖 = 𝑓(𝑧1𝑖 , 𝑧2𝑖 ,⋯ , 𝑧𝑘𝑖) のパラメータを決定する。ここで𝑧1𝑖 ,⋯ , 𝑧𝑘𝑖は、観光地域経

済調査とビジネスレジスターに共通な変数であり、一般的には産業格付けや従

業者数、売上額等を想定している。 
② 𝑧1𝑖 ,⋯ , 𝑧𝑘𝑖はビジネスレジスターにも収録されている変数であるため、観光地域

調査の対象となっていない非サンプル事業所の𝑧1𝑖 ,⋯ , 𝑧𝑘𝑖についても、ビジネス

レジスターより入手することができる。これを①で構築した推定モデルに代入

することによって、非サンプル事業所の観光向け売上額𝑥�𝑗を推定することができ

る。 
③ 観光地域経済調査より得られる全てのサンプル事業所の観光売上総額∑𝑥𝑖と、②

で推定した非サンプル事業所の観光向け売上総額∑𝑥�𝑗の合計が、当該地域の観光

向け売上総額推定値となる。 
 
ここで重要な問題は、非サンプル事業所の観光向け売上額𝑥�𝑗の推定精度であり、それは

𝑧1𝑖 ,⋯ , 𝑧𝑘𝑖としてどのような変数を用いるかによって大きく左右されることになる。

Miyagawa et al. (2014)では、観光地域経済調査を利用して行う推定シミュレーションを行

観光地域 

経済調査 (RTES) 

(サンプル事業所）  

𝑥𝑖 , 𝑧1𝑖 ,⋯ , 𝑧𝑘𝑖 
推定モデル：𝑥𝑖 = 𝑓(𝑧1𝑖 , 𝑧2𝑖 ,⋯ , 𝑧𝑘𝑖) 

 

𝑥�𝑗：非サンプル事業所の観光向け売上額推定値 

ビジネスレジスター (BR) 

(全事業所) 

 

𝑧1𝑗 , 𝑧2𝑗 ,⋯ , 𝑧𝑘𝑗 

∑𝑥𝑖 + ∑𝑥�𝑗：地域の観光向け売上総額推定値 

 

𝑥𝑖：サンプル事業所観光売上額 

𝑧𝑘𝑖：RTES と BR に共通な変数 

① 

② 

② 

③ 
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い、𝑧1𝑖 ,⋯ , 𝑧𝑘𝑖として事業所周辺の立地特性変数を用いることによって、他の方法に比較し

て推定精度が飛躍的に高まることを示している。ここで立地特性変数と呼んでいるのは、

各事業所の経度・緯度情報に基づき、GIS を用いて得られる事業所周辺の状況を表す変数

であり、具体的には、事業所から観光地点や鉄道の駅までの距離等である。小売業や飲食

店における観光向け売上を考えれば、観光地点や鉄道までの距離が大きく影響することは

明らかであろう。このような立地特性変数は、事業所の住所情報のみから作成することが

できるため、住所情報を保持するビジネスレジスターより、全ての事業所の観光売上額を

推定することが可能となる。次項では、推定シミュレーションの詳細を明らかにする。 
 

3.3. 観光売上額推定シミュレーション 

図 3 は、Miyagawa et al. (2014)における推定シミュレーションの手法を示したものであ

る。 
 

 
図 3. 推定シミュレーションのフロー 

 
シミュレーションは以下のような方法で行われる。 

 

抽出された事業所 

（n 事業所、n<N） 

観光地域経済調査 

（RTES） 

(N 事業所) 

①サンプリング 

𝑥𝑖 = 𝑓(𝑧1𝑖 , 𝑧2𝑖 ,⋯ , 𝑧𝑘𝑖) 

 

抽出されなかった事業所 

（N-n 事業所） 

𝑥�𝑖：抽出されなかった事業所の観光向け売上額推定値 

𝑥𝑖 , 𝑧1𝑖 , 𝑧2𝑖 ,⋯ , 𝑧𝑘𝑖 

 

𝑧1𝑖 , 𝑧2𝑖 ,⋯ , 𝑧𝑘𝑖 

 

 

 

N 事業所分の観光向け 
売上総額推定値の分布 

(Method 1 ~ 6) 

 
RTES より得られる 

N 事業所分の観光売上総額 

 

∑𝑥𝑖 + ∑𝑥�𝑗：N 事業所分の観光向け売上総額推定値 

𝑥𝑖：サンプル抽出された事業所の観光売上額 

𝑧1𝑖 ,⋯ , 𝑧𝑘𝑖：RTE と BR に共通な変数、事業所立地特性変数 

 

⑤1 万回繰り返し 

  

比較 

② 
③ 

③ 

④ 

⑥ 
⑥ 

⑥ 
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① まず、観光地域経済調査の結果データ（N 事業所分）から無作為抽出を行い、n 事業

所分を抽出する。実際の計算では、抽出率は 50%となっている。（N=2n である。） 
② 抽出された事業所の観光売上額𝑥𝑖と各種変数𝑧1𝑖 , 𝑧2𝑖 ,⋯ , 𝑧𝑘𝑖を用いて、観光売上額推定

モデル𝑥𝑖 = 𝑓(𝑧1𝑖 , 𝑧2𝑖 ,⋯ , 𝑧𝑘𝑖) のパラメータを決定する。この際には、Method 1～6
の異なる 6 つのモデルを用いる。詳細は後に説明するが、Method 1～4 は立地特性

変数を用いない手法であり、5・6 は立地特性変数を用いた手法である。論文の目的

は、5・6 の手法による推定精度が、1～4 の手法に比較して高いことを示すことであ

る。 
③ ①で行ったサンプリングにおいて抽出されなかった事業所（N-n 事業所分）につい

て、観光地域経済調査より得られる各種変数𝑧1𝑖 , 𝑧2𝑖 ,⋯ , 𝑧𝑘𝑖を②で構築した観光売上額

推定モデルに代入することによって、抽出されなかった事業所の観光向け売上額推

定値𝑥�𝑗を計算する。 
④ ①で抽出された事業所の実際の観光売上総額∑𝑥𝑖（これは観光地域経済調査のデータ

そのものである）と、③で推定した抽出されなかった事業所の観光向け売上総額推

定値∑𝑥�𝑗の合計を、観光地域経済調査の対象となった N 事業所分の観光向け売上総

額推定値とする。 
⑤ ①～④のプロセスを、6 つの手法それぞれについて 1 万回ずつ繰り返し行う。これは、

推定結果の分布を描くためである。 
⑥ ⑤の繰り返し計算の結果に基づき、各手法ごとに観光向け売上総額推定値（1 万回分）

の分布を描き、観光地域経済調査から得られる N 事業所分の実際の（調査結果とし

ての）観光向け売上総額と比較する。もしも推定結果が観光地域経済調査から得ら

れる売上総額の近くに集中していれば、その手法の推定精度は高いものであると言

える。 
 

以上のような方法によって、立地特性変数を用いた推定手法と用いない推定手法の精度

を比較することができる。実際の分析では、静岡県の小売業と飲食サービス業のそれぞれ

についてこのシミュレーションを行い、結果を示している。ここで述べた事業所別観光向

け売上額推定の手法（Method 1～6）の詳細は、以下のようなものである。 
 

Method 1 
Method 1 は、図 3 の①で抽出された事業所についての 1 事業所あたり平均観光向け売

上額を、抽出されなかった事業所の観光向け売上額として使用するものである。 
 

Method 2 
Method 2 は、図 3 の①で抽出された事業所についての 1 事業所あたり平均観光向け売
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上割合を、抽出されなかった事業所の観光向け売上割合として使用し、観光向け売上額を

推定するものである。 
 
Method 3 

Method 3 では、被説明変数を観光向け売上割合、説明変数を各事業所の売上額（観光向

け以外も含む）としたロジスティック回帰によって観光向け売上額を推定している。10 
 

Method 4 
Method 4 も、ロジスティック回帰の手法を用いたものである。Method 3 と同様に被説

明変数は観光向け売上割合であり、説明変数としては事業所の従業者数を用いている。 
最終的にビジネスレジスターを用いた母集団推定を行うことを考えた場合、ここで説明

変数として使用できる変数はビジネスレジスターに収録されている変数でなければならな

い。ビジネスレジスターには、通常、売上額や従業者数等の基本的な情報のみが収録され

ているため、Method 3 や 4 のようなモデルによって観光売上額の推定を試みている。 
 

Method 5 
Method 1～4 が立地特性変数を使用しない手法であったのに対し、Method 5 は、立地

特性変数を説明変数としてロジスティック回帰を行うものである。立地特性変数とは、具

体的には以下のようなものである。 
 

表 3. 事業所立地特性変数リスト 

変数名 内容 

観光地点 

事業所から観光地点までの距離を表す変数。1 つの事業所が複数の異なる規模の観光地点の近隣

に立地しているケースもあるため、観光地点リストで把握されている全ての観光地点について、各観

光地点の入込客数をその観光地点から当該事業所までの距離で割った値を求め、その合計を変数

として使用した。これによって、事業所の距離が遠い観光地点は、この変数の中でほぼ0に近い評価

をされ、距離が近く入込客数の大きな観光地点ほど大きく評価されることになる。近傍に大規模な観

光地点があれば、当該事業所の観光向け売上割合も大きくなると考えられるため、期待されるパラメ

ータの符号は（＋）である。 

新幹線駅 
事業所から最も近い新幹線の駅までの距離を表す変数。新幹線を利用する観光客が駅の近くで消

費する可能性があるため、期待されるパラメータの符号は（-）である。 

鉄道駅 
事業所から最も近い新幹線以外の JR の駅からの距離を表す変数。JR 線を利用する観光客が駅の

近くで消費する可能性があるため、期待されるパラメータの符号は（-）である。 

高速道路

出口 
事業所から最も近い高速道路の出口からの距離を表す変数。高速道路を利用する観光客が出口付

                                                   
10 ロジスティック回帰については、Dobson and Barnett (2008)などに詳しい説明がある。 
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近で消費する可能性があるため、期待されるパラメータの符号は（-）である。 

宿泊施設 

事業所から宿泊施設までの距離を表す変数。観光地点のケースと同様、1 つの事業所が複数の異

なる規模の宿泊施設の近隣に立地しているケースもあるため、経済センサスで把握されている全て

の宿泊施設について、各宿泊施設の売上額をその宿泊施設から当該事業所までの距離で割った値

を求め、その合計を変数として使用した。これによって、事業所の距離が遠い宿泊施設は、この変数

の中でほぼ 0 に近い評価をされ、距離が近く売上額の大きな宿泊施設ほど大きく評価されることにな

る。近傍に大きな宿泊施設があれば、当該事業所の観光向け売上割合も大きくなると考えられるた

め、期待されるパラメータの符号は（＋）である。 

 
これらの事業所立地特性変数は、事業所の住所から割り出される緯度・経度情報と、一

般的に使用されている地図や経済センサス等より得られる事業所周辺の状況のみによって

求められるものであるため、ビジネスレジスターを含め、住所情報を保有する全てのデー

タにおいて上述のような変数を用いた分析を行うことができる。 
 

Method 6 
Method 5 は、立地特性変数に加えて事業所の観光に関連する特性変数（以下では観光特

性変数と呼ぶ）を説明変数としてロジスティック回帰を行うものである。観光特性変数は、

具体的には以下のようなものである。 
 

表 4. 事業所観光特性変数リスト 
変数名 内容 

観光協会 当該事業所が観光協会に加盟している場合に 1 をとるダミー変数。 

地域の 

観光パンフレット 
当該事業所が地域の観光パンフレットに掲載されている場合に 1 をとるダミー変数。 

観光 

ガイドブック 
当該事業所が観光ガイドブックに掲載されている場合に 1 をとるダミー変数。 

クレジットカード 当該事業所においてクレジットカードを使用できる場合に 1 をとるダミー変数。 

大型バス用 

駐車場 
当該事業所に大型バス用の駐車場がある場合に 1 をとるダミー変数。 

自社 

ホームページ 
当該事業所が自社ホームページを持っている場合に 1 をとるダミー変数。 

観光協会 

ホームページ 
当該事業所が地域の観光協会のホームページに掲載されている場合に 1 をとるダミー変数。 

旅行会社 

ホームページ 
当該事業所が旅行会社のホームページに掲載されている場合に 1 をとるダミー変数。 

 
これらの観光特性変数に関して、期待されるパラメータの符号はすべて(+)である。 
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3.4. 分析結果 

推定シミュレーションの結果を明らかにする前に、観光地域経済調査で収集された全事

業所のデータを用いて、Method 5 および 6 で用いたロジスティック回帰を行った際の推定

結果を示す。分析対象は、静岡県内の事業所であり、小売業および飲食サービス業のそれ

ぞれについて被説明変数を観光向け売上割合とした推定を行っている。表 5 が推定結果で

ある。 
表 5. 静岡県内全事業所推定結果 

部門 飲食サービス業 小売業 

Method Method 5  Method 6  Method 5 Method 6 

観光地点 0.145 (0.000) ** 0.063 (0.000) ** 0.019 (0.000) ** 0.022 (0.000) ** 

新幹線駅 0.036 (0.000) ** 0.054 (0.000) ** 0.063 (0.000) ** 0.061 (0.000) ** 

鉄道駅 0.112 (0.001) ** 0.068 (0.001) ** 0.078 (0.000) ** 0.045 (0.000) ** 

高速道路出口 -0.069 (0.001)  ** -0.017 (0.001) ** -0.208 (0.001)  ** -0.141 (0.001)  ** 

宿泊施設 0.130 (0.002) ** 0.167 (0.002) ** 0.696 (0.002) ** 0.719 (0.002) ** 

観光協会    0.144 (0.007) **    0.976 (0.004) ** 

観光パンフレット    0.290 (0.007) **    0.411 (0.006) ** 

観光ガイドブック    0.145 (0.006) **    2.045 (0.005) ** 

クレジットカード    0.248 (0.005) **    0.681 (0.004) ** 

大型バス用駐車場    1.704 (0.006) **       

自社 HP    0.182 (0.006) **       

観光協会 HP    0.440 (0.007) **       

旅行会社 HP    0.648 (0.007) **       

自由度 668  660  743  739  

尤度比インデックス 0.385  0.605  0.436  0.577  
1. カッコ内は標準誤差を表す。 
2. * および** は、それぞれ有意水準 5% および 1% で有意であることを示している。 
3. 定数項を含めて推定を行っているが、表中には結果を表示していない。 

 
この結果を見れば、Method 5 では、飲食サービス部門と小売業の両部門について全ての

立地特性変数について有意な結果が得られている。ただし「新幹線駅」と「鉄道駅」に関

する予想されるパラメータの符号はマイナスであったのに対し、推定結果は両部門につい

てプラスとなった。これは、駅から近い事業所ほど観光向け売上比率が低いことを示唆す

るものである。駅の利用者は観光客だけでなく、むしろ地域の居住者の多くが駅およびそ

の付近の飲食店や小売店を利用しているため、このような結果が得られたと解釈すること

もできる。一方で Method 6 については、全ての立地特性変数について有意な結果が得られ

たものの、小売業では大型バス用駐車場やホームページに関する観光特性変数が有意では

なかったため、それらを除いた推定結果を掲載している。しかし、有意であった観光特性

変数のパラメータの符号については、全て予想と同じ結果となっている。以上の結果から、

ここで用いている立地特性変数や観光特性変数が、事業所の観光向け売上げに影響するこ

とは明らかとなった。実際に行ったシミュレーションでは、観光地域調査から無作為抽出
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した事業所のデータを用いて、表 5 のモデルを推定している。 
図 4 および図 5 は、図 3. 推定シミュレーションのフロー図 3 で示した推定シミュレ

ーションを各手法について 1 万回行ったうえで、その分布を描いたものである。 
 

 
（単位：10,000 円） 

図 4. 飲食サービス業シミュレーション結果 
 
 

 
（単位：10,000 円） 

図 5. 小売業シミュレーション結果 
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図 4 および図 5 では、横軸が推定された観光売上総額を、縦軸が度数を表している。各

手法について 1 万回の繰り返しシミュレーションを行っているため、手法ごとの度数の合

計はいずれも 1 万である。図 4 の 446,373 および図 5 の 910,524 は、それぞれ飲食サービ

ス業と小売業の観光地域経済調査における全事業所の観光向け売上総額であり、これが推

定のターゲットとなる金額である。推定シミュレーションの結果がこの金額に近ければ近

いほど、その推定結果は望ましいものであるということになる。 
図 4 についていえば、Method 1、3、4 の結果は、類似した分布の形状を描いている。

理論的な観点からいえば、Method 1 による推定値は不偏性を持ち、Method 3、4 の推定値

は漸近的不偏性を持つ。図 4 においても、Method 1、3、4 の分布の中心は、ほぼターゲ

ットとなる金額（446,373）の近くにあることがわかる。Method 2 は、分布の中心が左方

向に大きく偏った形状となっている。Method 2 では、1 事業所あたり平均観光向け売上割

合を用いた推定を行っているが、各事業所の観光向け売上割合と売上総額の間に相関があ

る場合には、このような偏りが発生することになる 11。Method 1～4 に比較して、Method 
5 および 6 の分布の分散は明らかに小さい。理論的にはMethod 5 および 6 の推定値も漸近

的不偏性を持ち、分布の中心もほぼターゲット金額近傍にあることがわかる。この結果は、

事業所の立地特性変数を用いて推定を行ったMethod 5 および 6 の手法が、それらを用いな

いMethod 1～4 に比較して精度の高い推定法であることを示唆している。 
図 5 の小売業の結果も図 4 とほぼ同様であり、Method 1～4 に比較して、Method 5 お

よび 6 が明らかに望ましい推定手法であることがわかる。 
表 6 は、各手法の推定値とターゲットとなる観光売上総額（飲食サービス業 446,373、

小売業 910,524）の差の絶対値を計算し、その 1 万回分の平均値を計算したものである。 
 

表 6. 推定値と現実値の差の絶対値平均 

 
Method 1 Method 2 Method 3 Method 4 Method 5 Method 6 

飲食サービス業 76,816 104,255 81,852 61,160 38,266 30,569 

小売業 145,964 131,396 143,380 141,946 96,116 82,174 

 
値が小さいほど、平均的な推定の誤差が小さいため、より精度の高い推定手法であると

判断することができる。この結果からも、Method 1～4 に比較して Method 5 および 6 が

より望ましい手法であることがわかる。また、飲食サービス業と小売業の両部門ともに、

Method 5 よりも Method 6 の値が小さいことから、立地特性変数だけでなく、観光特性変

数も合わせて使用することによって、推定の精度がより一層高まることも明らかにされて

                                                   
11 Method 2では、全ての非サンプル事業所について単一の観光向け売上割合を仮定することになるため、

例えば、実際には観光以外の売上も含む売上額の大きな事業所ほど観光売上げ割合も高いようなケースで

は、図 4 のように左方向に偏った過小推定となる。実際に飲食サービス業について売上額と観光売上げ割

合の相関係数を求めたところ、その値は 0.181 であった。 
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いる。この点は、観光地域経済調査のような観光統計において、観光特性を調査すること

の重要性を示唆しているといえる。 
 
以上の結果より、住所情報のみから求めることができる立地特性変数を使用することに

よって、地域の観光向け売上額の推定精度は大きく高まることが明らかとなった。これは、

ビジネスレジスターの 1 つの有効な活用方法を示す事例であるといえよう。 
 

4. 本稿のまとめとビジネスレジスターの活用に関する今後の展望 

本稿では、ビジネスレジスターの観光統計への活用事例として、Nurmi (2014)および

Miyagawa et al. (2014)を紹介した。 
Nurmi (2014)では、フィンランドのビジネスレジスターを利用して、宿泊統計における

小規模な宿泊施設の延べ宿泊者数を推定する手法が示された。このような小規模事業所の

推定は、観光統計に限るものではなく、経済センサス等の事業所を対象とした様々な統計

調査にも応用できる可能性がある。小規模事業所については、一般的に事業所数が多く、

統計調査への回答率も大規模事業所に比較して低いことから、調査コストや調査の精度と

いう面からいえば、ビジネスレジスターの活用によって小規模事業所を対象とした統計調

査を省略することができれば、そのメリットは大きいものであろう。 
ただしフィンランドの事例において、小規模宿泊施設の推定を行うことができたことの

背景には、2 つのポイントがある。1 つは、フィンランドのビジネスレジスターにおいて、

各事業所の売上総額に関する情報が収集されていたことであり、もう 1 つは事業所の詳細

な産業分類が把握されていたことである。Nurmi (2014)においては、ビジネスレジスター

より得られる事業所の売上額を、NACE のクラス別の「1 泊あたり売上額」で割ることに

よって延べ宿泊者数を求めていた。これは、「1 泊あたり売上額」のレベルが、NACE で言

えば同じ「55. 宿泊業」であっても、更に詳細な NACE クラスごとに大きく異なっていた

ためである。これらの結果は、ビジネスレジスターの活用に際しては、事業所の売上額と

産業格付けの情報が重要や役割を果たすことを物語るものであった。 
日本においても、「平成 26 年経済センサス-基礎調査」では事業所の年間総売上（収入）

金額に関する調査が行われ、その結果は「事業所母集団データベース」に収録されること

になる。今後は、「事業所母集団データベース」を利用した小規模事業所の推定に関しても、

その可能性を探ってゆく必要があろう。 
一方で Miyagawa et al. (2014)では、ビジネスレジスターに収録される事業所の住所情

報に基づいて、事業所の立地特性に関する変数を導出し、それを利用することによって観

光売上額の推定精度が高まることが示された。近年の GIS の発展によって、地図から得ら

れる情報は膨大なものであり、それを有効に活用することができれば、観光に限らず様々

な分野の統計調査に関してより精度の高い推定を行うことが可能になるであろう。 
言うまでもなく、このような事業所立地特性を利用した推定を行うためには、各事業所
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の緯度・経度情報がビジネスレジスター上で正確に把握されていることが必要不可欠であ

る。今後は、日本の「事業所母集団データベース」においても、全ての事業所について正

確な緯度・経度情報を収集することが望まれる。 
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